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ⅠⅠ  ははじじめめにに  

 

 内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局・内閣府地方創生推進室では，2021 年

11 月に，自治体職員と地域分析・地域政策の専門家をマッチングすることで，データ分析

や政策立案等に関する助言を得られる「政策立案支援オープンネットワーク」を設立した．

「政策立案支援オープンネットワーク」では，政策立案にあたって RESAS をどう使ったらい

いか分からない，RESAS 以外にどのようなデータを使ったらいいか分からないといった自治

体の悩みに寄り添い，RESAS の利用方法および元データの活用方法についての問い合わせに

対する支援を行うことを主な目的としている．また，RESAS におけるデータ以外で，より専

門的なアドバイスを必要とする自治体に対しては，近隣地域の大学教員で構成された専門

家グループの中で，最も分野が近い者を紹介し，より地域の実情を反映した政策立案を行う

ことを目指している． 

 こうした「政策立案支援オープンネットワーク」の運営に関して，東京大学地域未来社会

連携研究機構では，2019 年度，2020 年度に引き続き，2021 年 11 月 1 日付けで事務局を設

置し（地域未来社会連携研究機構 RESAS 政策立案チーム），2022 年 3 月 31 日までに，電

話・メール・直接訪問などで問い合わせがあった自治体に対し，無料で相談を受け付けてい

る．また，三重県四日市市に所在している地域未来社会連携研究機構の三重県サテライトで

も政策立案に関連する問い合わせを受け付けている． 

 また，地域未来社会連携研究機構では，問い合わせ対応の他にも，RESAS 政策立案に関す

るシンポジウムを開催しており，政策立案の現場における RESAS の応用可能性についての

報告を発信している（4章で後述）． 

 

＊連絡先  

東京大学 地域未来社会連携研究機構 RESAS 政策立案チーム  

TEL：03-5465-8228  

E-mail：resas@frs.c.u-tokyo.ac.jp  

三重県サテライト 

TEL：059-340-3503 

 

以下では，それぞれの自治体からの問い合わせ内容，ならびに対応内容や利用したデータ

などをまとめる． 
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ⅡⅡ 政政策策立立案案支支援援オオーーププンンネネッットトワワーーククをを通通じじたた政政策策立立案案支支援援のの対対応応事事例例 

１１ 高高等等教教育育機機関関のの誘誘致致にに向向けけたた政政策策的的取取りり組組みみのの可可能能性性調調査査：：静静岡岡県県富富士士市市のの事事例例 

都道府県 静岡県

自治体名・担当部署 富士市総務部企画課

問い合わせ内容（大分類） 政策立案

問い合わせ内容 高等教育機関の誘致政策について

(1)問い合わせ内容

静岡県富士市では，2018 年 3 月に市内唯一の高等教育機関であった常葉大学富士キャン

パスが閉校・移転したため，大学進学に伴う若年層の人口流出，それに伴う賑わいや活力の

低下などが懸念されている．また，25 万人の人口を抱える静岡県内第３の都市として，大

学の不在を問題視しており，市民や事業者からの誘致に対する期待も高い．東京大学地域未

来社会連携研究機構では石川県白山市と三重県四日市市にサテライト拠点を置いているこ

とから，高等教育機関の地方展開についての情報および政策立案に向けた有用な提案を得

られないかという問い合わせを受けた．

(2)対応内容

東京大学駒場キャンパス内の地域未来社会連携研究機構にて，機構長の松原と政策立案

オープンネットワークの専門職員 1 名を交えてミーティングを行った．初めに富士市より

現時点までの高等教育機関に関わる背景と，人口や産業についての現状分析，さらに東海道

新幹線新富士駅周辺地区の再開発計画を交えた将来の展望についての説明を受けた．

図 1 2016 年の静岡県富士市における製造業中分類別特化係数

出典：RESAS により作成

具体的には，図 1に示した特化係数の分析から特徴づけられる通り，富士市では製造業が

有力な産業であること，中でも製紙業において大規模な工場や研究所が立地しており，近年

では新素材として多方面での活用可能性が注目されている CNF（セルロースナノファイバー）

に関連した技術開発が進展していることが特色として紹介された．

地元の経済界からは，これらの技術力を活用・発展させることができ，さらには将来的な

労働力の確保も望めるとして，主に理工系の高等教育機関の誘致が嘱望されているという

アンケートの調査結果も示された．

また，東海道新幹線新富士駅前の再開発計画についても説明を受けた．駅周辺で新たに建

設される複合ビルの中に，サテライトの研究拠点を置ける施設を設けることが検討されて

おり，東京までのアクセスの利便性（新幹線利用で約 1 時間，東名高速道路経由で約 2 時

間）を優位性として強調し，市内の特色ある産業との相乗効果を武器に誘致を目指している

という．

当機構からは，RESAS を利用しての現状分析について補足するとともに，理工系の研究施

設を誘致する上での課題と，その解決に資する提案を行った．

図 2 静岡県富士市における年齢階級別純移動数の時系列分析

出典：RESAS により作成
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図 2は，富士市の人口について RESAS を利用して検討したものである．

高等教育機関の不在が問題視されている原因でもある「15歳～19 歳→20～24 歳」階級に

おける人口流出に歯止めがかからない現状が示されている．また，「20～24 歳→25～30 歳」

階級における人口の回帰・流入も年々減少傾向にあることが確認され，就職による還流が鈍

化していることが改めて浮き彫りとなった．高等教育機関の誘致によって流出を最小限に

とどめつつ，魅力ある産業の伸長を図ることで人口の回帰を促すという両輪での施策が求

められる．

図 3は，全産業の構造について，付加価値額（企業単位）に基づいて RESAS で作成したポ

ートフォリオである．製造業の付加価値額が全体の 50パーセントを超えるなど突出してい

ることが改めて確認できる．

図 3 2016 年の静岡県富士市における産業大分類別付加価値額（企業単位）

出典：RESAS により作成

図 4 2019 年の静岡県富士市における製造業の産業中分類別製造品出荷額等（実数）

出典：RESAS により作成

図 4は，製造業に注目して，産業中分類別での製造品出荷額等（実数）に基づいて作成し

たポートフォリオである．特化係数に表れている通り，パルプ・紙・紙加工品製造業の寄与

率は非常に大きいため，この特徴を前面に打ち出した取り組みが効果的であると考えられ

る．また，次いで化学工業と輸送用機械器具製造業がそれぞれほぼ同等の出荷額を記録して

おり，やはり理工系の研究・教育機関とのシナジー効果が高いと推察される．

最後に，ミーティングでは，RESAS の「企業活動マップ-研究開発-特許分布図」から，富

士市内の企業が保有する特許の一覧を概観し，連携の可能性が高い研究分野について検証

した．図 5は，企業ごとに保有する特許の件数をグラフにまとめたものである．
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これを見ると，富士市内に本社を置く自動車部品メーカーの J社の件数が突出している．

特化係数でも特筆すべき値を示した製紙業関係の 2社（K社，N社）も上位に位置している

ほか，機械関係や医薬品などでも多数の特許を有する企業が存在している． 

 

表 1 静岡県富士市内の企業が保有する特許の主題事項別登録件数 
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表 1に示した通り，分野別にみても「工学一般」が 16,413件中 6,687 件を占めることか

ら，製紙業以外にも工学系で強力な研究開発能力を有した企業が多く立地している可能性

が高いと考えられる． 

以上のような現状分析を踏まえて，「理工系」と大まかなくくりで大学全体や学部全体の

誘致を目指すのではなく，市内企業の強みをミクロな視点で洗い出し，それらに合致するよ

うな特色ある研究を行っている研究室にアプローチするなど，草の根的な取り組みが有効

なのではないかという提案を行った． 

その背景としては，現在誘致先として計画されている施設はビルの 1フロアにあたり，化

学実験や機械工作などを伴う大規模な実験設備や器具を持ち込むことは困難であることが

想定されるためである．さらに，撤退した常葉大学のキャンパス跡地はすでにスポーツ複合

施設としての利用が始まっているため活用できず，その他での大規模な用地確保は非現実

的であるという富士市からの回答が得られた．これらの条件を踏まえると，市内の企業やそ

れに付随する研究所が保有している各種設備などのリソースをネットワーク化し，学生や

研究員が「大きな一つの研究室」として市全体を利用できる基盤を整備したうえで，ピンポ

イントでニーズが合致する学科や研究室と連携するほうが有効であると考えられる． 

問い合わせ時点では，誘致計画が始動した直後であり，具体的な方針や手段が明確に定ま

っていない状況であったため，外形的な議論と提案にとどまった側面は否めない．しかし，

人口増減の動向から研究開発の実情に至るまで，RESASを利用して一元的に確認し，検討す

ることができた．このような RESASの利点が，今後も幅広く活用されることに期待したい． 

一方，改善が望まれる部分も浮き彫りとなった．特許一覧に関しては，当該地域内のすべ

て（今回の事例では富士市内の 16,413件）を示した一覧表が画面上に表示される形式とな

っているため，量が膨大であり，ミーティングの現場において全体の傾向や特色を把握する

ことが難しかった．特許権者別や分野別，出願年月日別など，何らかの項目に基づいて集計

したデータを表示できるようになれば，自市区町村の産業が持つ強みやオリジナリティを

把握する手助けとしてより有効になると考えられる． 
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２２  高高規規格格道道路路整整備備にに向向けけたた地地域域産産業業のの現現状状分分析析とと効効果果検検証証：：中中海海・・宍宍道道湖湖・・大大山山圏圏域域市市長長

会会のの事事例例  

 
都道府県 鳥取県・島根県 

自治体名・担当部署 中海・宍道湖・大山圏域市長会 

問い合わせ内容（大分類） 政策立案 

問い合わせ内容 高規格道路の整備に向けた現状分析 

 
(1)問い合わせ内容 

鳥取県米子市，境港市，島根県松江市，出雲市，安来市の 5市および，鳥取県西部町村会

（日吉津村，大山町，南部町，伯耆町，日南町，日野町，江府町）をオブザーバーとして構

成される中海・宍道湖・大山圏域市長会は，同圏域が抱える行政上の共通課題等について連

携しながら対策をとり，日本海側の都市圏として一定の規模を誇る同圏域を，県境を越えて

一体的に発展させていくことが目的の組織である．人口や経済の側面では鳥取・島根両県の

それぞれ 5割（人口および総生産額）を占めており，重要な圏域でありながら，人口減少と

高齢化による活力の低下が懸念されている．これらの課題に対して，境港・米子空港・出雲

空港という交通の要衝を抱え，観光資源も多数有するというポテンシャルを最大限に発揮

するべく，整備が進んでいない圏域北部の高規格道路建設をはじめ，圏域を周遊する交通ネ

ットワークの整備促進に向けた取り組みを進めたいと考えている．その上で，RESASだけで

は明らかにならない要素も含めて，現状の分析と，高規格道路整備実現後の効果や可能性の

検討を行いたいという問い合わせを受けた． 

 

(2)対応内容 

当機構からは機構長の松原と政策立案オープンネットワーク専門職員 1 名が，圏域市長

会からは事務局および各市町村の担当者が，それぞれ参加し，Web 会議システム Zoom 上で

のミーティングを行った．これまでに作成された，高規格道路整備を中心とした機能軸強化

を求める根拠となる資料について提供と説明を受け，産業立地や観光客誘致，通勤通学移動

や災害対応など，広範にわたって現状の交通網に関する分析が行われていることを確認し

た．一方で，高規格道路完成後のシミュレーションなど効果予測については不十分であるた

め，圏域内部での期成に向けた機運向上，圏域外部に対してのさらなるアピールなどの面で

課題を抱えているという意見が得られた． 

その後，市長会担当者と機構専門職員との間で対応に向けて調整を進めた結果，シミュレ

ーションに関しては，当機構が有する本格的な GIS と道路ネットワークデータを利用する

ことで一定程度の実行可能性があるものの，具体的な道路ルートの地理的な位置が定まっ

ていない現状では十分な精度での分析を行うことは技術的に困難であった．替わって，市長

会に参画する各自治体が有する製造業の企業リストの提供を受け，住所データに基づいた

アドレスマッチング（地図上にプロットする）を行い，集積状況を可視化したうえで，現在

の道路ネットワークによる到達圏分析と組み合わせて産業面での課題と可能性の分析を進

める方針で対応した． 

現状，RESAS 上で分析可能な交通関係の情報は「観光マップ-外国人入出国空港分析」や

「まちづくりマップ」内の「近距離移動時間分析」および「国内移動時間分析」などに限ら

れる．また，道路交通網の情報は RESASのベースマップである OSM（オープンストリートマ

ップ）に依存せざるを得ないため，高速道路やインターチェンジ，空港や鉄道駅の位置は縮

尺に応じて表示される場合とされない場合があり，結果の検証等に活用できる水準ではな

い． 

以下，RESAS から収集できる情報についてまとめる． 

 

 

図 1 鳥取県と島根県を訪問した外国人の入出国空港分析 

出典：RESAS により作成 

 

図 1は，域外からの観光客の流入経路を検討するうえで一つの指標となる「外国人入出国

空港分析」の結果である．島根県と鳥取県それぞれに関する都道府県別のデータしか得るこ

とができないが，当該圏域内で重要な玄関口となっているのは米子空港と関西国際空港で

あることがわかる．圏域内には出雲空港も所在するが，こちらは国際線が就航していないた
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め，「外国人の出入国」に対象を絞ったこのデータには表出しない．

図 2 米子空港からの近距離移動時間分析（左：公共交通機関，右：自動車（高速優先））

出典：RESAS により作成

米子空港が圏域内の一つの重要な玄関口であるという結果に基づいて，米子空港から近

隣地域へのアクセシビリティについて検証するため，「近距離移動時間分析」の機能を利用

したのが図 2である．圏域内での公共交通機関の利用による周遊はほぼ現実的ではなく，自

動車の利用が重要になることが改めて浮き彫りとなった．

図 3 島根県松江市からの国内移動時間分析

出典：RESAS により作成

最後に，図 3は，圏域内で最大の人口規模を有する松江市からの到達時間を全国の市区町

村に対して計算したものである．国内線が各地（札幌/新千歳，仙台，東京（羽田），静岡，

名古屋（小牧），大阪（伊丹），福岡）に就航している出雲空港が近隣に位置するものの，全

体的に 4時間以上の到達時間を要するエリアが広がっていることが確認できる．

これらの分析だけでは，観光客の遊動ルートなどを検討するにあたっての利便性向上な

どを企図することはできるが，ミクロなスケールでの交通条件は分析できないし，産業立地

との相互参照は極めて困難な状況にある．今回は，道路ネットワークデータと，市長会から

提供を受けた企業リストを利用して，以下のような分析を行った．

図４は，圏域市長会から提供されたリストをもとに作成した製造業の業種別分布と，高速

道路・国道の道路網，そして出雲・米子両空港からの到達時間を重ね合わせて表示したもの

である．圏域内において人口規模の大きい出雲市（約 17万 2千）・松江市（約 20万 3千）・

米子市（約 14万 7千）（人口はいずれも 2020 年国勢調査による）の中心部で企業の集積が

進んでおり，山陰自動車道を中心とした高規格化が完了している道路によってこれらの集

積が結節されている状況がうかがえる．また，事業所の多くが空港からの到達時間 30分圏

内のエリアに集中していることも確認できる．

一方，空港からのアクセスが劣る圏域北部では事業所が散在している状況で，目立った集

積は存在せず，南北での立地状況には差異が生じている状況にある．

図 4 圏域内における事業所の立地状況と空港からの到達時間分析

出典：中海・宍道湖・大山圏域市長会提供資料，国土数値情報ダウンロードサービス，

ArcGIS Geo Suite全国道路網 2022により筆者作成．
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図 5 高速道路インターチェンジからの到達圏と事業所の立地状況 

出典：中海・宍道湖・大山圏域市長会提供資料，国土数値情報ダウンロードサービス，

ArcGIS Geo Suite全国道路網 2022により筆者作成． 

 

次に，高速道路の波及効果を可視化するため，各インターチェンジからの到達時間を元に

エリアを区分したのが図 5 である．提供を受けた事業所リストに掲載されている 606 件の

うち，10分圏内に立地していたのが 252件，20分圏内に立地していたのが 213件と，半数

以上が高速道路へのアクセシビリティに優れた地域に立地していることが確認できた．空

港以上に，高速道路のインターチェンジからの到達時間が企業立地に影響を及ぼしている

といえるだろう．市長会としても，圏域北部の工業団地における分譲率の低迷などを圏域の

課題としており，その原因が交通条件にあるのではないかと問題視していたが，今回の分析

によってその裏付けが得られた． 

最後に，これまでの分析においてはポイントデータ（事業所を 1 つ 1 つの点として地図

上に記載するデータ）を用いていたが，点の存在しない領域についても周辺の立地状況から

機械的に推測して立地の可能性や集中度合いを面的に表現する「カーネル密度推定」による

分析を行ったのが図６である． 

 

 

図 6 製造業業種別の事業所立地状況のカーネル密度推定 

日本産業分類に基づいて，製造業の中分類ごとに分類してカーネル密度推定を行った．出力

セルサイズ等については ArcGIS のデフォルト設定を利用している． 

軽工業：食料品・飲料・タバコ・飼料・繊維・木材木製品・家具・なめし革・革製品・パル

プ・紙・印刷・同関連業．その他の金属，機械，電子回路等は重化学・電子工業に分類した． 
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これを見ると，軽工業は圏域の各地に集中しているエリアが存在しているのに対して，重

化学・電子工業は東出雲 IC周辺に極度に集中している他は，米子市中部に若干の集中が見

られ，全体的に山陰自動車道のインターチェンジ周辺に偏っている傾向にある．

図 7に示した通り，当該圏域の製造業において出荷額の大部分を占めるのは電子部品・デ

バイス・電子回路製造業および鉄鋼業であるため，現時点で一部に偏在しているこれらの産

業を交通網の整備によって圏域全体に押し広げていくという方針は一定程度の効果を持ち

うる．また，食料品製造業やパルプ・紙・紙加工品といった軽工業は圏域全体に散在してい

ることを確認したが，これらも製造業の中で重要な位置を占めている．圏域北部にいくつか

みられる集中地域（境港市周辺，松江市中部，出雲市東部）の間でのアクセシビリティを向

上させることによって，圏域内外との物流効率が高まり，さらなる発展も期待できるだろう．

図 7 当該圏域における製造業の中分類別製造品出荷額のポートフォリオ

出典：RESAS により作成

以上，本稿では産業立地の観点から高規格道路交通網の整備に向けた政策立案のエビデ

ンスとなるような分析の可能性を探った．当該圏域では，県境を越えて複数の自治体が連携

することで各種の政策課題に対処しようという特色ある取り組みが進んでおり，その中で

域内を有機的に結びつける高規格道路交通網が産業振興や観光促進のために重要な役割を

担う．現状では，域内の一部に有力な重化学・電子工業が集中しており，連携の強みが十分

に生かされていない他，多数の空間的余裕を持つ工業用地が未活用の状況にある．また，特

色ある食料品製造業やパルプ・紙・紙加工品製造業などの軽工業も，域内で複数の集中地域

が分立しているため，これらを結び付ける効果は大きいと考えられる． 

中海・宍道湖・大山圏域市長会は，RESASの研修が積極的に開かれるなど，現場における

RESASの導入が進んでいる先進的な事例である．しかし，RESASの機能として徐々に交通関

係のデータが取り扱われるようになっているとはいえ，今回のような高度な需要には対応

しきれないことも事実である．事業所の立地についても，「まちづくりマップ」内の「事業

所立地動向」機能を利用することは可能だが，表示スケールの広さに限度がある他，「二次

産業（製造・加工）」を選択しても小売店が一覧の中に含まれているなど，分析には不向き

であるため，各市町村が独自に集計したデータの方が優れている状態にある． 

RESASは手軽な分析手段として貴重な役割を担っているため，機動性や利便性を損なうリ

スクを負ってまで個別具体的なニーズのすべてに対応する機能を網羅する必要はない．し

かし，だからこそ，RESASから得られた着想や基本的な分析結果をもとに，より詳細な検討

を行いたい各種の主体をサポートするために，専門的な手段を有する窓口や専門機関が連

携して対応する体制も整備しておくことが重要であると考えられる． 

  

    

1514



これを見ると，軽工業は圏域の各地に集中しているエリアが存在しているのに対して，重

化学・電子工業は東出雲 IC周辺に極度に集中している他は，米子市中部に若干の集中が見

られ，全体的に山陰自動車道のインターチェンジ周辺に偏っている傾向にある．

図 7に示した通り，当該圏域の製造業において出荷額の大部分を占めるのは電子部品・デ

バイス・電子回路製造業および鉄鋼業であるため，現時点で一部に偏在しているこれらの産

業を交通網の整備によって圏域全体に押し広げていくという方針は一定程度の効果を持ち

うる．また，食料品製造業やパルプ・紙・紙加工品といった軽工業は圏域全体に散在してい

ることを確認したが，これらも製造業の中で重要な位置を占めている．圏域北部にいくつか

みられる集中地域（境港市周辺，松江市中部，出雲市東部）の間でのアクセシビリティを向

上させることによって，圏域内外との物流効率が高まり，さらなる発展も期待できるだろう．

図 7 当該圏域における製造業の中分類別製造品出荷額のポートフォリオ

出典：RESAS により作成

以上，本稿では産業立地の観点から高規格道路交通網の整備に向けた政策立案のエビデ

ンスとなるような分析の可能性を探った．当該圏域では，県境を越えて複数の自治体が連携

することで各種の政策課題に対処しようという特色ある取り組みが進んでおり，その中で

域内を有機的に結びつける高規格道路交通網が産業振興や観光促進のために重要な役割を

担う．現状では，域内の一部に有力な重化学・電子工業が集中しており，連携の強みが十分

に生かされていない他，多数の空間的余裕を持つ工業用地が未活用の状況にある．また，特

色ある食料品製造業やパルプ・紙・紙加工品製造業などの軽工業も，域内で複数の集中地域

が分立しているため，これらを結び付ける効果は大きいと考えられる． 

中海・宍道湖・大山圏域市長会は，RESASの研修が積極的に開かれるなど，現場における

RESASの導入が進んでいる先進的な事例である．しかし，RESASの機能として徐々に交通関

係のデータが取り扱われるようになっているとはいえ，今回のような高度な需要には対応

しきれないことも事実である．事業所の立地についても，「まちづくりマップ」内の「事業

所立地動向」機能を利用することは可能だが，表示スケールの広さに限度がある他，「二次

産業（製造・加工）」を選択しても小売店が一覧の中に含まれているなど，分析には不向き

であるため，各市町村が独自に集計したデータの方が優れている状態にある． 

RESASは手軽な分析手段として貴重な役割を担っているため，機動性や利便性を損なうリ

スクを負ってまで個別具体的なニーズのすべてに対応する機能を網羅する必要はない．し

かし，だからこそ，RESASから得られた着想や基本的な分析結果をもとに，より詳細な検討

を行いたい各種の主体をサポートするために，専門的な手段を有する窓口や専門機関が連

携して対応する体制も整備しておくことが重要であると考えられる． 

  

    

1514



ⅢⅢ  専専門門家家にによよるる RREESSAASSをを応応用用ししたた政政策策立立案案支支援援のの事事例例 

 
１１  将将来来都都市市構構造造のの再再構構築築にに向向けけたた取取組組ににおおけけるる RREESSAASS のの活活用用とと課課題題－－岡岡山山県県赤赤磐磐市市をを事事

例例ととししてて－－  

北川博史（岡山大学社会文化科学研究科） 

 
(1)はじめに 

人口減少時代に突入した今日，地方中小都市においては中心地域に比して人口減少や少

子高齢化が加速しており，とくに，次のような課題の解決が求められている．すなわち，一

つは，高齢者や子育て世代にとって安心できる健康で快適な生活環境の実現であり，二つは，

財政面・経済面における持続可能な都市経営である． 

こうした課題を解決する手段の一つとして，国は地方都市のコンパクトシティ化を掲げ，

平成 26（2014）年に改正都市再生特別措置法を施行するとともに地方の都市機能を中心部

に集約する施策を本格化させた．この都市再生特別措置法の改定においては，社会経済情勢

の変化に対応した都市の再生を図ること，都市の防災機能を確保すること，社会経済構造の

転換を円滑化することに主眼が置かれている．これに呼応する形で「立地適正化計画」が創

設され，地方都市においても都市計画区域内について住宅や各種都市機能の立地の適正化

を図る計画の策定が求められた． 

本報告の事例地域とした岡山県赤磐市においては，持続可能なまちづくりを進めていく

ために，平成 31（2019）年に赤磐市都市計画マスタープランを改定した．その後，旧山陽町

の一部が岡山県南広域都市計画区域に含まれているため，都市計画マスタープランの高度

化版として立地適正化計画の策定を本格的に進めることになり，赤磐市立地適正化計画策

定等検討協議会が令和 2（2020）年に設置された．その後，立地適正化計画の策定の過程に

おいて新たな課題も浮上し将来都市構造の再構築が求められた． 

筆者は同協議会の会長として審議に参画したことから，これまでの審議ならびに将来都

市構造の再構築に至る過程を中心に，どのように RESASが活用されてきたのか，さらにどの

ような点に課題があるのかについて報告したい．以下では，赤磐市の概要を紹介した後，赤

磐市立地適正化計画策定等検討協議会におけるこれまでの審議内容と将来都市構造の再構

築に至る過程を説明し，最後に RESAS 活用の課題について付言したい． 

 

(2)岡山県赤磐市の概要 

赤磐市は岡山県中南部に位置し，岡山市（北区および東区），備前市，和気郡和気町，久

米郡久米南町，久米郡美咲町に隣接する小規模都市である．市南部の旧山陽町には山陽団地

とネオポリスという比較的大規模な住宅団地があり，住宅都市としての性格も有する．この

旧山陽町の一部が岡山県南広域都市計画区域に指定されていることからみても岡山都市圏

の外縁部に位置する衛星都市として位置づけられてきたといえよう．現在の赤磐市は平成

17（2005）年に赤磐郡内の山陽町，赤坂町，熊山町及び吉井町が合併して誕生した．合併後

の総面積は 209.36 平方キロメートルであり，総人口は平成 27 年国勢調査によると 43,214

人となっている．合併時（平成 17年国勢調査）の人口は 43,913人であったので，合併後，

ここ数年間においては減少傾向にある．高度経済成長期以降，大規模住宅団地の開発が進ん

だこともあり，かつては生産年齢人口及び年少人口の割合は大きかったが，最近では高齢化

率も徐々に増加しつつあり，先述の山陽団地ではオールドニュータウン問題も顕在化しつ

つある． 

産業別人口構成をみると，第 1次産業の割合が比較的高く，平成 27年国勢調査によると，

2015 年現在における当該産業部門の割合は 9.5％にまで縮小しているものの，2010 年には

12.7％であった．とくに果樹栽培が盛んであり，桃やブドウなどの作付けが多い．本市は住

宅都市としての性格が強いとはいえ，第 2 次産業の割合も比較的高く，2015 年におけるそ

の割合は 28.6％を示している．これは，市内に 11カ所の工業団地が存在することを反映し

ている．製造業における主要業種は農業機械製造などの生産用機械器具（市内製造業従業者

数の内の 18.3％），金属製品（同 10.6％）ゴム製品（同 9.2％），はん用機械器具（同 8.0%）

である．一方，第 3次産業は全体の 60.1％であり，最大の割合を占めるが，卸・小売業（20.4％）

および医療・福祉業（17.4％）が主要業種となっており，基盤型産業として重要である事業

所サービス業の立地は少数である． 

 

(3)立地適正化計画策定等検討協議会における審議経過 

 赤磐市では 2019年に赤磐市都市計画マスタープランを改定し，現在，この高度化版であ

る立地適正化計画の策定を進めており，本マスタープランには街の中心部に新たな賑わい

の拠点を創生する計画が盛り込まれている．旧山陽町の一部が岡山県南広域都市計画区域

に指定されていることをふまえ，この計画をより実効性のあるものとするために立地適正

化計画の策定を通じて当該地区の一部区域を中心に新たな賑わいの拠点を創生することが

求められた．これを受けて，赤磐市では 2020年 9月に立地適正化計画策定等検討協議会が

設置された．以下では，これまでの審議の内容について簡単に紹介する． 

 

①立地適正化計画策定の工程 

 立地適正化計画を策定するにあたり，これまで，赤磐市では関連する計画との関係性と本

計画の位置づけについて確認した上で立地適正化計画策定の進め方について整理を行って

きた．この進め方については資料 1にあるように，はじめに，項目別の現況及び将来見通し

の把握を行い，続いて，課題の分析及び解決すべき課題の抽出を行う．抽出された課題を検

討した後，基本方針及び目指すべき都市像を検討する．具体的には，この段階において，と

くに，誘導区域，誘導施設および誘導施策の検討を行うことになる．その後，誘導施策を円

滑に遂行するための定量的な目標値やその評価方法について検討を行い，この作業を経て

立地適正化計画の素案を作成することになる．その後，これに対する市民からの意見を反映
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ⅢⅢ  専専門門家家にによよるる RREESSAASSをを応応用用ししたた政政策策立立案案支支援援のの事事例例 
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例例ととししてて－－  

北川博史（岡山大学社会文化科学研究科） 
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させた立地適正化計画が作成される．最終的には，これを仮公表した後，一定の周知期間を

経て本公表へと至る予定であった．しかしながら，後述するように，審議の過程で新たな課

題が浮上し，現在の所，解決すべき課題の洗い直しと目指すべき将来の都市構造の再検討の

段階にある． 

 

資料 1 立地適正化計画について 

 

 出典：第 1回協議会（令和 2年 9月 25日）配付資料より抜粋 

 

以上が，現時点での計画策定の工程となっているが，これまでの会議の実施状況と今後の

予定については，表 1 に示したとおりであり，第 8 回協議会をもって立地適正化計画の原

案作成を完了する予定である．その流れをまとめると，立地適正化計画等検討協議会が第一

次原案を作成し，パブリックコメント及び住民説明会および赤磐市の都市計画審議会への

報告と意見聴取を経て最終的な原案を作成し，市長に対して答申を提出することとなる．な

お，COVID-19 感染拡大の影響により当初の予定よりも 6ヶ月から 1年間の遅れが生じてお

り，現時点では，先述したように，解決すべき課題の洗い直しと目指すべき将来の都市構造

の再検討の段階にある． 

計画の策定にあたっては現況分析と課題の抽出ならびに検討が重要であり，この工程に

おいてとくに RESASの活用が必要とされた．また，課題の洗い直しと将来都市構造を再検討

する際にも RESAS が利用されている． 

  

 

 

②立地適正化計画の策定体制 

赤磐市においては，こうした都市計画やまちづくりに関わる審議会ならびに協議会など

の委員は，おもに専門分野の委員および市民代表が担っている．本事例である立地適正化計

画等検討協議会についても，これまで各専門分野において活動してきた 12名の委員によっ

て構成されている．各専門分野は，都市計画，都市基盤，公共交通，商工・経済，建築，農

業，医療，福祉，子育て，教育，市民となっており，赤磐市の抱える課題に幅広く対応でき

るようにとの意図がうかがえる．委員の構成は，各種団体や自治体の関係者 7名（商工会，

建築士会，農業委員会，民政・児童委員協議会，社会福祉協議会，岡山県備前県民局），知

識経験者 4名（都市計画学，教育学，経済地理学など）のほか，元岡山県副知事も市民代表

として委員に加わっている． 

 

(4)審議会初期段階における現況分析と課題の抽出 

 赤磐市では，立地適正化計画策定にあたり，これまで 3回にわたり，現況分析と課題の抽

出を行ってきた．うち 2回の現況分析を行った後，新たな課題が浮上し，将来都市構造の再

構築もふまえた課題の検討が求められることになった．以下には新たな課題の表出以前に

示された赤磐市の現状と課題について RESAS 利用の状況もふまえて簡単に報告しておきた

い． 

主な議題と実施内容 主な議題と実施内容
2020年9月 第1回協議会 基本的事項の説明 2020年9月25日 第1回協議会 基本的事項の説明

現況及び将来見通し① 現況及び将来見通し①
2020年12月 第2回協議会 現況及び将来見通し② 2020年12月24日 第2回協議会 現況及び将来見通し②

主な課題の抽出 主な課題の抽出
2021年4月 第3回協議会 基本方針について 2021年8月18日 課題の再検討

基本方針の検討
2021年7月 第4回協議会 誘導区域・誘導施設の検討 2022年2月2日 目指すべき都市の骨格構造の検討

課題解決のための施策・誘導方針の検討
2021年10月 第5回協議会 誘導施策について 2022年5月（予定）第5回協議会 居住機能、都市機能誘導区域の検討

目標値・評価方法の検討 誘導施策の検討
定量的な目標値・評価方法の検討
立地適正化計画素案の作成

2022年1月 第6回協議会 素案に対する意見聴取 未定 第6回協議会 素案に対する意見聴取
パブリックコメント パブリックコメント
住民説明会 住民説明会
赤磐市都市計画審議会への報告 赤磐市都市計画審議会への報告

2022年4月 第7回協議会
住民意見や都市計画審議会からの意
見等の整理および素案への反映

未定 第7回協議会
住民意見や都市計画審議会からの意見等
の整理および素案への反映

原案作成 原案作成
2022年7月 第8回協議会 原案の再検討 未定 第8回協議会 原案の再検討

赤磐市立地適正化計画（案）の完成 赤磐市立地適正化計画（案）の完成
2022年8月 答申 市長への答申 未定 答申 市長への答申

表1　赤磐市立地適正化計画策定等検討協議会の実施状況と今後の予定

実施日等 実施日等

第3回協議会
（リモート開催）
第4回協議会
（リモート開催）

当初予定 COVID-19感染拡大影響下
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主な議題と実施内容 主な議題と実施内容
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表1　赤磐市立地適正化計画策定等検討協議会の実施状況と今後の予定

実施日等 実施日等

第3回協議会
（リモート開催）
第4回協議会
（リモート開催）

当初予定 COVID-19感染拡大影響下
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①人口動態 

赤磐市は岡山市郊外のベットタウンとしての性格が強く，これまで比較的若い世代の人

口流入が顕著であったが，平成 17（2005）年をピークに人口減少に転じており，今後も減

少が継続することが予想されている（資料 2 参照）．とくに，生産年齢人口の減少幅が大

きいことと後期高齢者数の大幅な増加が継続すると予想されている． 

地域別にみると，赤磐市における都市計画区域内（市域の約 18%に相当）に市全体の約７

割の人口が集中しており，今後もその割合は増加する見通しである．さらに，市街化区域（都

市計画区域の約 18%に相当）に都市計画区域内の約８割の人口が集まっており，これもまた，

今後，その割合は増加するものと予想されている．現状では，人口増加のみられる地区は桜

が丘団地内のみとなっている．なお，この人口動態の分析には RESASが活用されている． 

 

資料 2 赤磐市および主要地区における人口構造と将来推計 

 

出典：第 1回協議会（令和 2年 9月 25日）配付資料より抜粋 

 

赤磐市における転入・転出状況は，RESAS を利用した分析によると，10代および 20代以

外の世代での転入超過となっており，特に 10 代未満および 30 代の世代の転入超過が大き

くなっていることが特徴である．これは住宅都市にみられる共通した傾向であろう．一方，

10 代および 20 代は転出超過となっているものの，全世代の中で 20 代の転入数が最多であ

る．また，転入元および転出先ともに約半数が岡山市であり，岡山市との関係性が強いこと

が理解できる．また，岡山県全体ではその数は約７割を占め，岡山市をはじめとした近隣の

市町村との関係性が強いことも指摘できる．年少人口については，減少傾向が続いているが，

就学前人口及び小学校入学児童数に限ると全ての年齢において漸増傾向にある（資料 3 参

照）． 

 

資料 3 赤磐市における転入・転出状況および通勤者の状況 

 

出典：第 1回協議会（令和 2年 9月 25日）配付資料より抜粋 

 

②土地利用の現況と課題 

赤磐市における土地利用は，市街化区域では約９割が都市的土地利用である一方で，市街

化調整区域における住商工の利用は約６％に留まっている．市街化区域では，過去 8年間に

敷地面積約 48ha 分の建築物が新築されており，都市的土地利用が継続的に進んでいるもの

の，市街化区域内の低未利用地がいまだに約 100ha存在する．中心市街地では商業系の土地

利用の割合が高く大型の商業施設も集積しており，低未利用地は少ない（資料 4 参照）．

一方，こうした商業施設は，車での来店を前提としたものが多く，商店街のように回遊性を

確保しその場所に滞留できるような商業地とはなっていないのが現状である． 
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資料 4 赤磐市における土地利用の状況 

 

出典：第 2回協議会（令和 2年 12月 24日）配付資料より抜粋 

 

③公共交通の現況と課題 

赤磐市における公共交通は主としてバス交通に負っている．とくに，都市計画区域内には

鉄道駅はないため，赤磐市の都市部と高次都市拠点（岡山駅周辺）とを結ぶ主な公共交通機

関はバスとなっている．近年，桜が丘団地から高次都市拠点（岡山駅周辺）への直行便（時

間短縮を目的として停車するバス停を減らした便）が増便（過去の時刻表との比較）されて

おり，桜が丘団地においては公共交通の利便性は上がっているものの，バス停とパーク＆バ

スライドの駐車場以外にはバス関連の施設はなく，交通結節点は待合や乗り換えなどのタ

ーミナル機能を有していないのが現状である．なお，予定されている新拠点にはターミナル

機能が付加されることも想定されている． 

市域内の路線バスについては，山陽団地内の循環バスが休止を経て現在では廃止されて

おり，山陽団地の公共交通の利便性は著しく低下している．なお，市域内の路線バスは，山

陽団地周辺部及び桜が丘団地の東側には通っていないことも課題としてあげられる（資料 5 

参照）．なお，以上の現状分析は市独自の調査結果によって行われたものである． 

 

 

 

資料 5 赤磐市における路線バスの運行状況 

 

出典：第 2回協議会（令和 2年 12月 24日）配付資料より抜粋 

 

④産業構造の現況と地域経済循環 

赤磐市の主要産業としては，農林業，商業，製造業，観光業の４つが挙げられ，就業者数

について，近年においては多少の増加は認められるものの，全体として減少傾向にある．就

業者割合について，主要三部門に関しては，第１次産業，第２次産業ともに減少傾向にある

一方で， 第３次産業は増加傾向にある．とくに，2015（平成 27）年における就業者数の産

業別内訳をみると，製造業部門の就業者数が最も多く，全体の 25.3％を占め，次いで，医

療・福祉関係と卸売業・小売業がほぼ同数となっている．なお，近年，就業者数の増加傾向
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を示すのは，医療・福祉関係のみであり，その他の部門は停滞している状況にある（資料 6 

参照）．こうした産業構造の特徴や課題を抽出する際には，RESAS による分析が極めて有効

である． 

 

資料 6 赤磐市における産業構造 

 

出典：第 2回協議会（令和 2年 12月 24日）配付資料より抜粋 

 

赤磐市の事業所数については，近年，概ね横ばいの状況にある．事業所数について，2016

（平成 28）年では，小売業が最も多く全体の 20.5％を占め，次いで，製造業となっている．

製造業に関して，赤磐市においては，工業団地が 11 箇所存在し，立地企業も毎年１件以上

の増加をみている．一方で，赤磐市の主要産業の一つである農林漁業部門の事業所数は 2016

年において 12 事業所を数えるのみである．また，観光業に係る宿泊業は２事業所とかなり

少数である（資料 6 参照）． 

こうしたことから，RESASのデータ分析支援機能を使用して作成した赤磐市の地域経済循

環マップを確認すると，支出は，とくに「その他支出」（ 産業活動における購入等）が域外

に流出していることにより，生産への還流率が低下しており，十分に外貨を稼ぐ構造になっ

ていないのが現状である（資料 7 参照）．ただし，審議会でも指摘されたが，比較対象と

する都市の選定は慎重であるべきであろう．地域経済循環の観点からの赤磐市の課題が見

えにくくなる恐れがあるためである． 

資料 7 赤磐市および主要都市における地域経済循環マップ 

 

出典：第 2回協議会（令和 2年 12月 24日）配付資料より抜粋 

 

⑤その他 

以上のほか，赤磐市の財政状況に関しても検討されている．これについては，後述の(5)

においても言及しているのでここでは省略したい．また，赤磐市において想定される自然災

害についても検討されている．水害，すなわち洪水浸水想定（想定最大規模）に関して，市

街化区域内においては，中心市街地の一部を含む砂川近辺で３ｍ以上の浸水が想定されて

いる．なお，市街化区域内の浸水継続時間は，ほとんどが１日未満となっている現状が報告

された．また，土砂災害警戒区域等については，市街化区域内には特別警戒区域の指定がな

く，山陽団地及び桜が丘団地の一部に土石流の警戒区域が指定されている程度であること

も報告されている．さらに，これに関連して，山陽団地及び桜が丘団地には大規模盛土造成

地が多数あるが，危険な造成地があるかどうかは不明であり，今後の調査が期待される． 

さらに，赤磐市では，第２次赤磐市総合計画及び赤磐市まち・ひと・しごと創生総合戦略

を推進するにあたり，課題ならびに重点施策を検討するために 2019（平成 31）年 3月に市

民アンケート調査を行っており，このアンケート調査結果は，今回，立地適正化計画を策定

する過程において，現況分析と課題を抽出する際にも活用されている． 
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資料 7 赤磐市および主要都市における地域経済循環マップ 

 

出典：第 2回協議会（令和 2年 12月 24日）配付資料より抜粋 
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(5)新たな課題の表出ならびに将来都市構造 

赤磐市では，当初，2 回の現況分析と課題の抽出（第 1 回協議会ならびに第 2 回協議会）

を経た後に誘導区域並びに誘導施設を検討することを予定していた．すなわち，前章で示し

た現況分析結果と当市の有する課題を根拠として立地適正化計画を策定し，街の中心部に

新たな賑わいの拠点の創生を図る予定であった．しかしながら，街の中心部に新たな賑わい

の拠点の創生を進めるにあたり，前述の現況分析結果が十分な根拠資料とならないのでは

ないか，また，今後，新拠点の場所が具体化される際にも十分に説明することができないの

ではないか，といった意見が協議会において出された．さらに，新拠点の場所を具体化する

としても赤磐市全体の将来都市構造の中で位置づけられるべきであり，新拠点創生後の都

市像，コンセプトを提示する必要はないか，という意見も委員から出された．これを受けて，

課題の洗い直しと将来の都市構造のビジョンを示すことになり，第 3回協議会において，課

題の再検討が行われ，その後，第 4回協議会において目指すべき都市の骨格構造として将来

都市構造の再構築が行われた．本章においては，その審議の過程を RESAS 利用の状況もふま

えて報告しておきたい． 

 

①表出する新たな課題 

 前述したように，第 2回協議会での議論をふまえて，新たな課題が表出した．それは，一

つには，都市機能の脆弱性と非効率な都市構造，二つとして，持続可能な都市運営の危機，

ということであった．こうした観点からの現況を示すことにより，新拠点の創生の必要性が

説明できることになる．そうしたことから，まずは，都市機能の立地状況を中心に現況が分

析され，つづいて，都市運営が危機的状況となりつつあることが示された． 

 

②都市機能の脆弱性と非効率な都市構造 

はじめに，県南広域都市計画区域における赤磐地域の位置づけが成された後，土地利用の

現況が示された（資料 8）．ここでは，RESASによる分析を交えて，岡山市への依存による都

市機能の脆弱性が認められることが説明されている． 

  

資料 8 土地利用の現況 

 

出典：第 3回協議会（令和 3年 8月 18日）配付資料より抜粋 

 

また，当市の商業機能および工業機能の立地状況についても検討されており（資料 9），

岡山県南広域のみならず，県内においてもこれらの機能の蓄積度合いが弱いことが示され

た．分析資料として岡山県の市町村ハンドブックが使用され，人口，商業販売額，工業出荷

額の 3指標により分析されたが，RESASを利用すれば，より多くの指標を用いた経年的な分

析が可能であり，今後の RESASの活用が期待されよう． 
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資料 9 人口，商業販売額，工業出荷額からみた赤磐市の位置づけ 

  

出典：第 3回協議会（令和 3年 8月 18日）配付資料より抜粋 

 

③持続可能な都市運営の危機 

都市機能の脆弱性と非効率な都市構造が赤磐市のもつ新たな課題として確認されたが，

脆弱な財政基盤のもとで，都市運営が危機的状況にあることも課題として浮上した．課題の

抽出にあたり，はじめに，当市の財政状況について，脆弱な財政基盤に至った背景を示しつ

つ現況分析が行われることとなった． 

赤磐市は，前述の通り，平成の大合併により平成 17年（2005年）に 4町が合併し誕生し

た．当時は県内の多くの市町村で人口が減少しているにもかかわらず，岡山市のベッドタウ

ンとして山陽地域を中心に人口が増加してきたが，平成 17年頃をピークに減少に転じてい

る．そうしたなか，令和 3（2021）年度には山陽地域の北側に位置する旧赤坂町が過疎地域

に指定された．旧吉井町は昭和 45 年度に指定されており，合併した 4町のうち半分が過疎

指定されたこととなった．また，生産年齢人口の急速な減少やピーク時に比して半減した地

価の大幅な下落が RESAS を用いた分析により明らかとなった．こうした最近の変化により

税収の減少が進行している一方で，今後は高齢社会の進行による社会保障費の増加が見込

まれている．その結果，当市の将来的な財政状況は必ずしも芳しくないことが予想されてい

る．少子高齢社会の進行により財政構造の弾力性を表す経常収支比率は非常に高くなり，今

後，財政の硬直化が進むと見通されている．また，収支のバランスが崩れ，財源不足を財政

調整基金からの繰入れで補っていかなければならないことも想定されており，財政調整基

金の枯渇とそれに伴う収支不足，さらには市民サービスの低下が懸念されている（資料 10）． 

なお，こうした財政状況の検討に関しては，RESAS を利用すれば目的別歳出決算額(人口１

人あたり水準)が比較できることから，より詳細な分析も可能となるように考える．また，

こうした一自治体の財政状況を多様な視角から通時的に分析する際の RESAS 利用には限界

があるのではないかとも感じている．その一方，後述する地域間比較という観点での分析に

は RESAS は極めて有効であろう． 

 

資料 10 赤磐市の財政状況 

 

出典：第 3回協議会（令和 3年 8月 18日）配付資料より抜粋 

 

 持続可能な都市運営の危機という課題については，域内の経済循環の視点からも検討さ

れた．RESAS を活用して，当市の地域経済循環の状況と県南広域都市計画区域内の 5市 1町

との比較分析が行われ，赤磐市は「市域外で稼ぎ，市域外で消費している」実態が明らかと

なり（資料 12），加えて，県南広域の中では当市は地域経済循環率が最も低いことが判明し

ている（資料 11）． 
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資料 9 人口，商業販売額，工業出荷額からみた赤磐市の位置づけ 
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資料 11 赤磐市の地域経済循環図（2015 年） 

 

出典：第 3回協議会（令和 3年 8月 18日）配付資料より抜粋 

 

資料 12 県南広域 5市 1町における地域経済循環図（2015年） 

 

出典：第 3回協議会（令和 3年 8月 18日）配付資料より抜粋 

 以上のような財政状況と地域経済循環の現況分析から都市運営の危機という課題が表出

した．すなわち，赤磐市の人口は県内で 8番目であるが，財政力指数は県内で 11番目であ

り，しかも財政力指数は過疎指定の要件の一つである 0.51を下回る 0.46である．また，地

域経済循環率が低く稼ぐ力が弱い．したがって，この状況が継続すれば，人口減少⇒税収減

⇒市財政の逼迫⇒市民サービスの低下⇒人口減少，という負のスパイラルに陥る恐れがあ

り，都市運営の危機が生じかねない．こうした課題の洗い直しにより，持続可能なまちとし

て存続，発展していくには都市運営の危機からの脱却を図っていく必要があり，そのための

方策の一つとして人を市内に留められる新たなまちづくりが求められる，という認識が協

議会において共有されることになった． 

 

④将来都市構造の再構築 

 第 2回協議会において，新拠点の創生をすすめるにあたり，新拠点を赤磐市全体の将来都

市構造の中で位置づけられるべきであること，新拠点創生後の都市像を提示する必要があ

ること，が指摘された．その後，新拠点を創生する必要性を説明するために，さらに，第 3

回協議会で確認された都市機能の脆弱性と非効率な都市構造と持続可能な都市運営の危機

という新たな課題への対応するために，目指すべき都市の骨格構造としての将来都市構造

の再検討が第 4回協議会において行われた（資料 13）． 

 

資料 13 将来都市構造の再検討 

 

出典：第 4回協議会（令和 4年 2月 22日）配付資料より抜粋 
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の再検討が第 4回協議会において行われた（資料 13）． 

 

資料 13 将来都市構造の再検討 

 

出典：第 4回協議会（令和 4年 2月 22日）配付資料より抜粋 
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 ここでは，適切な土地利用と公共交通の利便性向上による都市機能の強化，効率的で魅力

のあるまちの実現，まちの特性を生かした良好な居住環境の整備，という 3点が目指すべき

まちづくりの方向性として提示され，『人々が“いきいき”と生活し“独自”のまちとして

“きらり”と発展していく，「活力ある，住みよい，住みたい」まち赤磐～”ベッドタウン”

から” コネクティッドシティ”へつながり交流する都市への転換～』としてまちづくりの

基本方針がまとめられた．この基本方針のもとで，①赤磐版コンパクト＋ネットワークの構

築，②新たな時代に対応した都市構造の再編，③赤磐の魅力を活かした移住定住の促進，を

進めることが示さている．なお，将来都市構造を現実のものとするための具体的な施策につ

いては資料 14に掲載されているとおりである．なかでも，①赤磐版コンパクト＋ネットワ

ークの構築，および，②新たな時代に対応した都市構造の再編，については，新拠点を創生

する必要性と新拠点の場所の具体化について説明する際には根拠となる政策目標となる． 

 こうした議論を経て，資料 14 にあるような将来都市構造の再構築が図られるに至った．

ここでは，新拠点の候補地が具体的に示されている． 

 

資料 14 将来の都市構造とその特徴 

 

出典：第 4回協議会（令和 4年 2月 22日）配付資料より抜粋 

 

 

(6)地方自治体における RESASの活用 

 今回の赤磐市立地適正化計画の策定ならびに将来都市構造の再構築に向けた現況分析と

課題の抽出については，主に赤磐市建設事業部地域整備推進室の担当職員が行ってきた．各

章において紹介した資料のなかには，第 2次赤磐市創業計画や赤磐市まち・ひと・しごと創

生総合戦略，赤磐市都市計画マスタープランなどを策定する際に現状と課題を把握するた

めに用いられた資料も少なくない．その際，RESASが活用されており，とくに，人口や経済

分野の現状分析，なかでも産業振興の政策立案には大いに活用されたという．また，産業構

造や将来人口，経済循環などの現況分析にも RESASの積極的な活用がみられた．こうした観

点での分析には RESAS の利用はきわめて有効であると考えられる．ただし，RESAS による時

系列的な分析に十分答えられない指標もいくつかみられ，とくに財政状況の検討に際して

十分に RESAS の利用はみられなかった． 

今回の現況分析と課題に抽出に際して，前述したように，いくつかの資料については，こ

れまでの RESAS を活用して提示された現状分析の結果が利用されているものの，独自にデ

ータ収集を行って分析したものや改めて RESAS を活用して分析を行ったものもある．なか

でも，資料 12（県南広域 5市 1町における地域経済循環図（2015年））にあるような，計算

が複雑なものや他自治体との比較が必要なものについては，RESASの活用は非常に有効であ

ったようである．一方，これは以前も指摘したことではあるが，将来的に議論される具体的

施策や KPIに関しては，自治体で有する統計資料（RESASの元データ）や独自の調査に基づ

いたデータを使用することが多々あり，RESAS を直接活用することは希なようである．すな

わち，地方自治体レベルの政策は当該自治体が保有するデータで基本的には策定が可能と

いうことである．また，自治体内の個別地域に関するミクロスケールでの分析は，現状の

RESASでは分析することが難しく，今後は，ミクロデータとの接合が図られるようであれば，

より使いやすい分析ツールとなるように思われる． 

最後に，RESASの活用に関して，いくつかの課題を提示しておきたい．まずは，RESAS を用

いて分析を行う際のスケールの問題である．平成の大合併以降，とくに岡山県や広島県など

では特性の異なる自治体が合併したことにより市域が広域化し，その結果，一自治体内部の

地区間の質的や量的な差が見えづらくなっている．都市計画なの立案に資する現況分析や

課題の抽出には自治体内部の地区間の差も問われると推察され，ミクロスケールでの分析

が必要であるように思う．筆者自身が RESASを十分に活用していないのかもしれないが，今

後，国勢調査や工業統計調査の小地域データを用いて分析を行えるようになれば，RESASは

より使いやすい分析ツールとなると考える．また，今回の赤磐市でもそうであったが，単純

な地域分析は RESAS で行うことが可能であるが，多変量を組み合わせて分析することはシ

ステム上のみならず，分析する側にも難しいことが挙げられよう．加えて，既存の GIS分析

ツールとの連携が図られれば，より使いやすいものとなるように思える．さらに，分析結果

をどう読み解くのかについても，十分行われていると判断することは難しい．とくに，他自

治体と比較する際に RESAS 活用は有効であるが，比較対象の選定やその妥当性を判断する
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際には経済地理学や地域経済学などの専門知識が必要であり，より専門的知識を有した職

員を配置するなどの対応が求められているといえよう． 

  

２２  地地域域づづくくりりとと人人材材養養成成〜〜高高校校魅魅力力化化にに注注目目ししてて〜〜  

宮町良広（大分大学経済学部） 

 

(1)はじめに 

 経済地理学・地域経済論の分野において地域づくりや経済活性化を議論する際には，アメ

リカの経済学者ダグラス・ノースが提唱した移出ベース理論に依拠することが一般的であ

る（山本，2005）．ノースは，アメリカ北西部の地域経済発展史を論ずる中で，18世紀には

毛皮，19 世紀には小麦や木材といった移出商品の開発が地域発展の決め手であることを見

いだした．すなわち，地域の産業を，域外市場向け（移出）産業と域内市場向け産業に分け

て，地域の経済発展の動因は移出産業の発展にあると考えた．移出産業が「外貨」を稼ぎ，

それが産業連関などによって域内循環することで所得が増加する，すなわち地域経済が発

展するという図式である．移出ベース論では移出商品になり得る地域資源が極めて重要で

ある． 

 他方，地域づくりの現場では，人材が決め手と訴える論考が多い．例えば島根県海士町の

前町長である山内道雄（2007）は「まちづくり・産業づくりの原点は人づくり」と述べる．

しかしながら地域づくりの現場は多種多様であり，どんな人材がいれば地域づくりが成功

するのかを一般化することは容易でない．逆に言えば，地域づくりが進まない地域は人材に

恵まれないからだという論が成り立つが，それは当該地域の住民からすれば容易には受容

しがたいとらえ方であろう．そうしたことから地域づくりの実践例に関する著作は数多く

出版されてきたものの，それらを貫く理論化は進んでこなかった． 

 移出ベース論の資源重視と現場の人材重視という，融合が困難であった２つの議論を架

橋したのが，アメリカの都市研究者であったジェイン・ジェイコブスである．同氏の地域経

済論のキーワードは「インプロビゼーション」であるが，山本（2022）はそれを「漸次的イ

ノベーション」と言い換えた．ジェイコブスは移入財を移出財に転換することが地域経済発

展の成否を分ける分岐点ととらえており，移入財をインプロバイズしようとする意図をも

ち，かつそれを実行する人間こそが重要であると考えた．したがってインプロビゼーション

人材をいかにして確保するかが地域づくりの基盤となる．人材確保の方法としては，(1) 地

域内育成，(2) Ｕターン促進，(3) Ｉターン引きつけの３つがあるが，そのためには意欲と

能力のある人材が新しいアイディアを実行しやすい地域的環境を整備することが重要とな

る．人材育成を担うのは主として教育機関であるから，高校や大学の果たす役割は大きい．

とりわけ大学が存在しない地方においては人づくりの拠点として高校を位置づける必要が

ある． 

 そこで本稿では，地域の未来を担う人づくりの拠点として高校の役割について検討する

ことを目的とする．構成は以下の通りである．(2)では，高校と地域づくりに関する従来の

とらえ方を概観する．(3)では，高校と地域づくりに関する新しい見方である高校魅力化に

ついて，その先頭を走る島根県立隠岐島前高校の取り組みを紹介する．(4)では，高校魅力
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化のその他の事例について検討し，特性とまとめる．最終の(5)では，高校の魅力を再考す

ることで結論とする． 

 

(2)高校と地域づくり〜従来の捉え方 

 地域づくり論における高校の位置づけに関する研究は，経済地理学分野では多いとはい

えないが，梶田（2019）は生徒の進学行動の観点から高校の役割を論じている．同稿が研究

対象とした岩手県立岩泉高校小川校は，山間の鉱山集落に戦後直後に定時制高校として開

校し，1976 年には 全日制に転換した．1980 年代には 200 人を超える生徒が在学していた

が，90 年代半ばに鉱山企業が閉鎖すると生徒数は激減し，2003年には本校との統合により

半世紀を超える歴史を閉じた．70 年代の全日制転換すなわち地元での教育機会の創出は保

護者のみならず集落住民の悲願であったことから，同校は地域発展の中核として期待され

た．しかしながら「生徒たちの意識が，高校で学んだことや学歴を地域で活かすという方向

ではなく，進路・就職を目指すという方向に向かっていった」（梶田，2019，p.13）ことで

地域の発展に結びつくことはなかった．こうした学校卒業生の域外流出は多くの農山村集

落にとって今日も困難な課題の一つである． 

 偏差値の高い上級学校への進学，そして立身出世につながる学力の養成が学校の使命で

あると考える価値観は，生徒だけでなく保護者や教員にも浸透している．東井（1957）は，

立身出世助長型の学力を「村を捨てる学力」と呼び，子どもの生きがいを育てる学力である

「村を育てる学力」と対比した．「村を育てる学力」は子どもを村にしばりつけておくため

の学力ではなく，村を育て，町を育て，国を育てる学力として定義したが，東井（1957）の

問題提起にもかかわらず，現実は「村を捨てる学力」に歯止めがかかっていない． 

 こうした動向の背景にあるのは，少子化に起因する人口減少である．出生減が児童・生徒

減をもたらし，学級減が進行すれば学校統廃合が現実のものとなる．2000 年代前半には，

上述した岩手県のみならず全国の地方県で高校の統廃合が増加した．筆者が居住する大分

県も同様で，県教育委員会が策定した「学校規模適正化計画」により，生徒数が減少した過

疎地の高校で閉校が増えた．しかし閉校による地域衰退には配慮がなされたとはいえず，高

校教育と地域づくりは別物というのが当時の常識であった． 

 数は少ないが例外もあった．北海道おといねっぷ美術工芸高校は 1984年に開校した全日

制高校である．音威子府村は上川地方北部にある村で，その人口は高校開校当時でも 2000

人程度で，2020年現在，800 人を下回る小規模自治体である．同村は林業と木材加工が盛ん

であることから，工芸による村おこしの拠点として村立高校を設立した．高校運営のため村

の予算から毎年数億円規模の財政支援を行っている．生徒数は 120名程度で，ほとんどが村

外から入学して寮に住む生徒である．同校は「僻遠の地で，時代の流れに合う転換と村の手

厚い支援により高校の価値を高め，遠方から多数の生徒を引き寄せることに成功した」（宮

口ほか，2014, p.60）ことから「奇跡の学校」と呼ばれている．しかしながらこの「奇跡」

が他校に広がることはなく，次章で述べる隠岐島前高校の魅力化構想まで 20年以上の年月

を要した． 

 

(3)新時代：隠岐島前高校における魅力化 

①「魅力化構想」のはじまり 

 地域づくりの中核に高校を位置づける時代を切り開いたのは，島根県立隠岐島前高校の

魅力化構想である．以下では主として山内ほか（2015）に依拠しながら，同校の魅力化の歩

みと地域づくりへの貢献について振り返る． 

 島根県立隠岐島前高校は，日本海に浮かぶ隠岐諸島の島前地域１）にある唯一の高校であ

る．普通科全日制高校として 1955年に設立された．生徒数は，2000 年代初めまで 150人程

度であったが，地域の若年人口減少や域外高校への進学の増加等により，2008 年には 89人

にまで減少したため閉校が懸念される状況となっていた．高校が立地する海士町の町長で

あった山内道雄氏は「よそ者使い」の妙で知られる．同校の存続を図る方法を模索するなか

で，町の自立促進プランの作成者であり，自身の懐刀でもあった吉本 操課長が外部講師に

よる出前授業を計画し，知己のあった一橋大に依頼したところ，ソニーの若手社員であった

岩本 悠氏（1979年東京生まれ）が講師として来島した．高校生に対してユニークな授業を

行った岩本氏に課長が惚れ込み，町の契約職員（３年：2007-09)として高校改革に従事して

くれないかと懇願した．岩本氏から見ると収入が半減するなど決して好条件ではなかった

が，課長の熱意を意気に感じて移住を決断することとなった． 

 海士町に 2007年に移住した岩本氏は，すぐに高校魅力化プロジェクトを企画した．町の

契約職員の提案に対して，県立高校である隠岐島前高校は取り合わず，当初は門前払いの状

態であったという．町と県という設置主体の違いはその後も大きな壁となった．計画が進ま

ない中，島根県教育委員会に相談したところ，町と高校のつなぎ役として社会指導主事の活

用を提案された．吉本課長は，島前地区内の小学校教員だった浜板健一氏を口説いて，町の

社会指導主事に異動してもらい隠岐島前高校に配属した．こうして，岩本氏・吉本氏・浜板

氏の３人組が「魅力化構想」づくりのコア作成者となった．当初，高校側にも改革案づくり

を求めたが独自の発案は少なかったようである．同高校には保護者や地域住民から構成さ

れる後援会があるが，３人組は地域の多様な関係者を取り込む形で「隠岐島前高校の魅力化

と永遠の発展の会」に発展的に改組し，この組織で「魅力化構想」をオーソライズすること

とした．高校改革を地域社会の課題として位置づける意図があったためである．このように

構想や組織作りは進みつつあったが，必ずしも生徒には伝わらず，2008年に生徒数は 89人

にまで減少した２）． 

 プロジェクト立ち上げから３年目となる 2009年になると，岩本氏は高校内に机が与えら

れ，徐々にではあるが，「魅力化構想」がようやく実施に移された．岩本氏は生徒指導も行

えるようになったことで，海士町教育委員会の司書職員を巻きこみ，かねてより構想してい

たフィールドワーク型の地域学習を開始した．その時，関西地方の私立大学主催で観光開発

のアイデアを高校生が競い合う「観光甲子園」というイベントが開催されることを知り，生
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徒グループにイベント参加を促した．生徒達は地域住民との交流をベースとした観光企画

を立案し，本大会でグループ発表したところ，同企画が見事グランプリを獲得した．その成

果を高校に持ち帰ったところ，それまでは周囲から凡庸と見られていた生徒たちが主体的

に変化し大きな成長を遂げたことが，教員や地域住民に驚きを与え，魅力化構想への巻き込

みが促進されることとなった． 

 

②「魅力化構想」の主な取り組み 

 本節では「魅力化構想」（以下括弧は省略）の内容について整理する．魅力化構想の主た

る取り組みは３つに分けられる．第１は，学校設定科目「地域学」の導入である．同科目は

生徒が島前地域の自然や社会，文化に関するフィールドワーク型学習を行うものであるが，

その特徴は少人数の生徒グループによる地域課題解決型学習（CPBL: Community Problem -

based Learning）にある．その後，指導要領やカリキュラムの変更に合わせて，総合学習科

目「夢探究」，さらに探究学習科目「地域生活学」へと進化している． 

 第２の柱は，隠岐国学習センターという公営の学習支援施設の設置（2010 年）である．

一般には公営塾と呼ばれる施設であるが，海士町では「塾」名称を冠していない．「塾」と

すれば高校での学習が十分でないとの疑心暗鬼を生み，高校教員の協力が得られないと考

えたからだという．同センターは高校から徒歩数分の場所にある空き家を活用した施設で，

講師の多くは町の費用で島外から招聘されたプロである．離島の不利を克服するため，設置

当初から遠隔教育に力を入れた．それを推進する要員として町がディレクターを新規任用

した結果，現在では島の ICT 教育の拠点となっている．塾といえば進学者向けの教科補充や

テスト対策指導のみを提供すると思われがちだが，同センターでは進学者向けに自主学習

の場を提供するだけでなく，非進学者向けには「夢ゼミ」という名称で広義のキャリア教育

を行っている．高校との対立を防ぎ，個々の生徒の成長を促すことを目的として，センター

講師と高校教員による会議が週１回ペースで定例開催されていることは特筆に値するとい

えよう． 

 第３の取り組みは，島留学である．高校の存続，発展が生徒数に規定されることは論を待

たない．島内中学生の島前高校進学には限界が見えていたため，島外さらに県外から生徒を

集める必要があった．この件を高校や県教育庁に持ちかけたところ，「県立高校は県内生徒

向けである」として反対が強かった．そこで粘り強く県教育長に相談をあげたところ，当時

の教育長は島根県の地域振興部長を経験した行政職出身であったこともあってか，教育長

判断で県外生受け入れ事業の実施が許可された．島外生受け入れのためには，学寮の整備は

もちろんのことに，中学を卒業したばかりの生徒の島での生活をサポートする地域住民で

ある「島親」を募ることとした．地域学習によって生徒を身近に感じていた一部の島民は町

からの依頼を受けて「島親」に名乗りを上げた．加えて島外生の渡航費や生活費の補助など

にあてる財政基盤の整備も必要であった． 

 このように受け入れ体制を整備しながら，2010年度にはじめて全国の８箇所で「島留学」

説明会を実施し，「意志ある生徒」集めに乗り出した．開始当初は来場者がない説明会場も

あったが，地道な募集活動を続けたことで，次第に島外からの「留学生」が増え始めた．島

外生と島内生ではそれまでの生育環境が大きく異なることから，当初は両者の間にしばし

ば軋轢も生じたが，次第に刺激を与え合う存在となり，島前高校の魅力向上につながった．

その結果，域内中学生の地元進学率も向上するようになった．その結果，2008 年に 89人ま

で減少した生徒数は，反転に転じ，2013年には 140人，2017年には 184人に増え，「V字回

復」を成し遂げた．こうした顕著な成果は上位の教育行政機関にも影響を与え，県レベルで

は「しまね地域留学」制度，全国レベルでは「地域みらい留学」制度に発展していった． 

 上記の３点以外の取り組みを紹介する．生徒にとっての魅力化の重要事項は，部活動の充

実である．もともと島前高校はレスリングの伝統校として知られていたが，レスリング部だ

けでなく，その他部活動への指導，支援を強めた．魅力化構想の立役者である岩本氏は，島

内の各主体（高校，町役場，地域社会など）と島外の関係者をつなぐコーディネーターとし

て大きな役割を果たした．そこでこのコーディネーターを６名にまで増員するとともに，学

習センターには講師を任用した（ともに町雇用）．構想実施当初は慎重派が多かった高校教

員にも変化が見られ，例えば地域学習課目の担当者をはじめとして複数の教員が自主研修

会を行うようになった．また上述したように，塾講師・コーディネーターとの定期会議にお

ける生徒情報の共有も進めている．なお島根大学も高校魅力化構想を後方支援しており，岩

本氏や島前高校の元教員などの発想をベースにコーディネーター養成コースを開設してい

る． 

 なお岩本氏はその後，島根県庁に招聘されて島根県教育魅力化特命官に就任し，取り組み

を拡げるべく積極的に著作を発表している．さらに後述するように「地域みらい留学」を推

進する全国組織である「地域・教育魅力化プラットホーム」を設立 (2017）し，代表に就任

している． 

 

③「魅力化構想」の成果と波及 

 隠岐島前高校の魅力化構想の成果は次の４点に整理できる．１つめは，何といっても生徒

数の「Ｖ字回復」である．離島のみならず過疎地の高校で生徒数を増加させた例は極めて少

ないことから，「奇跡の学校」と呼ばれることさえある（NHK, 2020）．回復後の約 180人の

生徒のうち島外生は約３分の１を占める．従来は島内生のみだったため，中学時代までに形

成された人間関係が継続していたが，島外生の増加によって生徒間関係が刺激され，脱固定

化するという成果をもたらしている．生徒の対人コミュニケーション能力の涵養に大きな

効果があるといえよう．２つめは進学実績の向上である．地域学習の導入は生徒の学習意欲

を強めたが，その結果として個々人の進学意欲が高まり，地域学習の成果が活かせる推薦入

試などで大学進学を実現する者がでてきた．学習センターでは生徒の教科学習が進展した

ことで進学が増加したが，一人一人のキャリア意識に講師が寄り添う「夢ナビ」を通じて，

非進学志向だった生徒が進学に切り替える例も増えている． 
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徒グループにイベント参加を促した．生徒達は地域住民との交流をベースとした観光企画

を立案し，本大会でグループ発表したところ，同企画が見事グランプリを獲得した．その成

果を高校に持ち帰ったところ，それまでは周囲から凡庸と見られていた生徒たちが主体的

に変化し大きな成長を遂げたことが，教員や地域住民に驚きを与え，魅力化構想への巻き込

みが促進されることとなった． 

 

②「魅力化構想」の主な取り組み 

 本節では「魅力化構想」（以下括弧は省略）の内容について整理する．魅力化構想の主た
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ある「島親」を募ることとした．地域学習によって生徒を身近に感じていた一部の島民は町
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あったが，地道な募集活動を続けたことで，次第に島外からの「留学生」が増え始めた．島

外生と島内生ではそれまでの生育環境が大きく異なることから，当初は両者の間にしばし

ば軋轢も生じたが，次第に刺激を与え合う存在となり，島前高校の魅力向上につながった．

その結果，域内中学生の地元進学率も向上するようになった．その結果，2008 年に 89人ま

で減少した生徒数は，反転に転じ，2013年には 140人，2017年には 184人に増え，「V字回

復」を成し遂げた．こうした顕著な成果は上位の教育行政機関にも影響を与え，県レベルで

は「しまね地域留学」制度，全国レベルでは「地域みらい留学」制度に発展していった． 

 上記の３点以外の取り組みを紹介する．生徒にとっての魅力化の重要事項は，部活動の充

実である．もともと島前高校はレスリングの伝統校として知られていたが，レスリング部だ

けでなく，その他部活動への指導，支援を強めた．魅力化構想の立役者である岩本氏は，島

内の各主体（高校，町役場，地域社会など）と島外の関係者をつなぐコーディネーターとし

て大きな役割を果たした．そこでこのコーディネーターを６名にまで増員するとともに，学

習センターには講師を任用した（ともに町雇用）．構想実施当初は慎重派が多かった高校教

員にも変化が見られ，例えば地域学習課目の担当者をはじめとして複数の教員が自主研修

会を行うようになった．また上述したように，塾講師・コーディネーターとの定期会議にお

ける生徒情報の共有も進めている．なお島根大学も高校魅力化構想を後方支援しており，岩

本氏や島前高校の元教員などの発想をベースにコーディネーター養成コースを開設してい

る． 

 なお岩本氏はその後，島根県庁に招聘されて島根県教育魅力化特命官に就任し，取り組み

を拡げるべく積極的に著作を発表している．さらに後述するように「地域みらい留学」を推

進する全国組織である「地域・教育魅力化プラットホーム」を設立 (2017）し，代表に就任

している． 

 

③「魅力化構想」の成果と波及 

 隠岐島前高校の魅力化構想の成果は次の４点に整理できる．１つめは，何といっても生徒

数の「Ｖ字回復」である．離島のみならず過疎地の高校で生徒数を増加させた例は極めて少

ないことから，「奇跡の学校」と呼ばれることさえある（NHK, 2020）．回復後の約 180人の

生徒のうち島外生は約３分の１を占める．従来は島内生のみだったため，中学時代までに形

成された人間関係が継続していたが，島外生の増加によって生徒間関係が刺激され，脱固定

化するという成果をもたらしている．生徒の対人コミュニケーション能力の涵養に大きな

効果があるといえよう．２つめは進学実績の向上である．地域学習の導入は生徒の学習意欲

を強めたが，その結果として個々人の進学意欲が高まり，地域学習の成果が活かせる推薦入

試などで大学進学を実現する者がでてきた．学習センターでは生徒の教科学習が進展した

ことで進学が増加したが，一人一人のキャリア意識に講師が寄り添う「夢ナビ」を通じて，

非進学志向だった生徒が進学に切り替える例も増えている． 
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 ３つめは，Ｕターン率や地元就職率の向上である．高校卒業後に進学や就職で島を離れた

若者の中に，自らの意思でＵターンする者が増えている．また地域学習を進める中で地元企

業の魅力に触れた結果，地元就職を選ぶ者が増えている．岩本氏によれば，「魅力化構想」

開始後６年目あたりから，主体的に「島暮らし」を選ぶ「意志ある人」の流れができつつあ

るという．以上は数値化可能な成果であるため，行政の政策形成に少なからぬ影響を与えて

いる． 

次の４つめは，地域住民の意識が自分事化したことである．この成果は可視化困難である

ものの多くの住民が認識しているという．高校の存続について，従来，住民の多くは高校や

教育委員会の業務であると考え，やや距離を置いていたが，地域学習への支援や「島親」引

き受け，「魅力化と永遠の発展の会」への参加などを通じて高校に関わりをもつことが増え

た．そして何よりも幼少期から知っている子ども達が高校生になって主体的な変化を遂げ

る様子を目の当たりにしたことで高校存続が地域づくりに不可欠であるとの実感をもった

住民が増えたという． 

 岩本氏と NPO法人カタリバの今村久美氏が共同で設立した「地域・教育魅力化プラットフ

ォーム」は，これまでの経験や課題，成果をまとめた『地域協働による高校魅力化ガイド』

を公刊している．同書によれば，人づくり・地域づくりにおける高校の位置づけはかつての

「盲点」から，近年は「拠点」へ変化したとされる．すなわち高校が拠点となって，以下の

３分野で地域への社会経済効果が生じている．第１は人口・雇用面の直接効果である．人口

減少に悩む地方市町村にとって，高校進学者の地元残留や「留学生」の増加は，所得や消費

の面でプラスの効果をもたらす．また高校教職員や高校関連事業所の勤務者が維持される

ことから，雇用面での効果も大きい． 

第２は移住・観光効果である．子どもの高校進学に伴い保護者も移住する場合があるが，

これは I ターン者の増加につながる．移住に至らなくとも保護者は頻繁に島を訪れること

になる．進学や就職後に島にＵターンする例も増えつつある．また教育関係者による「奇跡

の学校」視察も増えており，そうした人たちは島に宿泊し，滞在中に観光もすることから経

済効果がもたらされる．第３は関係人口の形成などの中長期的効果である．「地域留学」者

は自分の意志で進路を選択している場合が多いことから，ムードに流されない「意志ある人」

の強固なつながりが形成されやすい．そうした人々は地元に対する誇りをもつことから，地

元への誇り（Civic Pride）の形成に大きく貢献しているといえよう． 

 

(4)高校魅力化の浸透と到達点 

①高校魅力化の校外への浸透 

 2007 年に始まった隠岐島前高校の魅力化構想は，当初の様々な障壁を乗り越えて成果を

上げてきた．島根県教育庁は魅力化構想を県の政策としてオーソライズした．同様の取り組

みを県内他校にも奨励するため，2011 年には高校魅力化指定校の公募を始めた．審査の結

果，８つの高校が選定され，各校には年間 1500万円の予算が３年間配分されることとなっ

た．県の政策となったことで高校側の反対ムードは一気にしぼんでいった．選定校では立地

する自治体との連携が進み，奥出雲町の県立横田高校や吉賀町の県立吉賀高校などが独自

の取り組みを展開している（樋田，2018）． 

2010 年代半ばになると，他県にも魅力化構想が浸透していった．例えば大分県では，県

教委の主導で「高校の魅力化・特色化プロジェクト」が導入され，人口減少地域に立地する

県立高校が毎年 10校程度選定され，取り組みを始めている．高校によっては成果が上がっ

ていると思われるが，20 年以上高大連携に関わってきた筆者から見ると，どちらかといえ

ば表面的な政策導入の感が否めない．島根県と大分県の教育委員会のローカルミリューの

違いに起因するものかもしれない． 

 

②高校魅力化構想の到達点 

 本節では，高校魅力化構想の現状での到達点について，既述部分と一部重複するが，複数

の観点からまとめておきたい．まずは推進主体である．公立高校の多くは県立である一方，

生徒募集の範域は市町村スケールであることが多い．地元自治体は高校廃校が地域の一大

事になるととらえて何らかの改革を働きかけることが多いが，設置主体の異なる高校側で

は受け止め方が異なる．高校教員は一定の周期で異動があるため，いきおい勤務校のみを対

象とした自発的な改革は出にくいのが実情であろう．そのため両者の歯車がかみ合わない

ケースが少なくない．こうした課題を克服するには設置主体の壁を超えたチーム作りが不

可欠である．これまでの事例を見ると，隠岐島前高校の岩本氏のような，各主体とはある程

度独立したコーディネーターがチーム内にいると計画づくりが円滑に進むことがわかって

いる．自治体と高校以外の関係者，すなわち地元教委，県教委，保護者，地元経済界などで

構成されたコンソーシアム（協議会）ができれば，地域的オーソライズが容易になる． 

 次に高校魅力化の取組内容を整理しよう．中高一貫教育を標榜する場合が多いが，それは

魅力化が必要な高校の多くが人口減少地域に立地するため，生徒数の減少が避けられず，い

きおい一貫教育に向かわざるを得ないからと考えられる．また従来の普通科や実業科とい

った設置区分を見直し，少人数生徒にも対応可能な柔軟な学科・コースを設定する場合が多

い．教育内容の目玉となるのが地域課題解決型学習（C-PBL）である．高校のカリキュラム

編成によって異なるものの，探究科目やキャリア科目の１つとして地域学習課目を設定す

るのが一般的である．とくに探究科目に設定した場合，従来の教科指導とは異なる点が多い

ため，大学等外部機関と連携して実施する場合が少なくない．地域学習課目は準備や指導に

多くの労力が必要であるため，教科教員から歓迎されるとは限らない．しかしながら，進学

希望者にとっては推薦入試対策として有効であり，非進学者にとっても就業体験機会とし

て有効である．また生徒が班別活動をすることが多いため，「協働する力」の養成につなが

る．地域学習課目は高校教員や保護者に根深く浸透している偏差値志向教育の克服にも効

果を持つ．生徒自身にとっては，地域を歩くことで地域の課題が「自分事」化し，Civic Pride

すなわち「地元への誇り」の涵養につながる． 
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 ３つめは，Ｕターン率や地元就職率の向上である．高校卒業後に進学や就職で島を離れた

若者の中に，自らの意思でＵターンする者が増えている．また地域学習を進める中で地元企

業の魅力に触れた結果，地元就職を選ぶ者が増えている．岩本氏によれば，「魅力化構想」

開始後６年目あたりから，主体的に「島暮らし」を選ぶ「意志ある人」の流れができつつあ

るという．以上は数値化可能な成果であるため，行政の政策形成に少なからぬ影響を与えて

いる． 

次の４つめは，地域住民の意識が自分事化したことである．この成果は可視化困難である

ものの多くの住民が認識しているという．高校の存続について，従来，住民の多くは高校や

教育委員会の業務であると考え，やや距離を置いていたが，地域学習への支援や「島親」引

き受け，「魅力化と永遠の発展の会」への参加などを通じて高校に関わりをもつことが増え

た．そして何よりも幼少期から知っている子ども達が高校生になって主体的な変化を遂げ

る様子を目の当たりにしたことで高校存続が地域づくりに不可欠であるとの実感をもった

住民が増えたという． 

 岩本氏と NPO法人カタリバの今村久美氏が共同で設立した「地域・教育魅力化プラットフ

ォーム」は，これまでの経験や課題，成果をまとめた『地域協働による高校魅力化ガイド』

を公刊している．同書によれば，人づくり・地域づくりにおける高校の位置づけはかつての

「盲点」から，近年は「拠点」へ変化したとされる．すなわち高校が拠点となって，以下の

３分野で地域への社会経済効果が生じている．第１は人口・雇用面の直接効果である．人口

減少に悩む地方市町村にとって，高校進学者の地元残留や「留学生」の増加は，所得や消費

の面でプラスの効果をもたらす．また高校教職員や高校関連事業所の勤務者が維持される

ことから，雇用面での効果も大きい． 

第２は移住・観光効果である．子どもの高校進学に伴い保護者も移住する場合があるが，

これは I ターン者の増加につながる．移住に至らなくとも保護者は頻繁に島を訪れること

になる．進学や就職後に島にＵターンする例も増えつつある．また教育関係者による「奇跡

の学校」視察も増えており，そうした人たちは島に宿泊し，滞在中に観光もすることから経

済効果がもたらされる．第３は関係人口の形成などの中長期的効果である．「地域留学」者

は自分の意志で進路を選択している場合が多いことから，ムードに流されない「意志ある人」

の強固なつながりが形成されやすい．そうした人々は地元に対する誇りをもつことから，地

元への誇り（Civic Pride）の形成に大きく貢献しているといえよう． 

 

(4)高校魅力化の浸透と到達点 

①高校魅力化の校外への浸透 

 2007 年に始まった隠岐島前高校の魅力化構想は，当初の様々な障壁を乗り越えて成果を

上げてきた．島根県教育庁は魅力化構想を県の政策としてオーソライズした．同様の取り組

みを県内他校にも奨励するため，2011 年には高校魅力化指定校の公募を始めた．審査の結

果，８つの高校が選定され，各校には年間 1500万円の予算が３年間配分されることとなっ

た．県の政策となったことで高校側の反対ムードは一気にしぼんでいった．選定校では立地
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②高校魅力化構想の到達点 
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多くの労力が必要であるため，教科教員から歓迎されるとは限らない．しかしながら，進学

希望者にとっては推薦入試対策として有効であり，非進学者にとっても就業体験機会とし

て有効である．また生徒が班別活動をすることが多いため，「協働する力」の養成につなが

る．地域学習課目は高校教員や保護者に根深く浸透している偏差値志向教育の克服にも効

果を持つ．生徒自身にとっては，地域を歩くことで地域の課題が「自分事」化し，Civic Pride

すなわち「地元への誇り」の涵養につながる． 
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 多くの高校で取り組まれているこの他の内容として，域外生徒（地域留学生と呼ぶことが

多い）の募集がある．生徒数の確保は魅力化推進の最優先事項であるが，県立高校の場合，

県外生の募集には当初反対の声が少なくない．域外生を受け入れる学寮の整備に関して，学

校施設であるから設置主体の県が負担するのが筋であるが，教育施設予算は一般に潤沢で

ないので，現実には高校が立地する市町村と分担する場合が多い．また公営塾の設置も一般

的である． 

 こうした取り組みの実施には人材が不可欠である．教員の人件費は厳しく管理されてい

るため，地元行政が人的支援を行うこととなる．推進主体のところで述べたコーディネータ

ー人材は，他地域や非教育分野から適任者を任用することが多いが，その際，総務省事業で

ある地域おこし協力隊予算を活用する例が多い．ただし本人給与は月額 17万円程度（年額

200 万円程度，別途活動費が付く場合もある）であるため，高度人材の雇用には明らかに予

算不足である．この他，高校の非常勤講師や塾講師，事務補佐員，寮管理者などの人材が必

要となるが，地元自治体が負担することが多い． 

 関連事業の実施にも行政からの財政支援が欠かせない．上述した施設整備はもちろんの

こと，遠距離通学する生徒向けの交通手段整備（バス増便や運賃補助）には多額の費用がか

かる．部活動は，生徒にとって重要な魅力である．公共交通機関に恵まれない地域の高校で

は，他の高校との試合があれば専用バスを用意し，生徒を送迎することが必要となる．部活

動用のバスは保護者等からの寄付金で購入されることが多いが，高額であるため簡単では

ない．さらに保護者負担の軽減も生徒集めには大事な要素である．寮費補助，交通費補助，

帰省旅費補助，部活遠征費補助などを予算計上する自治体は珍しくない． 

 以上は高校や教委，行政などの関与であるが，地域住民による高校支援も無視できない．

例えば，地域課題学習を高校で行う場合，地元事業所での就業体験やインタビュー対応，親

元を離れてくる域外生の日常生活を支援する地域住民（里親など）の存在は生徒の高校満足

度を左右する．地域住民や企業と高校をつなぐコーディネーター人材はここでも必要であ

る． 

 

③卒業生の域外流失のとらえ方 

 人口減少に悩む自治体にとって若い世代の流出は積年の懸案である．人口維持を目指す

自治体にある高校に対しては，地元進学，地元就職に生徒を誘導する圧力がかかりやすい．

しかしながら，現実を見ると，地元に上級学校がなく，若い世代が希望する就職先が限定的

であるため，地元残留は困難である．進路選択は人生の重要な選択であり，一人一人が主体

的に選び取るべきであろう．基本的人権の見地からいえば，移動・居住の自由を妨げること

はできない． 

 地元残留への誘導を従来型の施策とすれば，近年は，域外流出を前提とする新しい施策が

一部自治体で導入されはじめている．例えば富山県氷見市（2021）では，高校生の域外流失

を「武者修行」と捉えている．同市の特産魚である「ぶり」は，外海に出てから誕生海域に

戻る回遊魚として知られる．そのぶりになぞらえて，同市では域外進学する出身者に対して

「ぶり奨学金」と名付けた支援金を給付し，高等教育機関等卒業後のＵターンを促している．

若者が帰郷したくとも地方市町村では就業先が限られる．そこで同市では帰郷者の企業を

促すために「ぶり就職起業支援事業」を政策化し，事業支援金を提供している．加えて市内

の高校では，地域課題学習などを通して「地元への誇り」を涵養するだけでなく，「地元に

戻る術」「地元で起業する術」を教えているという．従来は「仕事がないから帰れない」と

の見方が多くの若者に受容されていたが，「仕事がないなら自分で作って帰る」という考え

方を広めようとしている．こうした高卒後の域外流失を前提としその後のＵターンを促す

政策は，長崎県松浦市などでも導入されている．さらに長野県飯田市の飯田長姫 OIDE 高校

が 2012 年から始めた「地域人教育」プロジェクトは，県立高校，飯田市，松本大学の三者

が連携した独自性の高い取組である． 

 「はじめに」で言及したジェイコブスのインプロビゼーション論はこうした政策の理論的

バックグラウンドになると考えられる．Uターンして定住人口とならなくても，域外に住む

関係人口として故郷の経済社会に関与することがあれば，地域の存続にとって明るい兆し

となる．したがって従来型の地元残留政策にこだわることなく，意欲とアイデアのある人に

とって生活しやすい地域を構築できれば，I ターンを含めたインプロビゼーション人材が

徐々に集まることも夢ではない． 

 

(5)おわりに〜RESASの活用 

 本稿の最後に，高校の魅力を再考してみたい．樋田（2016)によれば，生徒・保護者が高

校に求めることは以下の３つにおおよそ集約できる．第１は学力／進路の保証である．とり

わけ普通科高校の場合，学力向上による上級学校への進学が最大の魅力となる．ここで生徒

に求められる能力は，テストにおける記憶再生力，すなわち認知能力として知られる従来型

学校知であろう．実業科高校の場合であっても，職業能力の涵養と就職の実現が高校の魅力

となる．第２は部活動である．とりわけ運動系部活動は生徒の進学動機として時として遠距

離を克服する．第３は多様な人間関係である．友人関係は生徒の日常にとって不可欠の要素

である．人口減少地域の高校では，生徒数の減少に伴いこれらの魅力が低下している． 

 今後の高校存続，発展にとっては，隠岐島前高校とそれに続く魅力化推進校の経験を参照

して，新たな魅力を付加することが必要であろう．すなわち第４の魅力として，地域課題解

決型学習の展開である．学校知を地域に展開するという意味で「地域型学校知」と呼ぶこと

ができる．地域課題学習を進める際には，人口や産業などの点から地域の現況を俯瞰的に把

握する必要がある．高校生にとって国勢調査などの統計書を分析することは容易ではない

が，RESASはそれらデータを簡便に提示してくれる．とりわけ文献資料へのアクセスが困難

な遠隔地の高校では大きな助けとなっている．主体性や協働性を柱に据えた新たな学力観

の導入，それに対応した大学入試の転換にともない，地域でのフィールドワークに依拠した

アクティブラーニングの成果は推薦入試の際の有力な武器となる．すなわち「地域型学校知」
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(5)おわりに〜RESASの活用 
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は大学進学とも親和性がある． 

第５の魅力として付加できるのはキャリア学習である．やらされ型の職場体験から脱皮し

て，身近な企業や行政の課題を実体験することができれば，進路に係る深い動機付けとなり，

主体的な進路選択能力が育まれる．非認知能力が涵養されると換言してもよい．結果として，

高校教育における偏差値学力主義からの脱却が促進されれば，若い世代が魅力を感じる高

校そして地域が作られ未来への展望をもたらすことになろう． 

 

注 

１）島前地域は，中ノ島（海士町），西ノ島（西ノ島町），知夫里島（知夫村）の３島から構成さ

れる群島である．３島合計の人口は 6000 人弱（2020年）である． 

２）この間の経緯については，NHK（2020）の番組が詳しい． 
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３３  企企業業間間取取引引デデーータタをを活活用用ししたた政政策策立立案案  

福田崚（岡山大学学術研究院社会文化科学学域（経済学系）） 

 

(1)はじめに 

 ここでは，RESASの中でも企業間取引データに的を絞って，その特徴と政策立案への活用

可能性について議論する．ここで取り扱う企業間取引データというは，RESAS全体の特徴で

ある可視化に加えて，ほかではなかなか得ることができないデータを見ることができると

いう意味で，活用のポテンシャルが大きいものではないかと考えられる． 

 

(2)企業間取引データとは 

企業間取引データは，RESASにおいて自治体向けに限定メニューとして提供されているも

のであり，個別企業レベルで企業間の取引情報と，どれぐらいの取引高があるのかという推

計値を把握したデータである．具体的には，A社が B社から何らかの財ないしサービスを購

入していて，その対価として金銭が支払われているという流れと，その金銭の量がどれぐら

いなのかということまで推計したデータを見ることができる．また，企業の立地も示されて

いるので，自地域の経済振興を図る自治体の関心にも応えることが可能であると想定され

る． 

このデータは株式会社帝国データバンクの信用調査情報から作成したものであり，数百

万のオーダーで取引が採録されている．信用調査は金融機関の融資判断のために行われ，判

断に必要な情報として，売上高や財務状況のような基本的なものから，ここで扱っている取

引先までを含めて様々な情報を収集するものである．このことから，対象の企業も事実を申

告するため正確な情報が集まっており，また信用調査業界の寡占構造から融資を必要とす

る企業の範囲では網羅性も高いものとなっている． 

  

(3)何が分かるのか 

 先述のように信用調査会社の商品であることから，自治体向けに限定されたものである

が，RESAS の中で上述した企業間取引データをいろいろな角度から閲覧し分析することがで

きる． 

 まず，関心のある企業を選択すると，その企業の取引先の一覧を見ることができる．仕入

先・販売先が何社あり，それぞれがどこに立地していてそれぞれの取引高の構成比がどの程

度であるかを一度に把握することが可能である． 

 さらに，人口移動等の RESAS上で扱われているほかのデータと同様に，取引先の分布を花

火図のような形で可視化する機能が付与されている．例えば，地方都市に立地している企業

が，東京とどれくらい取引しているのか．大阪とどれぐらい取引しているのか．地域の中で

どれくらい取引しているのかということを，一目で捕捉することができる． 

 加えて，上述のように，企業間取引以外のデータも把握されていることから，これと組み

合わせて，地域経済に対してどれぐらい貢献度が大きいのかといったことを見ることがで

きる．これも可視化のための工夫がなされていて，ほかの企業との比較を行う等の方法によ

り，その企業が相対的に見てどの程度貢献度が大きいのかということを，RESASの中でフロ

ーチャートとして示すことが可能である（図 1）． 

 

 

図 1：企業の地域経済への貢献を示すフローチャート（イメージ） 

出所：筆者作成 

 

フローチャートの中で，企業間取引データと関わるのは「コネクター度」「ハブ度」であ

る．取引関係から考えて，その地域経済に対する貢献度が大きい企業というのは，一つには，

地域の外にいろいろものやサービスを売りその対価として，お金を手に入れる，つまり外か

らお金を流入させる企業と考えることができる．いま一つには，購入先として，地域の外に

資金を流すのではなく，地域内から多く購入し地域内で資金を還流させる企業と考えるこ

ともできる．前者の考え方に従ったのが「コネクター度」で，後者の考え方に従ったのが「ハ

ブ度」であり，取引関係の観点からの地域への貢献度を図ることができるのである． 

 ここまで記した企業間取引データによる現状把握と分析は，従来の分析手法と比較して

優れた面を有している．従来の分析手法の代表的なものとして，産業連関表によるものがあ

る．これは，ある地域・ある時点の全産業を部門に分けて，相互の取引がどうなっているの

か，輸出や輸入がどうなっているのかといったことを示すものであり，地域の経済構造を包

括的に把握することができる．ただ，この作成にはたいへんな労力を要するもので，作成に

時間がかかる，特定の地域でしか作成されていないといった問題があり，また産業分類の単

位に基づく制約を受ける．これに対し，企業間取引データを用いれば，個別企業に還元した

分析が可能であるので，地域・産業単位を自由に変化させることも容易である．また，毎年

更新されるので，例えば世界金融危機・東日本大震災・新型コロナウイルス禍といったイベ

ントの影響を分析することも可能である． 

 上記のような利点を有しながら，企業間取引データは大きな制約を抱えている．第一に，
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データが本社立地に基づいたデータであることである．例えば大きな工場が地域内にある

場合にも東京本社に依拠した取引関係になっていることがある．第二に，データの範囲であ

る．類を見ない潤沢なデータではあるが，融資を必要としない小規模な企業や個人事業主を

すべて網羅できているわけではない．また，以上の理由から，このデータを集計しても，必

ずしも地域の経済の全体像を示すものにはならない．例えば上述の産業連関表や小規模な

個人事業主まで把握した電話帳データなど，ほかのソースと相互に補完的に活用すること

が求められよう． 

  

(4)分析・政策立案 

 前節までに述べたデータを実際の分析・政策立案にどのように活用できるのかについて

記す．まず，分析の例として，研究としてまとまっているものを例として示したうえで，政

策立案に活用する際の方向性について考えられることを記す． 

 図 2は地域間の取引関係を，今の取引データを使って可視化したものである．記述の通り

本社立地に基づくデータであるため，東京に集中していることが見て取れるが，北海道では

札幌の地位が非常に高いとか，あるいは北陸や中海・大山・宍道湖地域とか，非常にローカ

ルな圏域ができていることが見てとれる． 

 

 

図 2：地域間の取引関係の可視化 

出所：福田崚・城所哲夫・瀬田史彦(2017)「企業間ネットワークに基づく経済圏域間の結合

関係」『経済地理学年報』63巻 3号 p. 201-216 

 

 図 3は，新規に取引を結ぶという活動を，企業の業務を刷新していくイノベーティブな活

動として肯定的に評価するという立場で，都市雇用圏単位で，立地している企業が一定期間

の間に，どれぐらい新規取引を結ぶ活動をしているのかを，階級区分で色分けをしたもので

ある．イノベーションの文脈では人口規模の小さい都市は，それほど肯定的に評価されてこ

なかったが，この視点で見てみると，人口規模が小さい都市でも，各企業が新規に取引を結

ぶ活動を積極的に行っている事例を発見される． 

 

 
図 3：新しい取引関係を結んでいる企業の地域別構成比 

出所：福田崚(2021)「地方圏の都市におけるイノベーションと都市内立地の現状」『日本建

築学会計画系論文集』 86(787), pp.2304-2313 

 

 

 

4948



データが本社立地に基づいたデータであることである．例えば大きな工場が地域内にある

場合にも東京本社に依拠した取引関係になっていることがある．第二に，データの範囲であ

る．類を見ない潤沢なデータではあるが，融資を必要としない小規模な企業や個人事業主を

すべて網羅できているわけではない．また，以上の理由から，このデータを集計しても，必

ずしも地域の経済の全体像を示すものにはならない．例えば上述の産業連関表や小規模な

個人事業主まで把握した電話帳データなど，ほかのソースと相互に補完的に活用すること

が求められよう． 

  

(4)分析・政策立案 

 前節までに述べたデータを実際の分析・政策立案にどのように活用できるのかについて

記す．まず，分析の例として，研究としてまとまっているものを例として示したうえで，政

策立案に活用する際の方向性について考えられることを記す． 

 図 2は地域間の取引関係を，今の取引データを使って可視化したものである．記述の通り

本社立地に基づくデータであるため，東京に集中していることが見て取れるが，北海道では

札幌の地位が非常に高いとか，あるいは北陸や中海・大山・宍道湖地域とか，非常にローカ

ルな圏域ができていることが見てとれる． 

 

 

図 2：地域間の取引関係の可視化 

出所：福田崚・城所哲夫・瀬田史彦(2017)「企業間ネットワークに基づく経済圏域間の結合

関係」『経済地理学年報』63巻 3号 p. 201-216 

 

 図 3は，新規に取引を結ぶという活動を，企業の業務を刷新していくイノベーティブな活

動として肯定的に評価するという立場で，都市雇用圏単位で，立地している企業が一定期間

の間に，どれぐらい新規取引を結ぶ活動をしているのかを，階級区分で色分けをしたもので

ある．イノベーションの文脈では人口規模の小さい都市は，それほど肯定的に評価されてこ

なかったが，この視点で見てみると，人口規模が小さい都市でも，各企業が新規に取引を結

ぶ活動を積極的に行っている事例を発見される． 

 

 
図 3：新しい取引関係を結んでいる企業の地域別構成比 

出所：福田崚(2021)「地方圏の都市におけるイノベーションと都市内立地の現状」『日本建

築学会計画系論文集』 86(787), pp.2304-2313 

 

 

 

4948



図 4：都市中心からの距離と取引の特徴との関係

出所：福田崚・城所哲夫・佐藤遼「企業間取引ネットワークに基づく都市圏構造の特性」『都

市計画論文集』50(3), pp.560-567

図 4は，中心市街地活性化への関心から，中心市街地近くに立地している企業は，どうい

う取引特性を持っているのかを，市役所からの距離に基づいて調べたものである．ここでは

コネクター・ハブとは異なる用語を用いているが，物を運んできて，中に供給をすることで

地元のいろいろな需要に応えるような企業が中心部付近に，分布しているという特徴を見

出すことができる．

以上のように，研究レベルでは，企業間取引データを活用することで，これまでにない視

点で地域の経済を分析することが可能になる．同じ手法を個別の都市について適用すれば，

各自治体の政策立案に活用することも可能であろう．より実践的に活用されている事例と

しては，地域未来牽引企業の選定に対して，一部コネクター度やハブ度が活用されている．

被企業は種々のサポートを受けることができるというものである．地域経済への貢献度が

高い企業が恩恵を受けられるようにすることで，それによってより経済発展に寄与する考

え方である．

各自治体独自の政策活用は糸口についたところであり潤沢な事例があるわけではないが，

以下のような方向が想定される．第一に，政策担当者が業務の中で構築している仮説の確

認・検証である．感覚的・暗黙的に把握していることを定量的データに基づいて議論するこ

とが可能になる．さらに，一歩進めて，取引データ主導の政策構築を考えると，貢献が大き

い企業の発掘とその支援策の検討，取引関係の観点から潜在性の高い誘致企業の検討，工場

の撤退や企業の倒産による負の影響の評価といった場面での活用が期待される．

４４  『『不不動動産産取取引引価価格格情情報報』』をを用用いいたた分分析析かからら RREESSAASS「「不不動動産産取取引引」」のの活活用用方方法法をを考考ええるる  

山田浩久（山形大学人文社会学部） 

 

(1)はじめに 

 RESAS は，地方創生の様々な取り組みを情報面から支援するために，経済産業省と内閣官

房（まち・ひと・しごと創生本部事務局）が提供している分析ツールである．自治体職員を

主な利用対象としているが，ホームページ上では，中学校や高等学校での授業モデルが公開

されているほか，各地で政策立案ワークショップが開催されるなど，大学教育や地域人材育

成にも関わる幅広い活用が想定されている． 

 RESAS による分析結果は，９つのテーマに合わせた全国，都道府県別，市町村別の主題図

（マップ）として出力される．マップは２〜９のサブメニューごとに作成され，図表を作成

することも可能である．また，用意されている「データ分析支援」や「サマリー」の機能を

使うとそれらの図表を一括して出力し，その解析方法（図表の見方）が示唆される．地図や

図表の作成が半自動化され，初心者でも容易な操作で分析を進めていくことができる点は，

高く評価されるところである． 

 ９つのテーマの中で，出力結果の読解に最も多くの専門的知識を要するのは，カーボン・

ニュートラルの達成や地域循環共生圏の構築といった課題に対応する「地域経済循環マッ

プ」であろう．そのため，「地域経済循環マップ」の画面で表示される地域経済循環図につ

いては，さらに詳細な分析を行うための「地域経済循環分析ツール」が環境省から提供され

ており，同ツールに付属する手引書や解説書を読めば，必要かつ十分な理解が得られるよう

になっている．また，勉強会やセミナーも開催されているので，大学の卒業論文以上の分析

に展開していくことも可能である． 

 しかしながら，「まちづくりマップ」のサブメニューに用意されている「不動産取引」に

ついては，RESASの大きな特徴である直観的（あるいは直感的）な理解が難しく，解析には

相応の専門的知識を要すると考えられるにも関わらず，解析方法が提示されておらず，

RESASに付属する「授業モデル」，「データ分析支援」，「サマリー」でも扱われていない．「地

域経済循環マップ」に比べれば，利用頻度や人々の関心は低いかもしれないが，土地はあら

ゆる社会活動の物理的基盤であり，その評価に関わる不動産取引を分析する意義は大きい．

不動産取引というコンテンツが「まちづくりマップ」のサブメニューとして用意されている

意味も含め，同コンテンツの活用方法を明示することは，RESASの持つ分析の多様性をより

充実させることに繋がると考えられる．そこで，本研究では，RESAS「不動産取引」の元デ

ータである『不動産取引価格情報』の特徴を整理し，同情報を用いた分析事例を紹介するこ

とから，「不動産取引」をまちづくりに活用する方法を検証し，提示することを目的とする．  
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(2)一物多価である地価

①不動産取引価格情報について

「不動産取引」の画面から関連するグラフを表示させると，その出典に貼られているリン

クから，国土交通省が開設している「土地総合情報システム」に飛ぶことができ，『不動産

取引価格情報』のほか『地価公示』と『都道府県地価調査』（以下，地価調査）を検索する

ことが可能になっている．また，グラフ表示画面から「不動産取引」で使用している不動産

取引価格情報を直接ダウンロードすることも可能である．年次単位での分析を行う場合，後

述する注意事項さえ理解していれば，ここでダウンロードしたデータの方が使いやすく，本

研究における分析でもそれを利用している．

不動産取引価格情報は，国土交通省が，所有権移転登記物件の不動産購入者を対象にアン

ケート調査を行い，その結果を個人情報が特定されないように加工して，宅地（土地及び土

地建物），中古マンション等，農地，林地の別に公表している不動産情報である１）．土地の

場合，〈所在地（丁目以下は未記載）〉

〈地域〉〈最寄駅〉〈土地〉〈前面道路〉

〈都市計画〉〈建ぺい率〉〈容積率〉〈取

引時期〉等に関する情報が四半期ごと

に公表されている．RESAS「不動産取引」

では，これらを年次ごとにまとめて，

〈都道府県コード〉〈都道府県名〉〈市

区町村コード〉〈市区町村名〉〈地区名〉

〈表示種類コード〉〈表示種類名〉〈取

引価格〉〈面積〉〈建築年〉〈指定地域の

平均取引価格〉〈指定地域の平均面積〉

の項目に編集・集計して使用している

（表１）．ただし，「不動産取引」で使

用されるデータには．不動産取引価格

情報の〈地域〉の項目における宅地見

込地が除かれているほか，住宅地と商

業地の 2,000 平米以上及び農地と林地

の 5,000 平米以上の取引の大規模土地

取引については，都道府県単位にまと

められ，別データとして使用される．

なお，ここで言う住宅地，商業地，宅

地見込地の定義は，地価公示及び地価

調査のそれに準じている．

表１ 『不動産取引情報』と RESAS「不動産取引」

   のダウンロード項目の対応

②土地の価格 

 一般に，自由な市場において決定される同一時点の同一財の価格は一つである，という一

物一価の経験則が成り立つ．しかし，不動産の売買や賃貸借においては，完全に自由な市場

が約束されているわけではなく，同一の不動産自体も存在しない．そのため，不動産取引価

格を取引時に決定される実勢価格とすれば，まず，当該地に対する鑑定評価額が，それぞれ

１年ごとに半年間ずらして公表される地価公示と地価調査を参考に算定される．また，取引

が発生しなくとも，土地には税金が課せられるため，地価公示や地価調査を参考にして，固

定資産税評価額，相続税（贈与税）評価額が決定される． 

 これらのことから，土地の価格は，一物三価（取引時に提示決定される鑑定地価及び取引

価格，地価公示や地価調査といった公的に示される地価，固定資産税評価額や相続税評価額

を算定する路線価）とも，それらを分けて捉える一物六価とも言われており，複数の側面を

持ち，それぞれに評価目的や算定方法が異なる． 

 以上を踏まえて，改めて不動産取引価格情報の特徴を考えると，不動産取引価格は，実際

の取引の場において決定された地価（価格）なので，当該物件に関わる土地関係者の思惑な

ども入った極めて局地的な「土地評価」と言える．また，同一の土地が毎年取引されること

はないため，同一地点での連続的な観察には不適である．しかしながら，不動産取引価格は，

土地評価の状況を最も端的に示す値であることは確かで，標準地（地価公示）や基準地（地

価調査）の設置数を超えることが多い取引事例をまとめて，その傾向を明らかにすることが

できれば，一時点ながら，当該地域における土地評価の状況を面的に捉えることも可能であ

る．そのため，他地域の傾向や他年次の傾向と比較する，あるいは，地域内での傾向から大

きく外れた土地取引の内容を個別に考察する，といった空間的に限定された地域の分析に

適している． 

 一方で，不動産取引の指標として公的に示される地価公示や都道府県地価調査の地価は，

鑑定方法が明示され，鑑定地点も一定期間固定されるため，同一地点での連続的な観察が可

能であり，広範囲かつ長期間にわたる地価変動パターンの分析に適している．なお，不動産

所有者に一時的な負荷や連続的な負荷をかけることになる課税評価額は急激な変動を恣意

的に抑え，実勢地価（不動産土地取引価格）よりも低めに設定される傾向があるため，不動

産取引や地価変動の実態を明らかにするような分析には不適である． 

 

(3)地価公示と不動産取引価格情報との比較 

①東京都千代田区と中央区の事例 

 「不動産取引」の画面で表示される地図は，総取引価格を総面積で除した単価を示す主題

図であり，土地（住宅地），土地（商業地），中古マンション等，農地，林地（「不動産取引」

における〈表示種類名〉，表１参照）ごとに描くことができる．都道府県単位ないしは市区

町村単位にまとめられた同主題図に詳細な考察を加えることは難しいが，例えば，東京特別

区を中心都市とする東京大都市圏における土地（住宅地），土地（商業地），中古マンション
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等の同主題図では，同心円状の土地評価が明瞭なグラデーションで描き出されるため，単価

の相対的な大小を視覚的に把握しやすい．また，グラフ表示画面で出力されるグラフは，同

主題図に対応する単価の棒グラフ，市区町村内で発生した不動産取引の面積と取引価格の

散布図，それに含まれない大規模土地取引の件数を土地の利用形態別に都道府県単位でま

とめた棒グラフが用意されている．

ここでは，上記の散布図を用いて，不動産取引価格情報の土地（住宅地，商業地）取引価

格と公的に示される地価公示との差異を示すことで，不動産取引価格情報のなかでも特に

地価に関する特徴を明らかにする．なお，平米単価で示される地価公示については，それに

標準地が置かれている土地の面積を乗じた総額を算出し，不動産取引価格情報の土地取引

価格に対応させた．また，「不動産取引」に採用されている不動産取引価格情報の条件に合

わせて，2,000平米以上の住宅地及び商業地に設置されている標準地は除外した．

地価公示において超高額な地価が鑑定される東京都千代田区と中央区の 2020年における

散布図を描くと，実際に土地取引を行った件数が標準地数を下回っており，実際に取引され

る土地の面積も住宅地については 100 平米未満，商業地においても 300 平米未満の土地に

限定されていることが分かる（表２，図１）．一方，地価公示の商業地においては，面積が

1,000平米を超えたり，総額が 100億円を超えるような土地でも地価が鑑定されている．

表２ 2020 年における東京特別区４区の標準地設置数と土地取引件数

また，千代田区の商業地公示地価は比較的単純な分布形状を見せるのに対し，中央区にお

いては，区内においてさらに高額な地価が鑑定される地区が存在していることを予想させ

る分布形状となっており，実際の土地取引でもそうした形状の特徴が反映されているよう

に見える．超高額な地価（＝超高評価の土地）が存在する地域では，土地利用や土地所有者

が固定しており，市場が動きにくいことがその原因として挙げられるが，これ以上の考察を

加えるには，取引件数が絶対的に少ない．何よりも，XY 両軸のスケールを変えて不動産取

引価格情報に対する分析に絞り込まなければ，分布形状を視認することもままならない．い

ずれにせよ，区域内でできるだけ空間的に均等になるように配置されている標準地で鑑定

される地価公示に対する分析結果が，実際に行われた土地取引を直接説明できない場合も

あることを認識しておかなければならない．

図１ 千代田区と中央区の 2020 年における地価公示と不動産取引価格情報との比較

(a) 千代田区

(b) 中央区

5554



等の同主題図では，同心円状の土地評価が明瞭なグラデーションで描き出されるため，単価

の相対的な大小を視覚的に把握しやすい．また，グラフ表示画面で出力されるグラフは，同

主題図に対応する単価の棒グラフ，市区町村内で発生した不動産取引の面積と取引価格の

散布図，それに含まれない大規模土地取引の件数を土地の利用形態別に都道府県単位でま

とめた棒グラフが用意されている．

ここでは，上記の散布図を用いて，不動産取引価格情報の土地（住宅地，商業地）取引価

格と公的に示される地価公示との差異を示すことで，不動産取引価格情報のなかでも特に

地価に関する特徴を明らかにする．なお，平米単価で示される地価公示については，それに

標準地が置かれている土地の面積を乗じた総額を算出し，不動産取引価格情報の土地取引

価格に対応させた．また，「不動産取引」に採用されている不動産取引価格情報の条件に合

わせて，2,000平米以上の住宅地及び商業地に設置されている標準地は除外した．

地価公示において超高額な地価が鑑定される東京都千代田区と中央区の 2020年における

散布図を描くと，実際に土地取引を行った件数が標準地数を下回っており，実際に取引され

る土地の面積も住宅地については 100 平米未満，商業地においても 300 平米未満の土地に

限定されていることが分かる（表２，図１）．一方，地価公示の商業地においては，面積が

1,000平米を超えたり，総額が 100億円を超えるような土地でも地価が鑑定されている．

表２ 2020 年における東京特別区４区の標準地設置数と土地取引件数

また，千代田区の商業地公示地価は比較的単純な分布形状を見せるのに対し，中央区にお

いては，区内においてさらに高額な地価が鑑定される地区が存在していることを予想させ

る分布形状となっており，実際の土地取引でもそうした形状の特徴が反映されているよう

に見える．超高額な地価（＝超高評価の土地）が存在する地域では，土地利用や土地所有者

が固定しており，市場が動きにくいことがその原因として挙げられるが，これ以上の考察を

加えるには，取引件数が絶対的に少ない．何よりも，XY 両軸のスケールを変えて不動産取

引価格情報に対する分析に絞り込まなければ，分布形状を視認することもままならない．い

ずれにせよ，区域内でできるだけ空間的に均等になるように配置されている標準地で鑑定

される地価公示に対する分析結果が，実際に行われた土地取引を直接説明できない場合も

あることを認識しておかなければならない．

図１ 千代田区と中央区の 2020 年における地価公示と不動産取引価格情報との比較

(a) 千代田区

(b) 中央区

5554



②東京都大田区と江戸川区の事例 

 同じ東京特別区でも千葉県に隣接する江戸川区と神奈川県に隣接する大田区を例に挙げ

ると，住宅地については，両区共に土地取引の件数が標準地の設置数を大きく上回るが，商

業地については，江戸川区では取引件数と標準地数が同じであり，大田区では取引件数が標

準地数を若干下回る（表２参照）．千代田区，中央区と同様な散布図を描くと，江戸川区の

住宅地においては実際の土地取引よりも広い土地に置かれた標準地が散見されるが，その

他については，小規模取引に集中する傾向は見られるものの，土地取引とほぼ同じ規模の土

地に標準地が置かれていることが分かる（図２）． 

 「不動産取引」の散布図に示される回帰式は切片があるが，場合によっては切片がマイナ

スになり，式が現実にそぐわないため，本研究においては，地価公示，取引価格の分布に対

して切片を持たない回帰式を算出することにした．その結果を図示すると，大田区の商業地

については微小な差となったが，商業地，住宅地共に，取引価格の回帰係数が地価公示のそ

れを下回る．取引価格は当該地固有の要因によって変化するものであり，一概に両者を比較

することはできないが，土地取引の指標とされる地価公示の標準地は，区域内における代表

性・中庸性・安定性・確定性から選定されているため（『地価公示』標準地の選定基準より），

両者の比較は，地価公示が提案する地価と現地における実際の土地評価によって決定され

た地価との比較と考えることができる．この前提の下で改めて回帰係数の乖離を考えると，

地価公示が示す当該区域の平均的な地価（地価公示の回帰係数）を実際の土地取引で決定さ

れた地価の相場（取引価格の回帰係数）が下回るということは，市場では地価公示が想定す

る当該区域の地価水準よりも低い水準で取引が行われていることを意味しており，2020 年

における江戸川区の住宅地及び商業地と大田区の住宅地では，土地市場の活性が低い，ない

しは買手市場の傾向を示していたと言える． 

 こうした推測は，さらなる調査分析によって検証されなければならない．また，先に挙げ

た中央区のように，区域内の土地評価が連続的ではない市区町村については，回帰式の算出

自体が意味を持たなくなる．しかし，地価の持つ一物多価の特性を活かした簡易の市場判断

としての有効性は指摘できる．地価公示制度は，高度経済成長期に生じた無基準の地価急騰

を抑制するために整備された制度であり，バブル期の地価高騰期においては，実勢地価の７

割から８割に設定されていた．全国の市区町村は分析できなかったが，地価公示の回帰係数

が取引価格の回帰係数を上回るような市区町村が観察できたことは，バブル期に比べれば

土地市場はかなり安定していることを意味する．逆に，土地市場が全国的に安定している時

期において，地価公示の回帰係数が取引価格の回帰係数を下回るような市区町村が観察さ

れた場合は，そこで生じている現象に市場活性化（土地評価向上）のヒントが隠されている

はずである．また，回帰式に対する正の残差が大きな土地取引の出現やその位置から，企画

したプロジェクトが当該地区の魅力創出に繋がったか否かを判断することも可能である． 

 これまで土地市場の動向は景気変動や金融政策の内容から全国的な傾向が示され，市区

町村単位での市場動向は全国的な傾向の強弱で論じられてきた．簡易的とはいえ，任意の市 
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区町村に対して，住宅地／商業地の市場動向が把握できるようになったのは，全国スケール

で不動産取引価格情報が整備されたためにほかならない．利用者を専門家に限定しない

RESASでこの不動産取引価格情報が利用できる点は高く評価される．今後の課題は，同情報

を活用するためのガイドラインの提示となろう． 

 

(4)まちづくりへの応用 

①土地取引という静態的な土地評価の時系列 

 通常，土地取引は同一の土地に対して毎年行われるものではないため，変動率を算出する

ことはできず，平均値を単純に比較することもできない．しかしながら，散布図に描かれた

データの分布形状を示す回帰式の回帰係数が，当該年次における実際の土地取引で決定さ

れた地価の相場を表していると考えれば，土地取引という静態的な現象の時系列から各年

次の回帰係数の変化を見ることによって，地価の相場の変化に関する分析が可能になる．さ

らに，この分析は，商業地と住宅地に対する評価の平準化に関する議論に発展させることが

できる． 

 都心部における商業地区（商業目的に特化した土地利用）の形成は，都心部に対する人，

財，資本の集積がもたらす外部経済による土地生産性（地代）の上昇とそれに追いつけない

住宅地の地代負担力から説明される．土地評価の総合的な指標として現れる地価からこれ

を説明すると，都心から郊外に向かって低減する地価勾配曲線は，最高地価のおおよそ 10%

付近に遷緩点が現れるが，ここまでの付け値競争の主体となるのが商業地であり，以降の主

体になるのが住宅地になるため，両者の棲み分けが進む．つまり，商業地区の成熟が進むほ

ど住宅地は郊外に押し出され，商業地と住宅地の地価の格差は拡大する． 

 しかしながら，人口の域外流出や少子高齢化によって，商業収益が減少し，空き店舗が増

加しているような都市では，商業の活性が低下し，商業地全体に対する評価が低下する．ま

た，空き店舗の住宅化や集合住宅の建設によって商業地と住宅地の棲み分けが実質的に不

明瞭になるため，土地評価の平準化が進行する．土地の面積と取引価格を XY軸に置く散布

図に引かれた回帰直線の回帰係数が，当該年次における土地評価の実態を示す地価の相場

であるならば，その時系列は商業地区の低活性化と商業地の実質的な住宅地化のプロセス

を表していると考えられ，土地評価の平準化を公的に示される地価公示や地価調査に頼る

よりも実態に即して議論することが可能になる．  

 山形県の山形市について，2010 年，2015年，2020年における土地取引の散布図を作成し，

そこに引かれる商業地と住宅地の回帰直線の回帰係数を比較してみると，2015 年の回帰係

数（地価の相場）は 2010 年のそれに比べて商業地，住宅地共に低下し，2020 年は 2015 年

に比べて共に上昇していることが分かる（図３）２）．その結果，2010年，2015 年，2020年

の[商業地の回帰係数／住宅地の回帰係数]の値は，2.3，1.8，2.4になり，2010〜2015年に

は両者の格差は縮小し，2015〜2020 年には両者の格差は拡大した．また，同県米沢市につ

いて同様な分析を行うと，2015 年の地価の相場は，2010 年に比べて商業地は上昇し，住宅

地は下落したが，2020年においては，2015年に比べて商業地は低下し，住宅地は上昇した

ことが分かる（図４）３）．[商業地の回帰係数／住宅地の回帰係数]の値は，それぞれ，1.3，

3.0，1.7であり，両者の格差は拡大した後，縮小した．以上の分析結果は，同一県であって

も地価の相場やその変動は市町村ごとに異なること，商業の低活性化やそれによる土地評

価の平準化は一律のペースで進行しているわけではないことを示している． 

 言うまでもなく，地価の相場は景気変動や金融政策等による全国的な動向に大きく左右

されるが，市町村ごとの相場に固有の変動が見られた点に関しては，当該市町村で行われた

中心市街地活性化策やまちづくりが影響している可能性が高い．これらの指摘は未だ仮説

の域を出ず，回帰式の検討やその変移を裏付ける実態把握が必要である．しかし，市民（行

政，事業所，住民）が，中心市街地活性化策やまちづくりを，不動産取引という土地評価の

観点から見直し，客観的な分析によってそれらの成果を数量化して捉える必要があること

を認識するためにも，「まちづくりマップ」のサブメニューに「不動産取引」が置かれてい

ることには意義がある． 

 

②RESAS での操作上の課題 

 ここまでの分析事例からも明らかなように，不動産取引価格情報を活用するためには．他

地域，他用途，他年次との比較を行なうことが重要であるが，「不動産取引」では，同一年

次，同一種類（土地利用）において，他の１市町村との比較しかできない（図５）．また，

出力は半自動化されており，軸スケールを固定したり，凡例を変えるようなカスタマイズは

できない．利用者を専門家に限定しない RESAS では，複雑な操作が敬遠されることや出力結

果の見やすさが優先されることは理解できるものの，比較の方法が一つしか選択できない

ことによって，不動産取引価格情報を分析するメリットや面白さのほとんどが失われる．前

述した同情報の活用を促すガイドラインを提示するためにも，開発者には複数の視点で複

数の市町村を比較できる操作画面の構築を望みたい． 
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   (b)住宅地

図５ 山形県米沢市に対する商業地と住宅地の出力結果

（RESAS「まちづくりマップ」の「不動産取引」より転載）

(a)商業地

(5)おわりに 

 本研究では，RESAS「不動産取引」の元データである『不動産取引価格情報』の特徴を整

理し，同情報を用いた分析事例を紹介することから，「不動産取引」をまちづくりに活用す

る方法を検証し，提示することを目的に議論を展開してきた．本研究で対象にしたのは宅地

（商業地，住宅地）であるため，不動産取引の中でも土地取引に限定されるが，分析の結果

は，以下ように要約される． 

 『不動産取引価格情報』のデータは，一時点における単発の土地取引（土地評価）の結果

であるため，一地点における連続的な分析はできない．広範囲，長期の動向の把握やパター

ン変移に関する分析には地価の鑑定地点が固定している公的地価（地価公示，地価調査）を

利用すべきである． 

 ただし，公的地価と合わせて考察することが可能な地域では，全国的な市場動向に照らし

た公的地価の方向性と実勢地価（不動産取引価格）が示す現場での土地評価を比較すること

によって，当該地域内での市場動向を捉えることができる．また，点的に示される地価の面

的な傾向を把握するためには，「不動産取引」でも採用されている回帰分析が有効であるが，

同分析を採用する際には，切片の無い回帰直線を導出する方が適当である． 

 回帰分析は，商業地区の低活性化が問題視される多くの地方都市においても有効である．

商業地区の衰退によって生じる商業地評価と住宅地評価の平準化の程度を商業地，住宅地

に引かれる回帰直線の回帰係数の比較から捉えることができるからである．本研究におい

ては，山形県の山形市と米沢市の事例を挙げるにとどまったため，一般化には未だ検討の余

地があるが，両市の事例から，同一県であっても地価の相場やその変動は市町村ごとに異な

ること，商業の低活性化やそれによる土地評価の平準化は一律のペースで進行しているわ

けではないことが明らかになった． 

 この結果をさらに掘り下げるならば，両市の差異を生じさせた特徴的な土地取引を精査

し，それぞれの都市で行われた中心市街地活性化策やまちづくりとの関連を明らかにする

分析が必要になる．わが国で不動産取引価格が公表されるようになったのは 2000 年代後半

からであり，研究蓄積は少なく，その分析方法は確立されていないが，幅広い利用者を想定

して構築された RESAS の「まちづくりマップ」のサブメニューに「不動産取引」というコン

テンツが置かれたことで，中心市街地活性化策やまちづくりに携わる人々が，理想に振り回

されず．客観的なデータを基に様々な意見を言い合える可能性が生まれたことには大きな

意義がある． 

 最後に，「不動産取引」をまちづくりに活用する方法を検証し，提示する過程で見出され

た課題を列挙し，本研究を締め括りたい．  

・一物多価と言われる各地価の特性や整備状況を正確に捉えることが必要である． 

・市区町村内に全国スケールでの商業集積地がある場合や市町村合併等によって複数の商

業地区が散在している場合には，１本の回帰直線による分析を行うことはできない．散布図

に複数の回帰直線が引かれる可能性があるからである． 
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・利用者を専門家に限定しない RESAS で不動産取引価格情報が利用できる点は高く評価さ

れるが，同情報の活用を促進するためには，分析のガイドラインの提示が必要である 

・不動産取引価格情報を簡単に集計，加工できる点は RESASの魅力であるが，集計や加工を

活かすためには，分析結果の比較・対照を可能にするカスタマイズ機能が必要である． 

 このほかにも，地方には回帰式を導き出せるほどの取引事例が無い市町村も多く，それら

の市町村では数的な問題から「不動産取引」の分析が意味を持たないという根本的な問題も

残っている．いずれにおいても，RESAS の機能向上や利用促進には，一般利用者の反応を見

ながらの官・民・学の連携が不可欠である． 

 

注 

１）不動産取引価格情報の検索は，2006 年４月から運用されているが，データは 2005 年の第３

四半期から存在する． 

２）山形市における地価公示の商業地標準地数は，2010 年 15 地点，2015 年 16地点，2020 年 17

地点，住宅地標準地数は 2010 年 28 地点，2015 年 22地点，2020 年 24 地点であり，不動産取

引価格情報の商業地取引件数は，2010 年 33 件，2015年 33 件，2020 年 33 件，住宅地取引件

数は，2010 年 204 件，2015 年 228 件，2020 年 167 件である． 

３）米沢市における地価公示の商業地標準地数は，2010 年 6 地点，2015 年 8 地点，2020 年 8 地

点，住宅地標準地数は，2010 年 15 地点，2015 年 15地点，2020 年 15 地点であり，不動産取

引価格情報の商業地取引件数は，2010 年 10 件，2015年 5 件，2020 年 7 件，住宅地取引件数

は，2010 年 67 件，2015 年 70 件，2020 年 43 件である． 

 

 

  

５５  地地域域未未来来投投資資促促進進法法のの計計画画策策定定ににおおけけるる RREESSAASS利利用用のの特特徴徴とと課課題題  

原田大暉（東京大学地域未来社会連携研究機構 RESAS 政策立案チーム） 

 

(1)はじめに 

 地域の課題の発見および，その解決への取り組みにおいて，データを利活用することが叫

ばれるようになったのは，もはや新しい話ではない．そして，それはただ叫ばれるだけにと

どまらず，様々な形で実行に移されている．実際，この十数年間で，従来は様々な箇所に分

散していたデータが一元的に集約されたり，自治体や民間が保有するデータの一般公開が

進んだり，ユーザーの熟練度に応じた，さまざまなデータ分析支援ツールが開発・提供され

たりと，データ活用のための基盤が次から次へと整備されてきた．本報告書が表題に掲げる

RESASも，こうした潮流の一環として開発・改良がなされてきて，従来データになじみがな

かった層に，データ利活用の門戸を開いてきた．しかし，データを有効に活用するためには，

データや，データ分析支援ツールの整備だけでなく，データを利用する者の技能の向上が欠

かせない．もちろん，こうした点はすでに認識されており，RESASにおいても，利用者のス

キルアップを目的とした研修の開催，地方自治体による RESAS の優秀活用事例の公表，政策

立案への RESAS の効果的な活用を競う様々なコンテストの開催といった，利用者の技能向

上に資する様々な取り組みが行われている．ただ，そうした様々なスキルアップの試みに手

を挙げるのは，すでに一定のデータ利活用の素地があるか，あるいはこれからデータを活用

したいという強い意欲を持った地域が主であり，そうでない平均的な地方自治体における

RESASおよびデータ利用の現状および課題については，十分に明らかになっていない．RESAS

は元々データ分析を得意としていた層というより，従来データに対する抵抗意識を抱えて

いた層の使用に主眼を置いたツールなのであるから，こうした層に RESAS がどの程度浸透

し，どのように使われているのかを把握することは一定の重要性を有している．また，その

結果，RESASの使用法自体に，習熟/未習熟の差が存在することが明らかになれば，RESAS を

単に「使う」ことと，「上手く使う」ことの間の違いを可能な限り言語化することで，前者

を後者へ底上げするという道を拓くこともできるだろう．そこで，本報告では，地域未来投

資促進法の同意基本計画を事例に，地方自治体の政策立案における RESAS およびデータ利

用の特徴を把握し，さらにはそこから洗い出された課題を踏まえ，改善に向けた指針につい

て，提案することを試みる． 

しかし，具体的な報告に入る前に，「地域未来投資促進法」を本報告の題材として用いる

理由について説明しておく必要があるだろう．まず，地域未来投資促進法とは，経済産業省

が管轄している，一種の産業振興法であり，地域の特性を生かして，高い付加価値を創出し，

地域の事業者に対する相当の経済的効果を及ぼすような，「地域経済牽引事業」の促進を目

的として定めている．こうした「地域経済牽引事業」を地域の事業者が実施するに当たって，

地方自治体は地域経済牽引事業の目標を定め，それに携わる事業者の支援を行うための基

本計画を策定することになっており，国の承認を得た基本計画は，「同意基本計画」として，
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地域未来投資促進法のホームページ上で公開されている． 

こうした「地域未来投資促進法」の「同意基本計画」が，本報告の題材として適当である

理由としては，第一に，同じ土台で作成された，多くのサンプルを収集することができると

いう点が挙げられる．同意基本計画は，2022 年 1 月末現在で 255 計画が公開されており，

その中にはデータ活用に長けた自治体だけでなく，データ利用に対する意識がそう高くな

い自治体も含まれることが予想される．第二に，法律の基本方針のなかで，RESASの使用が

推奨されているという点が挙げられる．それぞれの地方自治体が則ることになっている国

の基本方針の中には，次のような記載がある．まず，「地域経済牽引事業の促進による経済

的効果に関する目標」の「目指すべき地域の将来像の概略」について定めた部分では， 

 

地域経済分析システム等を活用して，地域経済牽引事業として促進しようとする産業及

びその関連産業の構造，雇用状況，需要構造，地域内の事業者が地域経済に与える影響等

の地域経済の定量的な把握及びその分析を行った上で，目指すべき地域の将来像の概略

について定めるものとする． 

 

また，「地域経済牽引事業の促進に当たって生かすべき自然的，経済的又は社会的な観点か

らみた地域の特性に関する基本的な事項」について定めた部分では，次のように書かれてい

る． 

 

 地域の特性の設定に当たっては，地域経済分析システム等を活用した地域経済の定量的

な把握及びその分析を行った上で，地域の特性…（中略）…及び当該地域の特性を戦略的

に活用する分野…（中略）…を，一基本計画当たり九個以内を目安として定めるものとす

る． 

 

つまりは，計画の策定に当たって，地域の特性，産業構造に対して定量的な分析を加える必

要があり，そのために地域経済分析システム（RESAS）の使用が推奨されているのである（な

お，実際の計画文書中での RESAS の利用の具体例は図１・２を参照）．第三の理由としては，

RESASの使用が奨励されてはいるものの，RESASを使用すること自体が目的ではなく，あく

までも手段の一つとして提示されているため，地方自治体の一般的なデータ利用の文脈の

なかで，RESASがどの程度，どのように使われているのかを把握するのに好都合である点が

挙げられる． 

 計画のこうした性格を踏まえながら，以下では，同意基本計画における RESAS およびデー

タ利用の特徴を整理するため，いくつかの観点に沿って集計を行う． 

 

 

左：図１ 「地域の特色」の提示における RESASの活用例 

沖縄県石垣市の同意基本計画より抜粋 

右：図２ 「地域経済牽引事業の促進に当たって生かすべき自然的，経済的又は社会的な

観点からみた地域の特性」の提示における RESASの活用例 

北海道砂川市の同意基本計画より抜粋 

 

(2)地域未来投資促進法における RESAS およびデータ利用の特徴 

 本報告の対象事例として選定したのは，経済産業省のホームページ上で公開されている

255（2022年 1月末時点）の同意基本計画である．以下では，次のような原則を設け，可能

な限りこれら原則に準拠しながら，集計作業を行っている． 

・例えば，宮城県（ものづくり分野）および宮城県（農林水産・食品関連産業等分野）のよ

うに，同じ自治体が 2つ以上の計画を策定している場合，それぞれを別個の計画として計上

した． 

・それぞれの計画について，①掲載されている図表の数，②RESAS 使用の有無および使用数

を調査した．その際，同じフォーマット，同じ出典である図表については，複数の図表に分

けられていても，1枚分・１回分として計上した．例えば，観光入込客数の推移と外国人宿

泊者数の推移のグラフが，同じ出典，同じフォーマットでそれぞれ 1枚ずつ作成されている

場合，あわせて 1枚と集計した．このような処置をとったのは，これらを複数枚に分けるか

1枚にまとめるかは，計画ごとにばらつきがあり，統一的な基準で計上する必要があるため

である． 

・①については，各自治体の独自調査に基づくデータを用いて作成された図表や，一般図的

な性格を持つ地図については，原則集計対象に含めていない． 

・①については，図表形式になっているもののみを計上しているが，②については，文章中
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に言及があるだけの場合でも計上しているため，②は①のうちに包含されるわけではない．

以下では特に断らない限り，①を「図表使用実績」，②を「RESAS使用実績」，①と②の和集

合を「全実績」と呼ぶ． 

以上の基準によって，255の同意基本計画が計上された．そのうち図表使用実績がある計

画が 118計画（46.3％），全計画の中での図表使用実績数が 504件であった．これらを地方

別に見ると（図３），北海道ではほぼすべての計画で何らかの形で図表が提示されているの

に対し，関東や近畿では，計画数が多いにも関わらず，図表使用実績がある計画は少なくな

っている．このことから，地方自治体において，図表の形でデータを提示するという習慣は

まだ十分に定着しておらず，またその定着度合いには地域差があることが明らかになった．

ただ，本報告では，文面での指標や順位の提示で，かつ RESASを使用していない場合のデー

タ使用は実績に計上していないため，以上をもって，データの利用自体が進んでいないと考

えるのは早計である． 

 

 

図３ 地方別の図表使用実績 

地方の区分は地域未来投資促進法のホームページに準拠する（以下同様） 

 

 次に，RESAS使用実績を計上したところ，98計画（38.4％）において RESAS の使用実績

がみられ，また全体での RESAS使用実績数は 240件であった．そのうち，RESASの画面を

キャプチャしたものを直接貼り付けているものが 29%，RESAS からダウンロードしたデー

タを，Excel 等で再編加工しているものが 16%，文章中でのみ言及しているものが 54%であ

り，RESASは図表作成ツールとして使われている一方で，様々なデータを一括でダウンロ

ードすることができる手軽なデータベースとしても活用されていることが伺われる．ま

た，RESAS使用実績を地方別にみると，図表使用実績同様，地域差があることがみてとれ

る（図４）． 
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図４ 地方別の RESAS 使用実績 

 

図表使用実績のうち，RESASを用いているものの割合は，21.6%である．RESASを使用し

ていない図表の中には，後から述べるように，RESASには搭載されていないデータを用い

ているものもある一方で，RESAS を活用することによってほぼ同じか，あるいはそれ以上

の質の図表を作成することができるものも多く含まれており，地方自治体の図表作成の場

面において，RESASの普及が十分には進んでいないことが明らかになった． 

 続いて，RESAS のメニュー別の使用実績を概観する．RESAS の看板となっている 9つの

マップメニューの使用実績をみると，「産業構造マップ」が 196件と，突出して多かった

（図５）．「産業構造マップ」の内訳を示すと（図６），産業全体の構造が把握できる「全

産業」メニューが 114件と多く，「製造業」（47件），「農業」（23件）と続いた．これは，

地域未来投資促進法が産業振興法であるということを踏まえると，当然ともいえる．それ

に対して，「地域経済循環マップ」の使用は 14件と少なくなっており，標準的な地方自治

体では，産業構造は主に「構成」という静態的観点から把握されており，より動態的・有

機的な「循環」という観点についてはまだ十分に意識が及んでいないことが伺われる．

「観光マップ」については，観光振興を掲げる計画が多い割に，利用は 9件と低調であっ

た．これについては，後から述べるように，ユーザーが求めるデータと RESASに搭載され

ているデータとの間にずれがあるためだと思われる． 
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図５ マップメニュー別の使用実績 

 

 

図６ 「産業構造マップ」中のメニュー別の使用実績 

 

 さらに，図７～１１には，頻繁に参照されているページを，利用実績が多い順に掲載し

た．ここでいう「ページ」とは，それを変更することによって，前景である図表だけでは

なく，背景まで変わるようなまとまりのことを指している．なお，RESASの図の直接引用

でない限りは，図表の作成にあたり，どのページを参照したのか厳密に特定することが難

しい場合もあるため，以下はあくまでも傾向的なものとして理解されたい． 

 最も利用が多かったページは，「産業構造マップ」＞「全産業」＞「全産業の構造」の

入口部分にあるポートフォリオのページおよび横軸棒グラフのページであった（図７）．

このページは，指定地域の経済構造を，経済センサス由来の様々な指標ごとに，手早く図

化することができるメニューであり，RESASの「可視化」という側面が最も顕著に現れて

いる機能の一つである．さらに，横軸棒グラフでは，ある指標の構成比が，指定地域，都

道府県，全国と並べて表示されるため，指定地域の産業構造の位置づけを，一目で把握す

ることができる．これらのページについては，ダウンロードデータを再編加工する形での
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利用も多かったが，とりわけ横軸棒グラフについては，画面をキャプチャして文書中に貼

りつける形での利用も多くみられた． 

 

 

図７ 利用実績 1位のページ（産業構造マップ＞全産業＞全産業の構造） 

左と右は上の定義からすると別のページであるが，表示内容が極めて似通っているため，

１つのページとしてまとめて計上した 

 

 全産業の構造メニューに次いで多かったのが，同じ構造系メニューの「産業構造マッ

プ」＞「製造業」＞「製造業の構造」の入口部分にあるポートフォリオグラフである（図

８）．これは，先の全産業の構造メニューの製造業版であり，工業統計調査に基づく様々

な指標を図化することができる．このページについては，ダウンロードデータを再編加工

するかたちでの利用が多くみられた．三番目に多かったのは，「産業構造マップ」＞「全

産業」＞「稼ぐ力分析」の，産業別特化係数を概観できるページである（図９）．特化係

数は，先の横軸棒グラフで都道府県，全国と並べられる形で表されていたものを，一つの

数値に指標化したものとも考えられ，地域の「強み」である産業を把握するために盛んに

用いられていた．特化係数については，文面での数値の言及という形での提示が多くみら

れた． 

 

     

左：図８ 利用実績 2位のページ（産業構造マップ＞製造業＞製造業の構造） 

右：図９ 利用実績 3位のページ（産業構造マップ＞全産業＞稼ぐ力分析） 

 

 四番目に多かったのは，「産業構造マップ」＞「農業」＞「農業の構造」の入口部分のポ
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図５ マップメニュー別の使用実績 

 

 

図６ 「産業構造マップ」中のメニュー別の使用実績 

 

 さらに，図７～１１には，頻繁に参照されているページを，利用実績が多い順に掲載し

た．ここでいう「ページ」とは，それを変更することによって，前景である図表だけでは

なく，背景まで変わるようなまとまりのことを指している．なお，RESASの図の直接引用

でない限りは，図表の作成にあたり，どのページを参照したのか厳密に特定することが難

しい場合もあるため，以下はあくまでも傾向的なものとして理解されたい． 

 最も利用が多かったページは，「産業構造マップ」＞「全産業」＞「全産業の構造」の

入口部分にあるポートフォリオのページおよび横軸棒グラフのページであった（図７）．

このページは，指定地域の経済構造を，経済センサス由来の様々な指標ごとに，手早く図

化することができるメニューであり，RESASの「可視化」という側面が最も顕著に現れて

いる機能の一つである．さらに，横軸棒グラフでは，ある指標の構成比が，指定地域，都

道府県，全国と並べて表示されるため，指定地域の産業構造の位置づけを，一目で把握す

ることができる．これらのページについては，ダウンロードデータを再編加工する形での

8 14

196

3 1 9 5 2 0
0

50

100

150

200

250
使
用
実
績
数
（
件
）

119

47

1

23

0 6 0
0

20

40

60

80

100

120

140

利用も多かったが，とりわけ横軸棒グラフについては，画面をキャプチャして文書中に貼

りつける形での利用も多くみられた．
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数は，先の横軸棒グラフで都道府県，全国と並べられる形で表されていたものを，一つの

数値に指標化したものとも考えられ，地域の「強み」である産業を把握するために盛んに
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左：図８ 利用実績 2位のページ（産業構造マップ＞製造業＞製造業の構造）
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ートフォリオグラフであり，同じく構造系のメニューであった（図１０）．このページもま

た，指定地域の品目別の農業産出額をポートフォリオ状に図化することができ，地域の農業

の構成上の特徴を概観するのに便利である．五番目に利用が多かったのは，「産業構造マッ

プ」＞「全産業」の「企業数」や「事業所数」などの，順位を表示することができるページ

であった（図１１）．特化係数同様，指定地域の全国あるいは都道府県内での位置づけを，

数値の形で手早く把握することができる機能である．

   

左：図１０ 利用実績 4位のページ（産業構造マップ＞農業＞農業の構造）

右：図１１ 利用実績 5位のページ（産業構造マップ＞全産業＞企業数など）

以上を踏まえて，地域未来投資促進法の同意基本計画における RESASあるいはデータ利

用の特徴と，そこから洗い出される課題を総括すると，以下の点が挙げられる．

第一に，ほとんどの計画で，何らかの形でデータが利用されてはいるが，どのようなデ

ータをどのように，どの程度利用するか，また，状況に即して適切なデータおよびその提

示方法を選択できているかについては，計画ごとに大きな差がみられる．

第二に，データをグラフィカルに提示することができるツールとして，RESASは一定の

使用実績がある．ただ，RESASの使用が効果的であるような場面において，使用されてい

ないケースも多くみられるため，さらなる普及の余地が残されている．

第三に，RESASは，直接の図表の引用はもちろん，様々なデータをワンストップでダウ

ンロードすることができるデータベースとしても盛んに用いられている．従来は e-stat

等から個別にダウンロードする必要があった各種データを，複数年次，複数指標，全市区

町村単位で同じフォーマットで一括してダウンロードすることができるという点では，

RESASのダウンロードデータは非常に使い勝手がよい．ただ，後から述べるように，様々

なデータが二次的に集約されるほど，それぞれのデータが持つ性格や，使用上の注意点が

見えにくくなり，本来比較してはならないものを比較したり，互換できないものを互換し

てしまうリスクが大きくなるという点には注意を要する．

第四に，RESASが使用される場合，各メニューの入口部分にある，指定地域の構成上の

特徴をグラフ化する機能が重宝される傾向にあった．こうした機能は，「稼ぐ力」をもつ

産業を手っ取り早く把握し，効果的な産業政策を打ち出す上で大いに活用されている．た

だ，その反面，そうした構成上の特徴をより深堀りしていくような分析的な機能について

は，ほとんど活用されていない．その結果，多くの計画においては，図表やデータの提示

自体は豊富であるものの，それらは概要的・付録的に用いられているに過ぎず，それぞれ

のデータが持つポテンシャルが，十分に引き出されていないという印象を受ける． 

第五に，RESASの使用実績は，分野別，マップメニュー別に大きな差がみられた．この

差はそれぞれの産業を振興対象に定める計画の多寡にある程度依存するが，観光や物流，

農業といった分野については，製造業に比べ，振興を掲げる計画数の割に，RESAS の使用

実績が少ない傾向がみられた．こうした分野では，計画立案者が利用したいデータが

RESASに搭載されておらず，e-stat 等で得られるオープンデータや，自治体が独自に保有

するデータを用いて分析がなされているケースも多くみられた．とりわけ多くの計画で用

いられていて，かつ RESASに搭載されていないデータとしては，観光関係では各自治体を

単位とした観光入込客数や外国人宿泊者数，農業関係では家畜飼養頭数や作物別の収穫

量，物流関係では，港湾別や空港別の輸出入実績・貨物取扱量データなどが挙げられる．

このことから，政策立案の現場では，RESASに現在搭載されているような詳細なデータよ

りも，まずは各自治体の現状を端的に表す基礎的なデータに対する需要が大きいことが伺

われる． 

以上，地域未来投資促進法の同意基本計画における RESAS 利用の特徴と課題を概観した

が，上で挙げた課題のなかには，RESASそのものの改良によって解決されるものもあれ

ば，使用者側での研鑽を求めるものもある．以下の(3)では，主に後者の課題に焦点を当

て，RESASさらには統計データを活用してより効果的な政策立案を行うための指針につい

て検討したい． 

 

(3)政策立案現場での RESASの効果的な活用に向けた指針 

 (2)では，地域未来投資促進法の同意基本計画における RESAS 利用の特徴として，RESAS

をどのように，どの程度使用するかについては，計画ごとに差がみられることに言及し

た．具体的には，多くの計画では，RESAS の入口部分にある構造系のグラフ機能が人気と

なっており，より分析的なメニューについては，利用実績が少ないという傾向が摘出され

た．このように，従来は経験から漠然としたかたちで把握されていた地域の特徴をデータ

で裏付けられるようになったことは，データの利用を進める上での第一歩であり，こうし

た第一歩を踏み出す上で，RESAS が果たしている役割は大きいものだといえるだろう．た

だ，こうした第一歩の次の一歩については，踏み迷っている自治体も多い．多くの同意基

本計画では，RESASの使用は地域の特徴の概観に限られており，それより先については，

現場に密着した質的記述の領域であると考えられているようである．この点をめぐって

は，本報告書に記録されているシンポジウムにおいても様々な意見があがっており，

RESASの改良によって分析の道が開けるという声もあれば，RESAS はあくまでも分析の入

口であるという見解も聞かれた．それらはどれかが正しく，どれかが間違っているという
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ートフォリオグラフであり，同じく構造系のメニューであった（図１０）．このページもま
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の構成上の特徴を概観するのに便利である．五番目に利用が多かったのは，「産業構造マッ
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性質のものではないが，以下の報告では，既存の RESASの利用を前提に，その範囲で進め

られる「次の一歩」について，①地域の特徴を多面的データにより裏付ける，②地域の特

徴を様々な空間的関係により位置付ける，という二つの相互に関連する観点から検討を試

みることにしたい． 

 

①地域の特徴を多面的データにより裏付ける 

 ここでは，先に述べた，「最初の一歩の次の一歩をどうするか」という問題に沿って，

論を進めていくことにする．筆者がここで主張したいのは，RESAS の助けを得て踏み出さ

れる最初の一歩は，もちろん重要な一歩であるのだが，その一歩を振り返ることが，次の

一歩になるのではないかということである．多くの同意基本計画では，ある指標をもって

自治体の産業構造を代表させようとする傾向が強くみられた．付加価値額の産業分類別構

成や，全国順位をもってして，当該地域における基幹産業を抽出するといった試みがそう

である．このように特定の指標に地域の現状を代表させることは，一方では地域の特徴と

課題を簡潔に示せるという点では優れているが，他方では地域が抱える複雑性を，損なう

ことにつながりうる．また，計画によっては，ある産業の優位性をある指標を用いて示し

ながら，別の産業の優位性については，別の指標で示すという場合がみられたが，このよ

うにデータを用いることは，データそのものに分析を主導させるのではなく，優位に見せ

たいものが優位に見えるようなデータを恣意的に選んでいるという印象を与える．要する

に，勘や思い込みをデータによって定量的に裏付けることは，データの活用に向けた第一

歩であるが，その一歩においては，「どの」データによって裏付けるかということは，ま

だ勘や思い込み，あるいはそうあってほしいという願望に沿って決められているのであ

る．データの選択におけるこうした恣意性をできる限り排除するには，先の一歩を顧み

て，その一歩を様々な角度から検討することが必要である．そしてそのプロセス自体が，

分析を進めることになるだろう． 

 ここで，こうした検討作業が重要になる二つの極端な事例を紹介する．同意基本計画中

では，産業別の従業者数構成のグラフをもって，地域の産業構造を代表させるケースが多

くみられた．ところで，産業別の従業者数については，国勢調査でも，経済センサスでも

データが提供されており，このどちらを使用するかは，計画によってまちまちであった．

ただ，２つのデータが使えるからといって，どちらを使ってもよいというわけではない．

それぞれのデータの性格を踏まえたうえで，それぞれのデータが地域のどのような側面を

表わすのに適していて，またどのような側面は十分に表現することができないかという点

を，十分に吟味することが重要である． 

こうした吟味が重要になる例として，次の図１２は，北海道最北の島嶼自治体で，漁業

が盛んな礼文町における国勢調査ベースと経済センサスベースの産業大分類別従業者数を

示した．島嶼であるため，常住地ベースでの集計と従業地ベースでの集計という違いはほ

とんど無視できると考えられるが，それでも両者の数値には，産業によっては大きな違い

があることがみてとれる．具体的には，「漁業」や「教育，学習支援業」，「医療，福祉」，

「公務」では，国勢調査の従業者数の方が大きくなっているのに対し，「卸売，小売業」

や「宿泊業，飲食サービス業」では，経済センサスの従業者数が大きくなっている． 

同様に，同意基本計画では，経済センサスの事業所ベースの従業者数や付加価値額と，

企業ベースのそれを，そのいずれか一方を用いる理由について特に断りを入れることもな

く用いているケースが多くみられたが，このデータについても，それぞれのデータが何を

意味するかについて，慎重な吟味が必要である．その一例として，図１３では，市外に本

社を置く大手メーカーの工場が集積する滋賀県東近江市における経済センサスの事業所ベ

ースと企業ベースの産業別従業者構成を示した．事業所ベースのグラフからは，電子・半

導体や電気機械工業が盛んであるという印象を受けるのに対し，企業ベースのグラフから

は，繊維工業が盛んであるという印象を受ける． 

 

 

図１２ 北海道礼文町における国勢調査ベースと経済センサスベースの従業者数 

出典：国勢調査，RESAS 

 

 

 
図１３ 滋賀県東近江市における事業所ベースの従業者構成（上）と企業ベースの従業者

構成（下）（2016年） 
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性質のものではないが，以下の報告では，既存の RESASの利用を前提に，その範囲で進め
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徴を様々な空間的関係により位置付ける，という二つの相互に関連する観点から検討を試

みることにしたい． 
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 本報告では，以上二地域の実情に即する形で，ずれが生じる原因を正確に特定するとい

うことは差し控え，こうしたデータを用いる際の一般的な注意点として，以下の点を挙げ

ておく． 

・RESAS に搭載されている経済センサスのデータは，民営事業所のみを対象としたデータ

である．それゆえ，教育や医療，福祉といったサービスの提供における公的セクターの役

割が大きい非都市部の自治体では，調査の対象が全事業所であるか，民営事業所のみであ

るかによって，結果に無視できない違いが生じることとなる． 

・経済センサスは事業所に対する調査であるため，農林水産業の自営業者のような，事業

所の形をとらない経営体については，集計上含まれない．一方，国勢調査は個人を対象と

しているため，主たる生業となっている限り，どんな仕事であろうと集計対象として計上

される． 

・国勢調査においては，複数の仕事を兼業している場合，主たる勤務先についてのみ回答

することになっており，一人に対して一つの仕事が紐づけられる．一方，経済センサス

は，事業所に対する調査であるため，一人が複数の仕事を兼業している場合，それぞれの

勤務先で従業者として計上されることになる．とりわけ，「卸売業，小売業」や，「宿泊

業，飲食サービス業」といった短時間勤務者が多い業種では，こうした兼業が計上されや

すい． 

・上の例とは関係がないが，類似した事象として，労働者派遣事業所の従業者は，国勢調

査では派遣先の業種・勤務地で集計されるのに対し，経済センサスでは，派遣元の労働者

派遣事業所の業種・勤務地で集計されることになる．そのため，労働者派遣事業所が集中

している都市圏中心部では，従業者数は実際にそこで勤務している人に対して過大評価と

なっており，また労働者派遣事業所が属する「サービス業（他に分類されないもの）」の

構成比が上昇する．逆に，派遣先の事業所が多い工業都市などでは，従業者数が実際にそ

こで勤務している人に対して過小評価となってしまう． 

・経済センサスの中では，事業所ベースの集計と企業ベースの集計があり，個々の事業所

の諸指標は，前者では事業所の所在地で集計されるのに対し，後者では，事業所を統轄す

る本社が所在する地域において集計されるため，支社・支店や非本社工場が多い地域で

は，実態に対して過小評価となってしまう． 

 以上，主要なもののみを列挙したが，こうした注意点は，RESAS 中には詳しく書かれて

いないため，元データを参照することなく RESASだけで分析する利用者には，容易に見逃

されてしまうだろう．とはいえ，こうした注意点をすべて理解しないと使えないのであれ

ば，RESASの魅力である手軽さが損なわれてしまう． 

実のところ，こうした注意点をすべてあらかじめ踏まえておく必要はないし，あらかじ

め踏まえておけばその後は何の懸念もなく万事が上手く進行するという性質のものはデー

タ分析においては存在しない．むしろ重要なのは，あらかじめすべてを決めておくことで

はなく，一歩一歩進みながら，進むと同時に顧みながら，分析の過程で指針を定めていく

ことである．以上のような注意点も，あらかじめ踏まえておくべきことではなく，分析の

さなかに，なぜこのような差が生じるのかという疑問をつきつめていくうえで，気づかれ

るべきことであろう．そしてこうした試行錯誤は，異なる指標や異なる地域で同様のグラ

フを瞬時に作成することができ，また作成したグラフをダッシュボードに保管して，必要

に応じて比較できる RESASによって，大幅にハードルが下がった作業でもある．以上の主

張を締めくくるに当たり，RESAS を使って上手に分析を進めている事例に即して，主張を

具体化しておこう． 

 ここで取り上げるのは，RESAS ホームページ中の「自治体による利活用事例」

（https://resas.go.jp/case/#/24/24202）のなかに収められている香川県観音寺市の活

用例である．分析内容の詳細は，文書中で要領よくまとめられているため，適宜省略する

ことにして，ここでは分析を進めていく過程に焦点を当てたい． 

 観音寺市の分析は，主に図１４に示したような流れで進行する．背景としては，地域経

済の活力低下と，産業振興の必要性が挙げられており，そのような状況下で，いかなる産

業を，いかに政策的に支援すべきかを検討すべく，RESAS が活用されている．具体的な分

析としては，まず，「産業構造マップ」の横軸棒グラフを用いて，市の主要産業として，

食料品製造業とパルプ・紙・紙加工品製造業が抽出される．次に，市内に本社を持つ事業

所を中心に，労働生産性が対全国比で低くなっており，政策的支援の余地がある食料品製

造業が，分析のターゲットに定められる．この際，出典が異なる両者を純粋に比較してよ

いかは議論の余地があるものの，企業ベースの労働生産性と事業所ベースの労働生産性の

違いから，分析の着想を得ているのが特徴的である．続いて，問題があると診断された労

働生産性について，近隣自治体と推移の傾向が比較され，地理的な立地条件は大差ないに

も関わらず，労働生産性が上昇傾向にある三豊市が，詳細な比較候補として選定される．

さらに，以上の労働生産性の推移傾向の差異が，付加価値額の推移傾向の差異と従業者数

の推移傾向の差異に分解され，どちらの要因が強く効いているのか分析される．その結

果，寄与が大きいことが明らかになった付加価値額の推移傾向について，RESASの付加価

値額増減率の要因分析機能を活用して，三豊市では，事業所当たり出荷額の寄与が，付加

価値額の上昇に寄与していることが明らかにされる．こうして，改善の具体的なターゲッ

トとして，事業所当たり出荷額という指標が抽出され，このように絞り込まれた問題意識

をもとにして，市内の中小企業経営者に対して，独自の実態調査が企画され，支援政策へ

とつなげられている． 
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図１４ 観音寺市の RESAS利活用事例のフローチャート（一部省略） 

 

以上の過程で重要な点は，第一に，分析の過程で，次の一歩が見出されていき，最終的

には政策によって効果的に介入できる地点へと到達しているということである．ここで，

基本的なことではあるが，上の事例では課題点を中心に，分析が進められているというこ

とが重要である．地域未来投資促進法の同意基本計画の多くにおいては，もっぱら地域の

優位性にのみ焦点が当てられ，課題点に関しては，示されはするものの，それ以上の分析

が差し控えられる傾向があった．しかし，課題点こそ，突き詰められるべきものであり，

その結果介入が有効であり，現実的でもあるような地点を見つけ出すことが，政策立案に

RESASおよびデータを用いるうえでの最終目的なのだといえないだろうか．第二に，これ

らの過程で，RESASが最大限に活用されているということである．とりわけ，付加価値額

増減率の要因分析などは，産業構造マップの中でも分析的側面が強い機能であり，こうし

た機能を単に利用するだけではなく，政策立案に還元できるようなかたちで解釈を加えて

いるという点が評価される．第三に，RESASでの分析を，独自調査の前段階として用い，

そこにつなげていることである．RESASは全国一律のフォーマットでつくられており，地

域間の比較が容易である分，その地域特有の課題を追求する上ではどうしても限界を持っ

ている．そうした課題については，独自に，その地域の課題に則した仕様で調査を行う必

要があるが，上の例では何を独自に調査しなければならないかを特定する上で，RESAS が

活用されている． 

 以上，観音寺市の活用例からは，RESAS はデータ分析の入口部分だけでなく，そこから

分析を進めていく上でも一定程度活用可能であると指摘することができる．もちろん，こ

の例のように分析が上手く進むとは限らないが，重要なのは，現状何が見えていて，何が

見えていないかということを常に意識しながら，見えていないものを少しでも明るみに出

すべく，様々な観点を設定し，試行錯誤してみることである．以上から，RESASをより効

果的に活用するための一つの指針として，地域の状況を多面的に裏付け，様々な観点から

見える地域像をつなぎあわせるようにして，分析を深めていくという方向性を提唱した

い． 

 

②地域の特徴を様々な空間的関係により位置付ける 

 ①では主に，自治体内での構成や推移を多面的に検討することに重点を置いたが，地理

的なデータを分析する際は，地域内での構成だけでなく，その構成が，別の地域との関係

において，あるいはより大きな圏域の中で，どのような特徴を持っているのかを，位置づ

けることも重要である．こうした位置づけには，単位当たり数値や構成比を自治体間で比

較したり，順位や特化係数を求めたりするといった様々な方法が考えられる．同意基本計

画でも，こうした位置づけの手法が用いられており，とりわけ数値の自治体間比較や，順

位での位置づけを行っている自治体が多くみられた（図１５）． 

 

 

図１５ 同意基本計画で用いられていた位置づけの手法 

 

ただし，ここにおいても，ただ何かしらの位置づけを行うだけで十分とはいえない．指標

の選択において恣意性が介入しうるということは先ほど述べたとおりであるが，今度は，ど

ことの関係で，どのスケールで地域を位置づけるかによって，当該地域の見え方は違うもの

になるということも意識しておく必要がある． 

具体例として，図１６ に，三重県四日市市の，対全国の特化係数を横軸，対三重県の

特化係数を縦軸，従業者数をバブルの大きさにとったバブルチャートを示している．右下

の部分，左上の部分は，対全国の特化係数の傾向と，対三重県の特化係数の傾向が一致し

ない産業，つまりはどのスケールを基準に当該地域を位置づけるかによって優位になった

り，劣位になったりする産業である．例えば情報通信業は，三重県内では比較的特化係数

の高い産業であるが，対全国でみると，最も特化度合いが小さくなっている．一方，四日

市市の基幹産業として通常イメージされる製造業は，対全国の特化係数は高いものの，対
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三重県での特化係数は，1を若干下回っている．

図１６ 特化係数（対全国，対三重県）と従業者数のバブルチャート（産業大分類別）

出典：経済センサス基礎調査（2014）

以上を踏まえると，ここにおいても，全国だけ，あるいは当該地域が属する都道府県だ

けと比較するのではなく，都道府県に位置づけるのなら，その都道府県をより大きな地方

の中に，さらにはその地方を，全国の中にという風に，対象地域を様々なスケールの中に

置いてみることが重要である．そして，そうした重層的な位置づけを行う中で，当該地域

の特徴が，どの範囲でなら際立ち，どの範囲であれば際立たないかを把握することができ

る．そうした把握は，政策立案にもつなげられる．例えばある特徴が，大きなスケールで

は際立ち，小さなスケールでは際立たないようであれば，周りに似たような特徴を持つ地

域が多い可能性が考えられ，そのような場合は，それぞれの自治体が個々に政策を打ち出

すのではなく，相互に連携しながら，規模の経済の獲得を目指すといった指針を打ち出す

ことも重要になる．

どことの関係で位置づけるかを検討するには，地図の使用も有効である．主題図的な地

図は，それだけで一つの比較となるし，より詳細な比較を行う上での候補を探すことにも

使える．また，地図では上のような位置づけを，パターンというかたちで，一枚の平面上

で行うことが可能である．すなわち，当該地域の都道府県内での位置づけ，地方内での位

置づけ，全国的な位置づけを，一枚の地図で，同時に確認することができる．また，上の

ような方法での階層的な位置づけでは，位置づける基準となる地域をその都度設定する必
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要があるため，位置づけ方が不連続的になってしまうが，地図では，連続的，水平的に位

置づけができるという利点がある．

例えば，ある運輸業が盛んな自治体が，自地域の運輸業を位置づけたいと考えるとき，

そのような位置づけは，少なくとも，空間的に近接している近隣自治体の中でどう位置づ

けられるかという観点と，同じような交通条件を持つ自治体のあいだでどう位置づけられ

るかという観点の，二つの観点から行われるのが一般的であるが（場合によっては，この

二つの観点はほぼ一致する），とりわけ後者の場合は，交通条件の空間的パターンに即し

て考察するのが有効である．この際，地図を用いると，高速道路などの交通条件が有する

空間的パターンと，自治体の運輸関係の諸指標の空間的パターンを重ねて見比べながら，

両者の関係がどうなっているかを考察することができる（図１７）．また，比較対象は近

隣地域に限られず，図１７のような関西の自治体であれば，関東の同じような条件の地域

ではどうなっているかという風に，空間的に離れた場所で比較対象の候補を探すことも容

易である．

図１７ 運輸業，郵便業従業者割合（事業所単位）の地図

出典：RESAS

このように，地図は対象地域を位置づける上でもっとも基本的な役割を果たしており，

RESASにおいても，多くのメニューの最も入口的な部分にマップ機能がつけられている．

それにも関わらず，同意基本計画においては，地図の使用は 2件しかみられなかった．も

ちろんこれは，地域未来投資促進法では，他地域との関係で当該地域を位置づけるより

も，地域内での構成や特徴を具体的に記述することに重きが置かれているからでもある

が，RESASに現在備わる地図機能の使い勝手がよくないことも，一因であるように思われ

る．この点については，本報告書収録の住吉報告において詳しく指摘されているように，

マップ機能の改善が求められるだろう．
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三重県での特化係数は，1を若干下回っている．

図１６ 特化係数（対全国，対三重県）と従業者数のバブルチャート（産業大分類別）

出典：経済センサス基礎調査（2014）
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図１７ 運輸業，郵便業従業者割合（事業所単位）の地図

出典：RESAS
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(4)おわりに 

 本報告前半では，地域未来投資促進法の同意基本計画をもとに，平均的な地方自治体に

おける RESAS およびデータ利用の特徴を明らかにした．その結果，地方自治体の計画文書

作成という場面における RESASの普及余地は依然残されているものの，データ利用の第一

歩を踏み出す上で，RESAS が一定の役割を果たしていることが明らかになった．ただし同

時に，RESAS の利用は入口どまりであり，手軽な図表作成を越えた，分析ツールとしての

応用は道半ばであるという点も課題として浮上した．本報告後半部では，そのような現状

に対して，RESAS をより多面的・多角的に使用するというかたちで，次の一歩を踏み出す

という指針を提案した．こうした提案をする上で，常に念頭に置かれていたのは，データ

というものは，「生の現実」を表しているわけではないという点である．データは常に何

らかの観点や定義に沿って，現実を表象可能なかたちに加工したものであり，その観点や

定義には，常に一定の限界がある．しかし，だからといって，データの使用に意味がなく

なるわけではない．個々のデータがどのような定義，どのような観点からつくられている

のか．何が向いていて，何には向いていないのか．そのように，それぞれのデータが意味

するところをきちんと理解し，解釈した上で（あるいは分析の過程でそうした理解と解釈

を身につけながら），あるデータの不足点を，別のデータで補完する形で，観点を増やし

ていくことが重要である．こうした作業は，様々なデータが一元的に集約されたプラット

フォームとしての性格を持つがゆえに，個々のデータの性格が見過ごされやすい RESAS を

使用する上では特に重要となってくる． 

冒頭にも述べたように，RESASは豊富なデータの提供と，使いやすいユーザーインター

フェースによって，それまでデータに触れてこなかった人にもデータ利用の門戸を開いた

のであるが，それを「活用」「応用」していくとなると，どうしても個々の利用者の技能

の向上にかかっている．本報告では，「個々の努力」で片づけられがちなその技能の内容

を，地域未来投資促進法の同意基本計画という実例に即した形で，できるだけ言語化する

よう試みた．本報告もまた，限定されたものであるが，各自がデータなるものの性質を顧

みて，個々のデータを活かした分析を行ううえでの一助となれば幸いである． 

  

６６  RREESSAASSににおおけけるる「「ママッッププ機機能能」」のの強強化化とと充充実実にに向向けけてて  

住吉康大（東京大学地域未来社会連携研究機構 RESAS政策立案チーム） 

 

(1)はじめに 

「地域経済分析システム」である RESASは，官民の保有するビッグデータを一元的に集約

し，独自の集計と直感的な操作を実現する Webインターフェースによって，地方創生の様々

な取り組みを情報面から支える役割を期待されている．実際に，一般の利用者が容易に入手

できない情報資源や，煩雑な処理を伴う整備が施された統計データを容易に利用すること

が可能になっており，当初から中心的な存在であった政策立案の現場のみならず，近年では

教育の現場でも利用が進んでいる． 

RESAS の有する大きな強みの一つが，「見える化」にあることは疑いの余地がない．ブラ

ウザ上での数回のクリックによってさまざまな統計情報を速やかに描画し，時に再加工可

能な形で情報源をダウンロードすることも可能なサービスは RESAS をおいてほかにない．

リリース以後次々に機能が拡充され，消費や観光など，国や自治体の統計調査のみからは明

らかにできない情報についても捕捉可能になっており，さらなる活用の可能性が広がり続

けているといえるだろう． 

しかし，2020年度に発行された当機構の報告書『RESAS（地域経済分析システム）を活用

した政策立案に関する調査報告書』では，森嶋報告（同 pp.40-42）においてこの「見える

化」についての課題と要望が示されている．本稿で注目したいのは「GIS的な機能，要する

に地図描画機能についてもう少し充実できるとありがたい」という記述である． 

2022 年 1 月現在，RESAS のトップページからメインメニューを開くと，さまざまな分析

項目が「人口マップ」から「地方財政マップ」までの 9項目に分類されている．実際，多く

の分類において，中分類以下（「人口マップ＞人口構成」など）を選択すると，カラフルに

色分けされた，あるいは点や線の重ねられた日本地図が表示される．いわば地図描画機能は

RESAS にとって主要な入り口であり，多くの利用者が最初に触れる RESAS の強み，「見える

化」の象徴ともいえる存在なのである．その地図描画機能に「もう少し充実」が求められて

いる状況は，早急に調査と改善が求められてしかるべきであろう． 

そこで本稿では，実際の政策立案に RESAS が活用されている例として毎年開催される「地

方創生☆政策アイデアコンテスト」（以下，政策アイデアコンテスト）の入賞作品などを例

に示しながら，いかなる点で RESASの地図描画機能が「もう少し充実できる」のか，そして

その充実はどのような意義を有するのかについて述べていきたい． 

 

(2)機能の現状と本稿の背景 

まずは報告書執筆時点における RESAS マップ機能の現状について概観したい． 

2022年 1月現在，RESASでは 300以上の統計メニューが提供され，そのうち 81項目がマ

ップ機能を伴い，地図化してデータを示すことが可能である．基本的な統計として市区町村
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単位で提供されている情報については，おおむね地図化して表現できる状態にある． 

もちろん，政策立案の現場においては，さらに小規模のスケールでの分析を行いたいとい

う需要もある．図 1 は，2020 年度の政策アイデアコンテストにおいて地方創生担当大臣賞

を受賞した団体の発表資料から引用したものである． 

 

 

図 1 小地域統計への需要が示される例 

（https://contest.resas-portal.go.jp/2020/asset/files/works/02.pdf より引用．

2022年 2月 1日最終閲覧） 

 

この例では，松江市の中でも特定の地域（東持田町）について地理的な位置と人口の統計

情報の図示を試みているが，RESAS では市区町村以下の小地域単位でのデータ提供は行われ

ていないため，Google Map と県の統計データベースを駆使して目的を達成している．ITス

キルに長けており，情報源を自ら確保できる利用者であればこのような分析が可能である

が，RESASによってこれらの分析をも運用可能となれば，地域の現状や政策立案に関心を持

って取り組みを行う人々のすそ野がさらに広がる可能性を持っているといえるだろう． 

ただし，市区町村よりもさらに小さいスケールで提供されている情報は国勢調査（町丁目

別）や農林業センサス（農業集落別）など少数に限られているし，すべてを掲載すれば情報

量が膨大となって，処理にかかる PCやネットワークの負担が大きくなったり，ライトユー

ザーにとっては過剰な機能の増加によって煩雑な印象を与えたりするおそれもある． 

そこで，本稿では，情報量を無暗に増やすという方向ではなく，現状提供されているデー

タに基づいて，さらに実用性を高め，政策立案などに応用する際のエビデンスとして用いや

すくするための機能の改善を中心に検討したい．具体的には以下の 3点にまとめられる． 

①表示スケールについての課題 

地理的スケール，数量的スケールの双方において，より有効に統計情報を地図上に描画

する上での改善の余地がみられる． 

②ベースマップとの関係についての課題 

統計情報を可視化する際の「下図」となる地図に改善の余地があり，他の情報ソースと

併用することでさらに一歩踏み込んだ検討が行いやすくなると考えられる． 

③絶対量の図示方法についての課題 

現在 RESASのマップ機能で主に表示されるのは「ヒートマップ」（数値に基づいて色分

けされた階級区分図）または「花火図」（出発地と到着地を結んだ曲線が描かれる図）の

2つであるが，情報の種類によっては現状の提供手段を用いるとこれらの表現が受け手に

誤解を与えうる可能性がある． 

以下では，これらの 3項目について，改善例も含めて検討していく． 

 

(3)課題と改善策 

①表示スケールについての課題 

初めに，地理的スケールの課題について述べる． 

 

 
図 2 市区町村単位での標準的な表示範囲 

RESAS「人口マップ-人口増減」において透過率 80%のヒートマップを筆者作成． 

 

図 2は，RESAS のトップページから「人口マップ」を選択し，「市区町村単位で表示する」

を選択して山形県酒田市の 2015 年人口増減率のヒートマップを表示した状態である． 

指定地域である山形県酒田市が画面中央に表示され，隣接する自治体の様子も概観する

ことができる． 

このような地図機能は，同一県内や同一地域振興局内など，より広い視点で複数の市町村

の状況を並べて比較したいという目的で利用されることが主であると考えられる．しかし

図 2の表示状態から縮尺を変更し，山形県全域が収まる形にまで縮小すると，当該自治体の
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図 2 市区町村単位での標準的な表示範囲

RESAS「人口マップ-人口増減」において透過率 80%のヒートマップを筆者作成．

図 2は，RESAS のトップページから「人口マップ」を選択し，「市区町村単位で表示する」
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周辺までしかヒートマップが作成されていない．これは再読み込みや表示の切り替えによ

って解消されるが，広域表示ではまた異なる問題が生じる．

図 3 山形県全域を画面内に収める表示範囲

RESAS「人口マップ-人口増減」において透過率 80%のヒートマップを筆者作成．

それは，図 3に示したように，表示領域のすべての市区町村について階級区分された図が

作成されるという問題である．市町村の担当者など，調査対象地域についての土地勘がある

利用者であれば自治体間の境界線を理解して図を解読することができるかもしれないが，

学校教育の現場や，国内他地域との比較目的でこの機能を利用する場合を想定すると，不親

切な設計になっていると言えるだろう．

実際，2020 年度の「政策立案コンテスト」で優秀賞を受賞した団体の資料を見ても，こ

の「図示したい領域を強調表示できない」という問題が顕在化していた．図 4に示したよう

に，林野率を示した図において，RESAS上で当該自治体であるいなべ市だけを強調すること

ができないために，別途着色して加工している．これでは，階級区分の色分け（黄色や赤色）

が意味をなさなくなり，正確な情報伝達に支障をきたす．

この指摘は，利用者のスキルや利用方法を批判する目的のものではなく，コンテストに入

賞する水準まで操作に習熟している利用者に対してさえも，RESASの機能上の限界が誤用を

生んでいるという現状を示すためものである．

図 4 「政策立案コンテスト」受賞作品の図（左）と RESAS上での実際の表示（左）

左図は https://contest.resas-portal.go.jp/2020/asset/files/works/08.pdf より引用．

2022 年 2 月 1 日最終閲覧．右図は RESAS「産業構造マップ-林業-山林分析」において 2015

年の林野率を実数で表示し筆者作成．

図 5 観光マップの「ポリゴンを読み込む」機能を有効化した場合の表示

RESAS「観光マップ-目的地分析」において山形県のすべての市区町村を選択し「ポリゴンを

読み込む」機能を実行した状態で筆者作成．
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この問題については，解決は比較的容易であるように思われる．現在リリースされている

機能の中ですでに，「観光マップ」内「目的地分析」において「ポリゴンを読み込む」とい

う選択肢（表示したい市区町村や都道府県を選択すると該当範囲が網掛けされる）が有効化

されている（図 5）．この機能を他のマップにも応用することが，解決策として期待される．

次に，数量的スケールの課題について述べる．

先に述べた通り，RESASのマップ機能で中心的な役割を担うのは，データの数値に応じて

階級区分を行い，各階級に対して色を割り当てて表示する「ヒートマップ」である．数値の

高低を視覚的に把握できるため，広範な範囲を対象に比較検討する上で役立つ．

しかし，その役割が全く発揮されない例も散見される．図 6は，「産業構造マップ」から

「全産業」での都道府県別付加価値額（企業単位）を示したものである．大企業の本社が集

中する東京都の数値が突出しているため，自動的に作成された区分ではその他の道府県す

べてが同じ階級に区分されてしまい，実用性が失われている．

図 6 ヒートマップが実用性を喪失している例

RESAS「産業構造マップ-全産業-付加価値額（企業単位）」で全国を表示して筆者作成．

これは，全国規模での表示だけに発生している問題ではない．市区町村単位で作成した図

7では，図 6にみられる極端な偏りは発生していないものの，同じ階級（最も濃い赤色）に

区分されている山形市（448,398 百万円）と仙台市（2,444,049百万円）の間に実数値では

6倍近い差異がある．他のデータソースや階級においても同様の問題は発生しており，適切

な地域間比較に結び付かないばかりか，視覚的に大きな誤解をもたらす危険性もある．利用

者の側が統計リテラシーを身に付けることは重要であるとしても，表示機能として看過で

きない問題であるといえよう．

図 7 市区町村単位の表示における階級区分の現状

RESAS「産業構造マップ-全産業-付加価値額（企業単位）」で「市区町村単位で表示する」を

選択し，筆者作成．

この問題の解決策として参考になるのが，国土地理院の提供する Web版の地理院地図（電

子国土 Web）である．この Webサイトでは，図 8に示した通り，任意の地域を選択して利用

者自身が階級の閾値（色の変わり目）を自由に設定して標高図を作成することが可能となっ

ている．

例えば平野が広がる東京都周辺と，険しい山地が連なる長野県周辺などでは，同じ区分で

標高を表すと適切な図示ができなくなることは想像に難くない．このような地域差に対応

するため，目的や調査対象地に合わせた設定を利用者自身がカスタマイズできるように配

慮されているのである．

これと同様の機能を RESAS にも実装することで，図 6 や図 7 に示した課題を解消し，利

用者の目的に応じて，地域の実情に即したよりミクロな比較に活用できるようにすべきで

あろう．
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図 8 地理院地図（電子国土 Web）より「自分で作る色別標高図」

https://maps.gsi.go.jp/ から筆者作成．2022 年 2月 1日最終閲覧．

このような階級区分図の作成は，本来であれば GIS（地理情報システム）と呼ばれる専用

のソフトウェアを使って行うのが一般的である．無料ソフトウェアである「MANDARA」や

「QGIS」，Web 上での操作が可能な「ひなた GIS1)」や「MANDARA JS2)」なども提供されてい

るが，前者は環境構築や操作法の習得が複雑であり，後者は機能的に未発達の部分も多いた

め，現時点では気軽な利用には不向きである．

RESASはこれらの点において優位性を保っており，提供されるデータの豊富さにも強みを

もつだけに，図示の段階における調整まで可能になれば，政策立案の現場のみならず，令和

4年度から必修化される「地理総合」で重視されている GISの実習などにまで大きく活用の

幅が広がると考えられる．

②ベースマップとの関係についての課題

ベースマップとは，各種の統計情報を地図化する際の「下絵」になるような地図のことを

指し，RESAS では図 9のように表示される．

図 9 RESAS におけるベースマップ

RESAS「人口マップ-将来人口メッシュ」で島根県松江市・鳥取県米子市周辺を表示し，「メ

ッシュを読み込む」動作を行わなかった状態で筆者作成．

RESASでは，ベースマップとして OpenStreetMap（OSM）を利用している．OSMは，誰でも

閲覧・編集が可能なオープンデータの地図であり，一定程度の精度が担保されている一方で，

RESAS上での表示においては，縮尺によって文字の表示が小さくなり，自治体名や地域名の

視認性が下がったり表示されなかったりするという課題を抱えている．まずは細かな部分

での使用感にも改善が望まれる．

また，一枚の大きな画像として表示されているため，構造上は地図の上から各種のヒート

マップが重なる形となる．Webブラウザ上で閲覧する上では特に問題ないが，政策立案の現

場においては，公共施設などの位置を示す点データや高速道路・鉄道などの位置を示す線デ

ータを，各種のヒートマップよりも前面の階層に表示できる方が，分析上のメリットが大き

い場合がある．例えば，図 10は四日市市周辺の将来人口メッシュを示しているが，人口が

増加するエリアと著しく減少するエリアがそれぞれ存在している．この場合，それぞれにど

のような施設が立地しているのかとか，交通アクセスがどのように影響しているのかなど，

原因の分析と将来の計画策定に向けて分析したい事項が多数発見される．しかし，現状の

RESASではそれらの情報を重ね合わせて表示することに対応していないため，現状把握の一

歩先のステップに進むことができない．

例えば，国土交通省では「国土数値情報ダウンロードサービス」において公共施設や集客

施設，高速道路や鉄道など各種の地理情報をオープンデータとして提供している．これらの

点データや線データを，ヒートマップの階層と分けて重ね合わせることができれば理想的

である．
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図 8 地理院地図（電子国土 Web）より「自分で作る色別標高図」
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図 10 三重県四日市市の将来人口メッシュ

RESAS「人口マップ-将来人口メッシュ」で三重県四日市市周辺を表示し，2015 年から 2050

年にかけての増減率を透過率 50％（薄いメッシュ）で読み込んだ状態から筆者作成．

しかし，先にも述べた通り，情報量が増加することは，操作が煩雑になったり，動作が重

くなったりする危険性と隣り合わせである．そこで，より簡易的な改善手法の例として，国

土地理院が Web上で提供する「地理院タイル」をベースマップとして利用する手法を提案し

たい．地理院タイルとは，前項①の図 8で例示した地理院地図（電子国土 Web）に対応する

ものであり，様々なシステムに組み込んで利用することができる．ベースマップを OSMから

地理院地図に変更することで詳細な分析に向けてヒントを得ることが可能になる例につい

て以下に述べる．

図 11 は，鹿児島県鹿児島市について，RESAS の「まちづくりマップ」から「建物利用状

況」を表示し，2020 年の共同住宅空家数を示した地図である．図中の北西部と南東部（枠

で囲ったエリア）において，空家数が多くなっていることが見て取れる．

図 11 鹿児島県鹿児島市の建物利用状況（共同住宅空家数）

RESAS「まちづくりマップ-建物利用状況」において「市区町村単位で表示する」を選択後，

「地図で見る（メッシュ表示）」を選択．「空家数を種類別にみる」から「共同住宅」を選択

し，メッシュ読み込みにて透過率 50％（薄いメッシュ）を選択して筆者作成．

RESAS上でこの原因を検討したい場合，地域の特性を見るために人口メッシュを表示させ

るという手法がある．2015年の増減状況を表示したのが図 12である．

図 12 鹿児島市の人口メッシュ（総人口増減数，2015年）

RESAS「人口マップ-人口メッシュ」において総人口の増減数を透過率 50％で表示して筆者

作成．
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これを見ると，北西部の空家増加エリア（武岡 2丁目）では人口が減少しているにもかか

わらず，南東部の空家増加エリア（上之園町）では人口が増加している傾向が判明する．こ

れだけでも両者の性質の違いが示唆されるが，OSMの表示スケールの限界上，両地域が具体

的にどのような地域であるのかは検討できない．Google マップなど外部サービスで航空写

真を閲覧する，もしくは現地に調査に行くなど，RESAS以外のツールを活用する必要が生じ

る．

しかし，地理院地図では，両地区の建物の分布状況まで拡大して表示することができる．

図 13 地理院地図（電子国土 Web）における鹿児島県鹿児島市の地図表示

https://maps.gsi.go.jp/ から筆者作成．2022 年 2月 4日最終閲覧．

図 13を見ると，北西部の武岡 2丁目は大規模な公共住宅の団地が造成されており，南東

部の上之園町では建物が密集している状況にあることが理解できる．ここまで詳細な表示

を確認できれば，「前者は従来型の団地の老朽化に伴って人口が流出して空家が増加したの

に対し，後者では需要増に応じてマンション建設などで新たな集合住宅が増加したことで

一時的に空家数が増えたのではないか」など，原因についてより詳細に推測することができ

るのである．

以上，ベースマップとの重ね合わせについての課題を指摘し，地理院タイルをベースマッ

プに用いることの利点を述べた． Webブラウザ上で動作するサービスである以上，プログ

ラムの複雑さや動作環境との兼ね合いから，機能分化を進めて地図の詳細な表示は外部サ

ービスに切り分けるという方針もありえる．しかし，RESAS内においてワンストップで様々

な考察を進められる方が，利用の幅・深さともに向上するというのが筆者の立場である．

③絶対量の図示方法についての課題

最後に，現行のマップ機能では誤解を招きかねない地図表現ができてしまうという大き

な課題について指摘したい．

図 14 絶対量と相対量で大きく表示が異なる林野面積についてのヒートマップ

RESAS「産業構造マップ-林業-山林分析」から筆者作成．

図 14は，RESAS「産業構造マップ-林業」から山林分析のヒートマップを作成したもので

ある．左が保有山林面積（総面積）の実数（絶対量），右が林野率（相対量）での表示であ

る．

実数で表示する場合，総面積が広い北海道だけが突出するのは当然であり，本来はヒート

マップのような面的な塗りつぶしによる描出に適さない事例である．一方，絶対量の図示が

求められる場合もあるため，すべての項目を相対量の表示にするのではなく，利用者の意図

に応じて棒グラフや円のサイズによる図示など，絶対量と相対量それぞれにとって適切な

表現方法を選べるようにするという解決策が望ましい．
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図 15 観光マップの目的地分析における出発地の表示

RESAS「観光マップ-目的地分析-飛騨高山の古い町並-出発地を表示（都道府県単位）」か

ら筆者作成．

また，RESASの大きな特徴の一つである観光マップの目的地分析や，消費マップの From-

To分析で用いられる花火図にも，改善の余地がある．ブラウザ上では動画として表現され，

出発地から到着地へと線が伸びていく動作が繰り返されることにより，移動の状況を感覚

的に理解することが可能だが，資料の作成などの実用段階では，画面キャプチャしても線全

体が表示されないため（図 15），有効に活用することができない．

さらに，観光マップであれば目的地の検索回数，消費マップであれば各産地からの流入割

合など，それぞれにおいて図示されるデータは，いかなる数値であっても同じ太さの線で表

現されてしまう．静止画としても活用しやすいように，また，資料の読み取り手に誤解を与

えないように，数値に太さが比例する矢印など，他の手法でも表現できるように，表示方法

の選択肢を増やす必要がある．

これらの事項は，資料の作り手や読み手に高い統計リテラシーがあれば違和感を持って

指摘・再検討することが可能であるし，独自に作図・再編加工するという手段をとることも

できる．しかし，RESASは利用の門戸が広く，気軽に利用できることが特徴であり，強みで

もある．したがって，受け手のリテラシーに依存するのではなく，可能な限り誤解を招かな

いよう表示形式に工夫を加え，適切な作図がなされるように整備することが重要だろう．

(4)おわりに 

本稿では，現状の RESASマップ機能について概観したのち，①表示スケールについての課

題，②ベースマップとの関係についての課題，③絶対量の図示方法についての課題，という

3点を指摘して，それぞれ具体例を示しながらどのような問題が顕在化しているのかを詳細

に記述したうえで，既存のデータベース等を応用してどのような解決策が考えられるかを

提案した．以下，各事項について端的に解決策をまとめる． 

①表示スケールについての課題 

・RESAS内の「観光マップ」に実装されている「ポリゴンを読み込む」機能を他のマップ

にも応用することで，主題とする自治体の強調表示を実現． 

・地理院地図（電子国土 web）の機能に類するような，階級区分を利用者自身が調整でき

る機能の実装． 

・（将来的に）国勢調査小地域統計，農林業センサス農業集落別集計など，市区町村以下

のスケールに紐づいたデータの実装． 

②ベースマップとの関係についての課題 

・「地理院タイル」など，ベクターデータ（拡大しても画質が劣化しない）かつ詳細な表

示が可能な地図をベースマップに導入することで，RESAS内におけるワンストップでの

分析可能性を向上． 

・「国土数値情報ダウンロードサービス」などで提供される点や線のデータを独立したレ

イヤーとして重ねられるようにすることで，ヒートマップの応用可能性を向上． 

・（将来的に）道路ネットワークデータなどを活用し，到達圏の描画なども可能にするこ

とで，商圏の分析や公的サービス需給の計画局面における利用を促進． 

③絶対量の図示方法についての課題 

・現状のヒートマップまたは花火図という 2 つの選択肢に限らず，絶対量のデータを可

視化する際に誤解を招かないような表現方法（バブルサイズ，棒グラフなど）を選択可

能にする． 

・動画化された花火図だけではなく，矢印などを用いた静止画での情報提供も行う．また

線の太さに比例させるなどの手段で量を可視化する． 

以上，将来的な発展の可能性も含めて取り纏めた．以前のシンポジウムや報告書では「動

作が重い」という指摘があったことからもわかる通り，機能の充実は動作の快適性とのバラ

ンスを考慮したうえで慎重に進めなければならないものである．筆者はプログラミングや

Webページの技術の専門家ではないため，上述の提案の中には無謀ともいえる試みが含まれ

ているかもしれない．しかし，様々なビッグデータを集約し，次々に多くの人々への提供を

可能にしてきた RESAS が，現在の利用状況にとどまっているのは非常にもどかしい，という

のが一利用者でもある筆者の偽らざる実感である． 

本稿をきっかけとして，随所に隠れている「小さな使いにくさ」が解消され，「痒い所に

手が届く」地域分析のツールとして，より多くの現場で RESAS が活用される未来に期待を込
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めて，結びとしたい． 

 

注 

１）https://hgis.pref.miyazaki.lg.jp/hinata/ （2022 年 2 月 1 日最終閲覧） 

２）https://ktgis.net/mdrjs/ （2022 年 2 月 1 日最終閲覧） 

  

７７  地地方方自自治治体体ににおおけけるる RREESSAASSをを活活用用ししたた政政策策のの推推進進支支援援  

松川博明（内閣府沖縄総合事務局 RESAS 普及活用支援調査員） 

 

(1) はじめに 

 内閣府沖縄総合事務局経済産業部では RESAS の普及，活用支援を目的として，地方自治

体や教育機関を中心に出前講座やセミナー，コンテスト等を実施している．2015年 4月よ

り RESAS が提供されて以来，7年が経過しようとしているが，近年地方自治体における

RESAS活用支援に対するニーズに変化が生じている．RESASが提供された当初は，地方創

生の情報支援としての RESASの概要や，RESAS で得られるデータについての説明等が求め

られていた．一方で近年は，「RESASで得られたデータをどのように政策立案に活かすこと

ができるか」という視点での RESAS活用のニーズが高まっている．しかし，ゼロベースで

RESASを活用して政策立案を実現することは容易なことではなく，地方自治体にとっても

何から手をつけてよいか分からず，ハードルが高いという声も多くあがっている．そこ

で，当局においては，ゼロベースからの RESAS を活用した政策立案ではなく，既に自治体

において推進している事業や，今後着手する予定である事業構想に対して，検討の深掘り

をするための RESAS活用の普及を推進している． 

 今回は，RESAS を用いた事業の価値向上を目的として，沖縄県糸満市における物流団地

等造成事業の事例を紹介するとともに，最後に地方自治体における RESAS活用の可能性と

課題について言及したい． 

 

(2) 沖縄県糸満市の物流団地等造成事業における RESASの活用について 

糸満市では，国道 331号が開通して以来，アクセス性が格段に向上し，産業用地の取得

ニーズが高いものの工業団地は完売しており，ニーズに対応できていない状況がある．そ

のため，物流団地等造成事業においては，新たな事業用地を創出し，雇用拡大・定住促

進・産業振興等による将来の魅力あるまちづくりを推進することを目的としている．2022

年 1月時点において，土地区画整理事業及び環境アセスメントの法手続きを行っている最

中であり，2023年度に都市計画決定，2025年度に造成工事を行い，分譲開始は 2027年度

を予定している． 

今回は，本事業の先進事例視察やヒアリングを実施する前の基礎データ整理及び仮説設

定段階における RESAS 等のデータ活用方法について，糸満市に提案した内容を紹介する． 
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① 糸満市の概要 

糸満市は，本島最南端に位置する人口約 6万 2000

人，面積 46.6km2の，海人（ウミンチュ：漁師）の

まちとして知られる漁業が盛んな地域である．ま

た，各地域には旧暦文化に根差した各種の伝統行事

も数多く残るとともに，沖縄戦の激戦地であった事

から多くの戦跡も存在している． 

産業構造について，売上高構成割合をみると「卸

売業，小売業」が最も大きな割合を占めており，次

いで，「製造業」，「建設業」と続く．特に製造業につ

いては沖縄県における構成割合が 8.4%に対して，

糸満市における構成割合が 22.7%と約 2.7倍高いこ

とが分かる． 

 

図表 1 糸満市の産業構造（売上高） 

 

出典：総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工 

 

  

② 調査・分析の概要 

現在計画中の真栄里地区物流団地において

RESAS 等を活用して発展の可能性を探すことを

目的とした．調査の方向性として，県外物流団

地，物流施設等を対象に，RESAS から得られた

データ，各種調査をはじめ，自治体や民間事業

者の取組み等を基に多角的な視点から調査・分

析を行った．また，物流拠点造成に向けて，先

進事例の基礎情報の整理，視察前の仮説設定を

行い，これからとるべきアクションの提案を行

った． 

分析対象物流団地・物流施設については，県

外の物流団地・物流施設のうち糸満市で計画し

ている物流施設と類似している施設を中心に

調査した．また，2011 年から 2018年にかけて，

RESAS「まちづくりマップ＞事業所立地動向」のデータ中，特徴的な変化がみられた地域を

任意に選定した．（図表３） 

今回は分析対象物流団地，物流施設のうち糸満市の視察候補地である千葉県流山市と，企

業誘致の視点からベンチマークしている愛知県常滑市の中部臨空都市について，詳細な事

例調査を実施した．さらに国道 331号線開通による動向予測の参考事例として，宮崎県都農

町における都農 IC開設前後の事業所立地動向について調査した． 

 

図表 3 分析対象物流団地・物流施設 

  

都道府県 市町村 物流団地名 開設年月日

千葉県 船橋市 MFLP　船橋I 2016年10月

千葉県 船橋市 MFLP　船橋II 2019年10月

千葉県 船橋市 MFLP　船橋III 2021年6月

千葉県 流山市 GLP　ALFALINK 2018年2月

愛知県 常滑市　 中部臨空都市 2005年

神奈川県 愛甲郡 GLP 厚木Ⅱ 2016年6月

埼玉県 比企郡吉見町 GLP吉見 2015年9月

大阪府 吹田市 GLP吹田 2017年8月

岡山県 総社市 GLP 岡山総社Ⅰ 2013年2月

岡山県 総社市 GLP 岡山総社II 2015年10月

千葉県 市川市 GLP・MFLP 市川塩浜 2014年1月

千葉県 柏市 MFLP柏 2015年11月

大阪府 茨木市 MFLP茨木 2017年9月

愛知県 小牧市 MFLP小牧 2017年1月

愛知県 稲沢市 MFLP稲沢 2017年5月

福岡県 糟野町 MFLP福岡I 2016年10月

宮城県 大衡村 Fグリッド宮城 2013年2月

図表 2 物流団地予定地 周辺概況 
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③ 千葉県流山市の事例からみた物流団地による産業発展の可能性 

 千葉県流山市は，首都圏の北東部あたり，首都圏から 25キロメートル圏内にある人口約

20 万人の都市である．東京都心への直結鉄道であるつくばエクスプレス開業により，秋葉

原と 20 分で結ばれていることや，JR 武蔵野線や東武野田線利用により，都心だけでなく，

さいたま新都心や千葉の幕張などへもアクセスできること，常磐道流山インターチェンジ

を使えば都心のみならず，羽田空港までも 1 時間程度でアクセス可能であるという利点か

ら，物流拠点としても魅力的な街である． 

今回は物流拠点として注目される流山市へ糸満市が視察もしくはヒアリングを実施する

にあたっての情報整理という位置づけで，基礎情報の整理，流山市の取り組みについて住民

誘致の視点，産業振興の視点から RESAS等のデータを活用して分析した． 

 

図表 4 流山市の交通網 

 

出典：大和ハウス工業株式会社 HPより作成 

  

i. 住民誘致の視点からの分析 

流山市は 2005年につくばエクスプレスが開通後，都心部までのアクセスが向上した．ま

た，市内に 3つの新駅ができたことに伴い，駅周辺や沿線地域で大規模な土地区画整備事業

や，既存宅地への住宅建設が好調に推移したことにより，人口が増加している．近年では年

間約 5000人が流入し，2020 年は 2.6％の人口増加率となり，千葉県内で１位の人口増加率

であった．特にここ約 10 年で増加した 3 万 5 千人のうち，主力が 35 歳～39 歳の共働き夫

婦と子どもであり，子育て世代の誘致に注力した結果が表れている． 

 

図表 5 流山市の自然増減・社会増減の推移 

 

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び世帯数調査」再編加工 

 

 住民誘致の視点からみた流山市の特徴的な取り組みとして，自治体初の「マーケティング

課」を設置し，若い世代が心地良く過ごせる街づくりに注力していること，住民誘致のター

ゲットとしている子育て世代に対して，つくばエクスプレス乗換駅で子供の送迎をしてく

れる送迎保育ステーション事業を実施していること等がある．また，住民誘致のターゲット
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出典：大和ハウス工業株式会社 HPより作成 

  

i. 住民誘致の視点からの分析 

流山市は 2005年につくばエクスプレスが開通後，都心部までのアクセスが向上した．ま
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であった．特にここ約 10 年で増加した 3 万 5 千人のうち，主力が 35 歳～39 歳の共働き夫

婦と子どもであり，子育て世代の誘致に注力した結果が表れている． 

 

図表 5 流山市の自然増減・社会増減の推移 

 

出典：総務省「住民基本台帳に基づく人口，人口動態及び世帯数調査」再編加工 

 

 住民誘致の視点からみた流山市の特徴的な取り組みとして，自治体初の「マーケティング

課」を設置し，若い世代が心地良く過ごせる街づくりに注力していること，住民誘致のター

ゲットとしている子育て世代に対して，つくばエクスプレス乗換駅で子供の送迎をしてく

れる送迎保育ステーション事業を実施していること等がある．また，住民誘致のターゲット
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を 30代の子育て世代に絞り，子育て世代が自然に流山市を選択してくれるような動機付け

を行い，実際の引っ越しに結びつくようなマーケティングを実施していることも併せて取

り上げた． 

 物流施設開設及び運営における特徴的な取り組みとして，民間と連携して，農地から物流

施設への転用を実現したこと，物流センター内には託児施設が併設されており，「子どもの

そばで働けるまちづくり」を推進させていることなどを取り上げ，流山市と民間事業者が同

じ方向性を向いた物流施設開設の取り組みを紹介した． 

 これらの調査から，まちづくり，住民誘致の視点からみた物流拠点の造成に向けて，流山

市や，民間事業者がどのように施策を実行していったか，意思決定のプロセス等も踏まえた

情報収集の重要性を認識した上で，より質の高い視察，ヒアリングの実施を提案した． 

 

ii. 産業振興の視点からの分析 

 流山市の産業構造を売上高ベースで見ると，卸売業・小売業が最も割合が高く 26.0%，次

いで，製造業が 25.1%となっている．特に製造業については千葉県平均の 14.6%に比べて，

1.71倍と大きな割合を占めている． 

 

図表 6 流山市の産業構造（売上高ベース） 

 

出典：総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工 

 流山市の製造業における事業所数と従業者数の推移を見ると，2018 年に物流拠点が設置

されて以降，製造業の従業者数が増加していることが分かる．また，事業所数においては

2018 年までは減少傾向であったが歯止めがかかっている．この要因として物流施設の機能

性の高さが推察される．利用顧客のニーズに応えるために，特別高圧電気や給排水設備の引

き込みなど，従来倉庫では難しい流通加工業務を実現したことや，多額の初期投資が必要で

ハードルが高かった冷蔵倉庫も賃貸で利用可能であることから，物流拠点としてだけでな

く，工場，トラックターミナル，冷凍冷蔵庫など，様々な事業用途にも活用されている．以

上のことから「生産・加工が可能な工場機能を併せ持った物流施設が竣工したことで，減少

傾向にあった製造業が増加に転じた可能性があるのではないか」という仮説を設定し，今後

のヒアリング項目の提案を行った． 

 その他，物流拠点設置による課題として，「交通への影響」「景観や周辺環境への影響」も

想定されるが，これらに関するデータは RESAS 及びその他ミクロデータでは抽出すること

が困難であるため，現場担当者へヒアリングを実施することで生の声を拾うことの重要性

を提案した． 

  

図表 7 流山市の製造業における事業所数と従業者数の推移 

 

出典：令和２年度版流山市統計書 
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④ 中部臨空都市（愛知県常滑市）の事例からみた企業誘致による産業発展の可能性

中部臨空都市は中部国際空港（セントレア）の空港島のうち東側地域 (107ha) と，その

対岸部 (123ha) を合わせた 230ha ほどの地域であり，愛知県と常滑市が合同で企業誘致を

進めている．2005 年セントレアが開設後，セントレアを核として陸・海・空のアクセスに

優れた環境と最先端の都市機能を備えた次世代型産業拠点を形成しており，進出企業は

2020年 10月現在で合計 52 社となっている．

中部国際空港を中心としておおむね３km 以内の範囲において，事業所数の動向を RESAS

のまちづくりマップを用いて調査したところ，RESAS で調査可能な 2011 年～2018 年におい

て，事業所数推移は，2015年以降，販売・卸を中心に増加している．これは 2015年に愛知

県内最大級の商業施設がオープンしたことがきっかけと推察される．

図表 8 中部臨空都市周辺の事業所立地動向

出典：日本ソフト販売株式会社「電話帳データ」

企業誘致のための取り組みとして，愛知県と常滑市は各種奨励金や，規制緩和を実施して

いる．具体的には，高度かつ先端的な技術を利用する製品の製造を行う工場や研究所の新増

設に対する高度先端産業立地促進奨励金や，空港対岸部に新たに立地する企業に対する立

地促進奨励金及び雇用促進奨励金，また，規制緩和においては，事業者が購入した敷地を最

大限活用するために工場立地法における特定工場の緑地面積及び環境施設面積の割合を緩

和していることを紹介した．

企業誘致に対して，様々な取り組みがあるが，これらの制度がどの程度企業誘致に関与し

ているかは，RESAS 等のデータでは把握することが困難である．そのため，進出企業の制度

活用実績や，誘致プロセス等をヒアリングすることで，今後制度設計を行っていく上での参

考になるのではないかと提案を行った．

⑤ 宮崎県都農町の事例からみた幹線道路開通による事業所立地動向予測

宮崎県都農町は宮崎県沿岸部の中央部に位置する人口約 1 万人の自然豊かで温暖な気候

を活かした農業が盛んな町である．都農町では，2012年に東九州自動車道の都農 IC（イン

ターチェンジ）が開設されたことで，都農 ICから日向 ICの約 20kmが高速道路で結ばれる

こととなり，交通アクセスの利便性が向上した．

都農 IC周辺の事業所立地動向をみると，都農 ICが開設された 2012年以降，多くの業種

で，事業所数の増加が確認できる．交通アクセスの利便性向上により，物流・人流の効率化

が周辺産業を活性化させ，複合的な産業活性化につながったのではないかと仮説をたてた

が，RESAS 等のデータのみでは，因果関係の詳細な把握は困難である．都農町に対して，幹

線道路開通後の施策をヒアリングすることで，糸満市における国道 331 号線開通後の産業

活性化の施策検討に活用することができるのではないかと提案した．

図表 9 都農 IC周辺の事業所立地動向

出典：日本ソフト販売株式会社「電話帳データ」

(3) 地方自治体における RESAS活用の可能性と課題

今回の事例においては，糸満市が物流団地等造成事業を推進するにあたって，先進事例

調査を行う際に RESAS を活用した．具体的には，視察やヒアリングを実施する事前の仮説

設定や，価値の高いヒアリング項目の設定を目的として，RESASを一つの調査手段として

利用した．しかし，RESAS のみでは全体を俯瞰するようなマクロな分析にとどまってしま

う部分も多いため，自治体統計のようなミクロなデータや，施政方針のような定性的な情

報を組み合わせることで，ヒアリングの際に深掘りすべき項目を抽出することができる可

能性が広がると考える．また，留意事項して他自治体と比較する際に RESAS活用は有効で

都農IC開設
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あるが，比較対象の選定や妥当性を検討する際には分野に対応した専門的な知見が必要に

なる．さらに，先進事例の取り組みを横展開することは，自治体ごとで実情が違う状況の

中で，該当自治体に対して先進事例の取り組みが有効であるかの検討が必要である． 

冒頭でも述べたが，RESAS が 2015年に提供されて以来 7年が経過しようとしており，

RESAS内のツール，データが拡充してきているため，RESASを使用する場面が多様化して

いる．政策立案のための RESAS活用のみならず，現状分析，課題特定，先進事例調査，効

果検証など RESAS の活用範囲は多岐にわたる．今後，地方自治体において RESASの効果的

な活用を普及していくには，RESASを使用することを目的とせずに，自治体が本来の目的

を達成するための手段としての RESAS 活用方法や，他ツールとの相乗効果を明らかにして

いくことで，地方自治体にとって本当に意味のある地域経済分析が可能になると考える． 

    

ⅣⅣ  公公開開シシンンポポジジウウムム「「RREESSAASSをを応応用用ししたた政政策策立立案案のの現現状状とと課課題題」」のの記記録録  

  

１１  ププロロググララムム  
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１１  ププロロググララムム  
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２２  シシンンポポジジウウムムのの記記録録  

 

 司会（久保） 皆さま，こんにちは．1時になりましたので，東京大学地域未来社会連携

研究機構主催の公開オンラインシンポジウムを開催いたします．お忙しい中，本日はオンラ

インにもかかわらず，200名ほどご参加いただいています．3時間ほどのシンポジウムでご

ざいますが，お付き合いをよろしくお願いしたいと思います． 

 本日のタイトルですが「RESASを応用した政策立案の現状と課題」ということで，これか

ら講演，報告，また皆さま方との討論という形で進めさせていただきたいと思います． 

 このシンポジウムの趣旨でございますけれども，当機構は東京大学の中に 2018 年 4月に

開設されまして，地域の課題解決に関わる学内の部局を集めたプラットフォームを構築す

るということでスタートしております．本日もご講演をいただきますけれども，内閣官房か

ら政策立案支援オープンネットワークの事務局の仕事を一昨年度から請け負っていまして，

その流れでこのシンポジウムにつきましては一昨年，昨年，今年と 3 回目になります．た

だ，今日もそうですけれども，2回目，3回目はコロナの影響でこういった形でオンライン

で開催させていただきます．特に 3年目でございますので，RESASを応用して，これからど

ういう政策立案ができるかということを主体として，今日は皆さま方と意見交換等をして

いきたいと思います． 

 本日の流れでございますが，3部構成でございまして，まずお二方から講演をいただきま

す．経済産業省地域経済産業グループ地域経済産業調査室長の芳田様，それから内閣官房デ

ジタル田園都市国家構想実現会議事務局企画官の菊田様から，ご講演をいただきます．それ

から報告といたしまして，岡山大学の福田先生，山形大学の山田先生，東京大学の原田さん，

住吉さん，4者の方から RESASの使い方等についてのご報告をいただきます．最後になりま

すけれども，3時から 4時の 1時間でございますが，当機構の機構長，松原がモデレーター

になりまして「現場からの報告と討論」ということで，内閣府沖縄総合事務局より，糸満の

事例を中心にご報告をいただきます．それから，中海・宍道湖・大山圏域市長会より RESAS

の研修の事例をご報告いただいて，それにつきまして皆さま方と意見交換をさせていただ

きたいと思います． 

 限られた時間でございますので，皆さま方からいろいろ質問，ご意見等あると思いますけ

れども，Zoom 会議のチャットの機能を利用していただいて，質問，意見を上げていただけ

ればと思います．最後に「現場からの報告」の中で取り上げさせていただいて，ご質問に対

するご回答等ができればと思います．どうぞよろしくお願いいたします． 

 それでは，最初に経済産業省の芳田様からご講演をお願いいたします．よろしくお願いい

たします． 

 芳田 私は経済産業省の地域経済産業グループ地域経済産業室長をしています，芳田直

樹と申します．今日は貴重な機会をいただきまして，ありがとうございます．私のほうから

RESASの概要について，ご説明をしたいと思います． 

 「地域経済の『見える化』に向けた取り組み」ということで，20分ほどご説明したいと思

います． 

（P1）皆さま，ご承知のところもあると思いますけれども，地域経済に関連するさまざま

なビッグデータ，政府の統計であったり，民間のデータといったところを見える化するシス

テムとして RESAS を構築し，2015 年 4 月から提供しています．今年で７年目を迎えている

というところでございます．こちらは初心者でも簡単に使えるシステムということで，主に

各地方自治体の職員の皆さま方にご活用いただいていると思います．地方版「まち・ひと・

しごと創生総合戦略」の KPI 設定といったところでも広くご活用いただけると思っていま

すけれども，今回のタイトルに「RESASを応用した政策立案」とございますとおり，政策立

案にも RESAS をぜひ応用していただきたいと思っていますし，効果検証にも使えるよう，わ

れわれとしても改善を進めていきたいと思っております． 

 こちらはマップの一覧でございます．人口マップから地方財政マップまで，９つのマップ

がございまして，最初の総メニューとしては 25のメニューから開始した RESASであります

けれども，皆さまのご要望等も踏まえながら，足元では 81のメニューまで拡大しているよ

うな状況でございます． 

 （P2）次に，こちらは見づらくて恐縮ですが，1番から 9番までのマップを整理いたしま

して，その中にどういった情報を入れているかということを記載しています．赤字の部分が

昨年の 12月に更新をしたメニューでございまして，青字の部分は昨年の 2月に再編をした

メニューでございます．今日は「1.人口マップ」，「6.観光マップ」，「7.まちづくりマッ

プ」で新しく加えたものを中心に，使い方や，どんなことが RESASで分かるのかについて，

ご説明できればと考えております． 

 （P3）続いて RESAS の PV数，ページを見ていただいた数ですけれども，おかげさまで 2021

年の年間の数字は約 859 万ページビューというところでございます．右側の円グラフはア

クセス元の傾向ということになりますけれども，公共機関の 41％を中心に大学や学校，そ

して民間企業でも 13％，ご活用いただいているというところでございます． 

 左下は 2021 年 PV 数ランキング上位メニューですが，人口マップや観光マップが上位に

あり，コロナの中で，いろいろと行動を制限せざるを得ないところもあったかと思いますけ

れども，そのような中でも，観光マップの目的地分析といったところは非常に高い PV数を

誇っている状況でございます． 

 続きまして，RESAS の中で実際にどのようなデータが見られるのか，この機会に少しご紹

介をさせていただきたいと思います． 

 （P4）まず人口構成ですけれども，人口マップの中にございまして，こちらは都道府県・

市区町村単位で，人口構成や人口推移をピラミッドや折れ線のグラフで見ることができま

す．こちらは石川県珠洲市の事例ですが，2015年のピラミッド，そして 2045 年のピラミッ

ドを示すことができます．そして，こちらは石川県の中でも能登半島の最北部である奥能登

という地域ですが，こちらの 4市町の総人口や年少人口といったところを，1980年から 2045
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年まで合算した数字で見ることができます． 

 （P5）次のページは人口増減でございますけれども，こちらは都道府県・市区町村単位で

人口の増減率が表示できます．ヒートマップで日本全国を表示することができまして，左側

を見ていただきますと青い部分が多いですが，こちらについては人口減少率が 2～4％とい

う状況になっています．一方で，千葉，東京，福岡等を中心に，大都市圏の近くでは黄色な

いしはオレンジになっていますが，人口の増加率がプラスになっていることが一目で分か

るような状況でございます．そして，こちらは群馬県の例でございますけれども，人口の自

然増減と社会増減の推移を表現しています．1960年から足元の 2020年まで，両者がどうい

う軌跡をたどっているかといったところも可視化できます． 

 （P6）続きまして，人口の自然増減です．こちらは地域の少子化・働き方指標を都道府県・

市区町村単位で示すことができます．一例ですが，神奈川県の少子化関係指標で分析をした

ものでございます．こちらは縦軸に合計特殊出生率，横軸に平均初婚年齢（女性）としてお

りますが，見ていただきますと，神奈川県が右下にございますけれども，初婚の年齢が高く，

出生率も低いといったことが各都道府県との比較において出ています．一方で，沖縄県につ

きましては平均初婚年齢が低く，出生率も高いといったところが見てとれるかと思います． 

 もう一つは，働き方関係等指標というものもございまして，こちらで神奈川県を同じく分

析をしてみますと，縦軸が出生率で，横軸が 1日当たりの通勤等の時間です．神奈川県は通

勤時間が長くて，出生率も低い．こういった相関があるのではないかといったところを図で

示しています．こちらは沖縄県でございます．沖縄につきましては，通勤時間は短く，出生

率が高いことをこの散布図で見ることができます． 

 （P7）続きまして，社会増減についてのパートでございます．こちらは岡山県岡山市の社

会増減を調べてみたところですが，日本地図を見ていただきますとおり，転入超過が多くな

っております．どこから転入をしているのかということですが，隣県からの転入超過が見て

とれます．逆に転出超過につきましては，青い点が集まった部分が二つ見られると思います

けども，近畿の県や首都圏への転出超過が多いことが分かります．そして，転入超過の内訳

でございます．トップ 10 のうち，8 地域は岡山県内でございまして，転出につきましては

トップ 10のうち，7地域は近畿か中国地域といった状況が分かります． 

 こういった可視化をすることによりまして，例えば地方自治体さんの中において UIJ タ

ーンといった施策にもつながり，どういった都道府県に PRをすれば効果的なのかといった

ところも考え得るデータではなかろうかと思います． 

 （P8）続きまして，人口メッシュです．こちらは 500ｍメッシュ単位で，国勢調査の総人

口であったり，男女別人口，世帯数といったところをヒートマップで表示しています．こち

らは埼玉県蕨市で，東京都の各区を除いて，全国で最も人口密度が高いと言われているとこ

ろでございます．こちらの人口メッシュのヒートマップを見てみますと，こういった分布に

なっていまして，色の濃いオレンジ色や赤のところが，メッシュとして人口密度が高いこと

を示しております．逆に，水色や青，少し緑色の所については，やや人口密度が低いことを

示しているものでございます． 

 そして，こちらは同じく蕨市の区分メッシュ度数分布図です．それぞれのメッシュの中に

いらっしゃる人の数のメッシュの数と，メッシュの累積度数を示しています．おおむねほか

の自治体さんの中においては，やはり人口が密集している所，ないしは山間部で人の密集度

が少し薄くなっているところで，メッシュの数が右，左に寄ってしまうところがありますけ

れども，蕨市におきましては均等に市内で人口が分布していますので，メッシュの数が均等

な形で分布しています．蕨市の人口の密度の高さが，このグラフで分かるのかなと思います． 

 （P9）続きまして，将来人口メッシュの説明をさせていただきたいと思います．こちらは

1kmのメッシュ単位でヒートマップに，公園や体育館，市役所といった各種の施設を掲示さ

せていただきまして，指定した距離，100m から 10km の半径の範囲にいらっしゃる人口が，

どのように変化するのかということをグラフで表示する機能がございます． 

 こちらは千葉県柏市にある新十余二の第一公園という所を選んだ例でございます．2050

年までの人口増減図を見てみますと，2050 年にかけて人口が増えるということでございま

す．こういう指標を見ますと，各自治体様におきまして，公園の維持管理や統廃合をどうす

るかといったような課題も，インフラ整備で出てくると思いますけれども，例えばこういっ

たデータで人口が増えるのであれば，さらに更新をしていき，人口が逆に減っていくのであ

れば，統廃合を含めてどうするかといったと議論の契機にもなるのではないかと思います． 

 （P10）続きまして，事業所立地動向です．こちらは，まちづくりマップのほうにござい

ます．これは民間データですけれども，約 500万件の電話帳データで事業所の集積状況を把

握することができます．こちらは日本橋付近の事業所ですけれども，赤い点が複数の事業所

で，例えば，ビルの中に複数の事業所が入っている場合は，赤点でございます．青い点につ

きましては単独の事業所でございまして，こちらについて事業所の推移，どういったところ

が多いのか，もしくはどう推移したのかといったところも見てとれます． 

 （P11）そして，次は From-to分析ということで，滞在人口の分析をモバイル空間統計か

ら取ることができます．今回，出雲市の滞在人口の表示を左に載せておりますけれども，中

国地域を中心として，近畿からも滞在人口が来ていることが見てとれると思います．出雲市

におきまして，島根県内から出雲市への滞在人口数，そして島根県外から出雲市への滞在人

口，こういったところを見てとることができます．こちらにつきましては，中海・宍道湖・

大山圏域市長会の構成員の方々の自治体からの流入，滞在が多いことが見てとれます． 

 （P12）そして，目的地分析というものがございます．こちらはナビタイムジャパンさん

の経路検索条件データを用いて目的地分析というものができるようになっています．例え

ば山形市の中で，公共交通機関を使ったときに最も検索をされている施設はどこなのかと

いうことを調べてみますと，蔵王温泉，蔵王温泉スキー場といった所が多くなっています．

そして，自動車を使う方々は，山形市でどこを検索しているかといったところもデータとし

て取れます．こちらにつきましても大きく傾向は変わりませんけれども，蔵王に続きまして，

第 2に立石寺が入っているといったところがこの目的地分析から分かります． 
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年まで合算した数字で見ることができます． 
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を見ていただきますと青い部分が多いですが，こちらについては人口減少率が 2～4％とい

う状況になっています．一方で，千葉，東京，福岡等を中心に，大都市圏の近くでは黄色な
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析をしてみますと，縦軸が出生率で，横軸が 1日当たりの通勤等の時間です．神奈川県は通
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たデータで人口が増えるのであれば，さらに更新をしていき，人口が逆に減っていくのであ

れば，統廃合を含めてどうするかといったと議論の契機にもなるのではないかと思います． 
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きましては単独の事業所でございまして，こちらについて事業所の推移，どういったところ

が多いのか，もしくはどう推移したのかといったところも見てとれます． 

 （P11）そして，次は From-to分析ということで，滞在人口の分析をモバイル空間統計か

ら取ることができます．今回，出雲市の滞在人口の表示を左に載せておりますけれども，中

国地域を中心として，近畿からも滞在人口が来ていることが見てとれると思います．出雲市

におきまして，島根県内から出雲市への滞在人口数，そして島根県外から出雲市への滞在人

口，こういったところを見てとることができます．こちらにつきましては，中海・宍道湖・

大山圏域市長会の構成員の方々の自治体からの流入，滞在が多いことが見てとれます． 

 （P12）そして，目的地分析というものがございます．こちらはナビタイムジャパンさん

の経路検索条件データを用いて目的地分析というものができるようになっています．例え

ば山形市の中で，公共交通機関を使ったときに最も検索をされている施設はどこなのかと

いうことを調べてみますと，蔵王温泉，蔵王温泉スキー場といった所が多くなっています．

そして，自動車を使う方々は，山形市でどこを検索しているかといったところもデータとし

て取れます．こちらにつきましても大きく傾向は変わりませんけれども，蔵王に続きまして，

第 2に立石寺が入っているといったところがこの目的地分析から分かります． 
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 （P13）そして次のスライドは，蔵王温泉を目的とした際の出発地を一覧として示したも

のでございます．公共交通機関を使う場合，山形県，宮城県からが多いのですが，それ以外

にも東京，神奈川，埼玉から出発していることが多いといったところがデータとして取れま

す． 

 こちらは自動車で出発した場合の一覧ですが，やはり東京，神奈川，埼玉といった関東圏

からの検索件数も多いということでございます．ただ，いずれにしても自動車を利用しての

検索は，山形県と宮城県が特に多くなっています．こういったところも検索している交通機

関別に見ることができます． 

 （P14）そして，最後になりますが，東京から山形市に出発したときに，どれぐらい時間

がかかるのか．こういったところも，近距離移動時間分析で見ることができます．東京都の

千代田区から山形市までは，公共交通機関を使って 257 分で移動できるといったことが分

かります． 

 そして，こちらは山形駅を中心にメッシュを取ることができまして，蔵王温泉まで行く場

合に，どれぐらいの時間がかかるのかを見ることができます．オレンジ色の「60 分程度」

は，こういったところに分布をしていますので，山形駅から蔵王温泉まで，公共交通機関を

使って 60分ぐらいで向かうことができるといったところが見てとれます． 

 そして，新しく加えた機能といたしまして，右側にポリゴン表示ができるようになりまし

た．山形市の中での町・字単位で，表示をすることができます．こういったことによりまし

て，蔵王温泉までピンポイントで時間が何分かかるということを見ることができます． 

 こういったことが RESAS に新しく加わった機能でして，今回ご報告をさせていただきま

した．時間を少し超過してしまいましたけれども，私からのご説明は以上でございます．お

時間をいただきまして，ありがとうございました． 

 司会 芳田様，どうもありがとうございました．申し遅れましたけれども，私は機構の研

究員をしております，久保と申します．よろしくお願いいたします． 

 では，続きまして内閣官房の菊田様より，ご講演をお願いいたします．よろしくお願いい

たします． 

 菊田 私は内閣官房デジタル田園都市国家構想実現会議事務局の菊田と申します．われ

われは，ビッグデータチームというチームで，RESAS・V-RESAS を使った地域経済の見える

化に取り組んでいます．V-RESAS は，後から作った RESASのファミリーだということで Vと

加えて名付けています． 

 （P1）今回，感染症の影響が地域に大きな影響を与えていることから，これをリアルタイ

ムで可視化するために，令和 2年（2020 年）の 6月から運用を開始しています．1週間おき

のデータ更新ということで，よくオルタナティブデータとも言われますが，民間のリアルタ

イム性の高いデータを提供しています． 

 （P2）RESAS・V-RESAS は，習熟度が低くても直感的に利用できるということに強みを持

っています．総務省の e-Statなど，多くのデータを提供するサイトもありますが，データ

を直感的に把握する中でいろいろな気づきが得られる RESASと，そのファミリーの V-RESAS

もあるという状況です． 

 V-RESASのデータを，いくつか紹介します． 

 （P3）携帯の位置情報による移動状況で，これは 2020 年 1月から足元，2022年 2月まで，

都道府県外から県境を越えて移動している人の数の増減が分かります．最初に 2020年 4月

から，コロナの最初の波が来た時期に，8 割くらいまで県境を越えた人の移動が減った後，

だんだん戻し，また大きな波が来るたびに減るということを繰り返しながら，足元でも引き

続き 0％以下のところにいます．コロナの影響は続いていて，人出はかなり減っていること

が分かります． 

 （P4）左側に東京都，右側に沖縄県です．足元，だんだん戻ってきてはいますが，まだ 2019

年と同じレベル，0％には達していません．市区町村内の移動，市区の域を越えて移動する

人，都道府県外から来ている人，三つに系列を分けることができます．いずれも東京は少な

くなっていることが分かります．一方，沖縄は，黄色の線だけがほかより減り方が少ないと

いうことが分かります．黄色は都道府県内の移動なので，沖縄県の中だけで動いている人の

数はそれほど減っていない．大きく減っているのは，都道府県外から来ている人で，外から

来ている，空港を通じてやってくる人は大きく減っていることと，そして，足元ではまた元

に戻ってきていることが分かります． 

 （P5）飲食店情報サイト「Retty」の閲覧数です．飲食にどれくらい関心が持たれている

かが分かります．まず，東京都では，2020年の最初のほうは平常どおりだったものが，4月

以降大きく減って，飲食店に対する関心がなくなったというのが分かります．それが 2020

年の夏から 9 月ぐらいに少し戻しますが，それ以降は 1 年かけてだんだん下がっているこ

とが分かります．鹿児島県で見ても，大きな傾向は変わりません．足元，直近でも 1月第 3

週は，2019年の同時期と比較して 6，7割減っていまして，やはり飲食店に人々の関心があ

まりないことが分かります． 

 （P6）次の POSをご覧ください．こちらは二つ取り出しました．生クリームとプレミック

スです．プレミックスは，家でホットケーキやたこ焼きを作る際の材料です．生クリームは，

ケーキ等の材料です．いずれも家庭内で作るもので，コロナが始まった 2020 年の春から夏

にかけて大きく上がった後，その後，飽きたのでしょうか，戻しています．この 2年間は全

て 0％より上に行っていて，2019年よりも売れ行きが良いことが分かります． 

 （P7）次の宿泊者数は，大きな影響を受けたことが分かります．2020 年春から夏にかけ

て，ほぼマイナス 100％まで落ち込んでいます．GoTo など政府の支援策の効果もあり，2020

年の秋に戻したのですが，2021 年の冬にコロナの影響で大きく落ちて，その後ずっと低い

ままです．コロナで宿泊はかなり影響を受けたというのが，この 2年間のデータの蓄積を見

ても分かります． 

 （P8）求人情報です．「美容／エステ／ネイル」はかなり人手が足りていないようで，募

集が多くなっています．一方，「映像／イベント」やアミューズメント関係は，引き続き募
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がかかるのか．こういったところも，近距離移動時間分析で見ることができます．東京都の

千代田区から山形市までは，公共交通機関を使って 257 分で移動できるといったことが分
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合に，どれぐらいの時間がかかるのかを見ることができます．オレンジ色の「60 分程度」

は，こういったところに分布をしていますので，山形駅から蔵王温泉まで，公共交通機関を

使って 60分ぐらいで向かうことができるといったところが見てとれます． 

 そして，新しく加えた機能といたしまして，右側にポリゴン表示ができるようになりまし

た．山形市の中での町・字単位で，表示をすることができます．こういったことによりまし

て，蔵王温泉までピンポイントで時間が何分かかるということを見ることができます． 

 こういったことが RESAS に新しく加わった機能でして，今回ご報告をさせていただきま
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 司会 芳田様，どうもありがとうございました．申し遅れましたけれども，私は機構の研

究員をしております，久保と申します．よろしくお願いいたします． 

 では，続きまして内閣官房の菊田様より，ご講演をお願いいたします．よろしくお願いい
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集はあまり多くないということがわかります．全般的に，足元の求人はかなり増えてきてい

ますが，業界によってかなり雰囲気には差があることが分かります． 

 （P9）ここから先は，いくつか活用事例を紹介します． 

 （P10）「緊急事態宣言の影響緩和に係る一時支援金」という政府の制度で，V-RESASのデ

ータもエビデンスとして活用いただくことができました． 

 （P11）V-RESAS の北海道庁の活用例です．宿泊では北海道への影響が大きかったことが

分かります． 

 （P12）北海道庁は「どうみん割」という，北海道の住民の方が北海道を旅する場合の補

助制度を作りました．この影響で，北海道内の北海道の住民による旅行が増えたことが，右

側の下の図で分かります． 

 （P13）2020 年の夏，真ん中の黄色い帯が 9 月から 10 月にかけて増えていますが，GoTo

トラベルで東京発着便も適用開始になった時期と重なります．GoTo トラベルの効果が確認

できます． 

 （P14）また，民間でも使っていただいています．ある温泉観光地で，一人旅，カップル

客が多かったことが分かります．お土産物屋がデータを活用しながら，商品ラインナップを

考えることができたという報告を受けています． 

 （P15）駅前の商店街で客足が減った店主の方が，人流のデータ，滞在人口のデータをみ

ることで，外的な影響が大きいということを確認されています． 

 （P16）われわれは，V-RESAS・RESAS の普及活動をしています．「政策立案ワークショッ

プ」では自治体の方々と一緒に，先ほどの RESAS・V-RESASを使いながら，自治体の関心に

合わせて，例えば「移住政策」「産業立地の推進」などですが，いろいろなデータを持ち寄

り，一緒に政策を立案する取り組みを続けています．今年度は，薩摩川内市，宗像市で，実

施しました．引き続き，さまざまな自治体で取り組みたいと考えています． 

 （P17）政策立案ワークショップの上越市の事例です． 

（P18）米子市の事例です． 

 （P19）RESASの使い方をお教えする講師を派遣しています． 

 （P20）データ分析セミナーでは，オンラインウェブ形式で，RESAS や V-RESAS にとどま

らずデータ利活用の方法について，さまざまな有識者に講演いただいています．ホームペー

ジで過去の講演の動画も見ることができますので，ご関心あればご覧いただければと思い

ます． 

 （P21）地方創生☆政策アイデアコンテストでは多くの応募をいただきました．自治体の

方々にも参加いただきたいです． 

 （P22）このアイデアコンテストでは，実現支援もしています．ぜひ，応募いただき，ま

たそれを実際に実現させる取り組みを，われわれと一緒にやっていただけると嬉しいです． 

 （P23）教育での活用にも取り組んでいきます．高校で RESAS を用いた授業をやってくだ

さっている先生方も，かなりいらっしゃいます．こういった方々と共に，RESAS・V-RESAS を

引き続き改善します． 

 （P24）最後に，RESAS・V-RESAS に関連した情報を発信する Facebookや YouTube，Twitter

も開設しております．ぜひご覧ください．ありがとうございました． 

 司会 菊田様，ありがとうございました．芳田様からは地域のデータや地域の比較，また

地図の活用等についてお話をいただきました．菊田様からは時系列の変化です．最近コロナ

で特に変化が大きいですけれども，そういったもののリアルタイムの変化の見方，また，

RESAS普及の取り組みについて，ご講演いただきました．お二方，どうもありがとうござい

ました． 

 引き続きまして，4名の方から報告をいただきます．最初は「企業間取引データを活用し

た政策立案」ということで，岡山大学の福田先生からお願いいたします．先生，どうぞよろ

しくお願いします． 

 

（以下 4名の発表については，報告記事としてまとめ直したものをⅢ章に収録しているた

め，省略した） 

 

 松原 皆さま，お疲れのところ恐縮ですけれども，これから第 3部に入っていきます．現

場からの報告ということで，最初に内閣府沖縄総合事務局経済産業部企画振興課の松川様

より，ご報告いただければと思います．よろしくお願いいたします． 

 松川 よろしくお願いします．ただいまご紹介いただきました，内閣府沖縄総合事務局経

済産業部 RESAS 普及活用支援調査員の松川と申します．本日はこのような機会をいただき

ましてありがとうございます． 

 本日は，沖縄県糸満市における RESAS活用事例の紹介となります．本シンポジウムは「政

策立案の現状と課題」というタイトルですが，今回の事例に関しましては，政策の 0から 1

の立案というよりも，どちらかと言うと既に自治体で動いている計画等に対して，RESASを

用いて今後の調査であったり，政策の実施に当たって，さらなる付加価値を与えるという視

点での事例となります． 

 糸満市は，沖縄県の南に位置する人口約 6万 2000人の市で，水産業が盛んで海人の町と

しても名が知られており，また平和祈念公園が立地しているため，平和の街としても名が知

られています．本事例では，糸満市において既に計画されている，物流団地の造成事業のた

めの県外事例の分析，また国道 331号線という大型幹線道路が開通したことによる，産業発

展の可能性を探るために RESAS等を活用しました． 

 （P2）事例の概要です．目的としましては，沖縄県糸満市にて計画中の物流団地造成事業

において，RESAS等を活用して発展の可能性を探すこと，併せて，国道 331号線が開通した

こともあり，幹線道路開通後の産業発展に向けての事例調査の一助を示すことと目的を定

めました．調査の方向性としまして今後，糸満市が物流団地造成事業を進めていく上で，ヒ

ントとなる情報の提供であったり，また視察やヒアリングを県外の自治体等に行う際に，そ
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の事前準備データとして RESAS 等を活用することで，視察やヒアリングの仮説設定の質の

向上等を目的としました． 

 分析対象に関しましては，まちづくりマップの事業所立地動向の中から，特徴的な変化が

見られた地域をこちらで調べまして，糸満市と相談した上で糸満市のベンチマーク先であ

る千葉県流山市と愛知県常滑市，セントレアの中部臨空都市を今回は調査いたしました． 

 （P4）実際の分析結果を見ていきます．こちらは糸満市が視察を検討している自治体とい

うことで，視察に行く前の事前情報の整理という位置付けで，今からお見せします資料を捉

えていただけたらと思います． 

 物流拠点として注目されている流山市ですが，住民誘致についても特徴的な取り組みを

しています．左側は人口マップですけれども，人口増減の推移を見ると，緑色の部分が社会

増減を示しておりまして，2005年以降人口増加率が急増していまして，近年では年間約 5000

人が流入しているようなところで，千葉県内で 1 位の人口増加率となっている自治体にな

ります．また，約 10年間で増えた 3万 5000人のうち，主力は 35～39歳の共働きの夫婦と

子供ということで，子育て世代の誘致に注力した結果となっております．右側の地図に関し

ましては，流山市は交通の便がよくて，物流施設等の立地に適しているということを表した

ものになります． 

 （P5）こちらのスライドは，流山市の具体的な取り組みについての説明です．RESASのデ

ータは用いておりません．ただ今後，糸満市が物流施設とまちづくりを効果的に進めるうえ

で好事例と言われている流山市の具体的な取り組みを紹介しました．内容について全ては

紹介できませんが，自治体でマーケティング課を初めて設置したり，民間と連携して農地か

ら物流施設への転用を実現したことも紹介させていただきました．その上で，こちらからの

仮説とアクションの提案として，まちづくり，住民誘致の視点から見た物流拠点の設置にお

いて，流山市担当者や民間事業者からの情報収集が重要ではないのかというところを提案

させていただきました． 

 （P6）続きまして，こちらは流山市の産業振興の視点からの説明資料です．左上は単純な

産業構造マップですけれども，左下の図の棒グラフは流山市の統計から取ってきた資料で

す．流山市において，2018 年の物流拠点設置以降，製造業の従業者数は，増加しているこ

とが分かります．また，事業所数は折れ線グラフのほうですが，2018 年まで減少傾向であ

ったところに歯止めがかかっています．こちらの要因として推察されるのが，物流施設の高

い機能です．要は生産・加工が可能な工場機能を持った物流施設が竣工したことで，減少傾

向にあった製造業が増加に転じたのではなかろうかという仮説や，物流拠点設置によって

発展した産業の実情を把握するためには実際，流山市の担当者や物流施設担当者からヒア

リングを行うことが重要なのではないかというところを，こちらのヒアリング項目例と併

せて提案させていただきました．その他，物流拠点設置によって懸念される課題についても，

交通への影響であったり，景観への影響というところは，RESAS，その他データでも公開さ

れている情報がなかったものですから，このような情報こそ，自分たちで取りに行くことが

重要ではないかというところで，こういった視点でのヒアリング視察も大事ではないでし

ょうかという提案をさせていただきました． 

 （P7）続いて，愛知県常滑市の中部国際空港（セントレア）を核とした，中部臨空都市の

事例です．こちらの事例の選定理由としましても，糸満市のベンチマーク先ということもあ

り，主に企業誘致の視点から調査しました．実際，愛知県と常滑市が合同で企業誘致を進め

ておりまして，進出企業数は 2020年 10月現在，計 52社ということで，実際に自治体がど

のような施策を行ったかを調査しました． 

 （P8）中部臨空都市周辺の産業別事業者数の動向について，RESAS のまちづくりマップを

活用しました．中部国際空港を中心として，おおむね 3km以内の範囲で 2011年から 2018年

において，事業所数が 2015年以降，販売・卸を中心にどっと大きくなっているところが分

かります．その他サービス業についても，微増という形で多くなっています．こちらは大き

なイオンモールがオープンしたことがきっかけと推察されます．実際，企業誘致の取り組み

として，自治体として奨励金や奨励制度，規制緩和があることも紹介しました．その上で，

こちらからの仮説とアクションの提案としまして，実際，誘致が進んで施策もあったところ

ではあるのですが，この奨励制度がどの程度企業誘致に寄与していたかという中身は，やは

り RESAS では分かりません．あくまで RESAS は結果を示すもので，そこのプロセスであっ

たり，規制緩和や奨励制度がどの程度寄与したかは，実際に当事者，愛知県や常滑市に聞き

に行くことが重要ではないかと提案させていただきました． 

 （P9）最後に，県外事例から見る国道 331号線開通による動向予測について，分析しまし

た．こちらの図の青い部分が国道 331号線で，大型幹線道路が近年開通しましたが，その後

の産業発展の可能性についてです． 

 （P10）こちらも先進事例調査ということで，宮崎県都農インターチェンジを例に説明さ

せていただきます．宮崎県都農インターチェンジは 2012 年に開設され，幹線道路が開通し

た前後における事業所立地動向を見たところ，2012 年のインターチェンジ開設後，その周

辺地域の事業所数の増加が見られることが分かります．このデータから仮説とアクション

の提案としまして，都農インターチェンジが開設したことによるアクセス向上の効果とし

て物流の効率化が図れたと仮説を立て，物流の効率化が周辺産業を活性化させ，複合的な産

業活性化につながったのではないかと推察されます．実際に，この仮説がどうだったかとい

うところを自治体に聞きに行く視察調査等も，価値があるのではないかという提案をさせ

ていただきました． 

 （P11）最後にまとめとしまして，今回の事例では最初に申し上げましたけれども，RESAS

を用いた政策立案ではなく，既に動き出している事業といった部分に関して，RESAS等を用

いて視察の事前調査やヒアリングの質の向上を目的としました．RESAS は，やはりあくまで

結果を示すものであるため，そのプロセスや真意，生の情報は，やはり直接ヒアリング等を

行うことが必要であると考えております．ただ，今回の事例のように RESASやその他情報を

組み合わせることで，ヒアリングの方向性や仮説の設定を具体化することは可能になるの
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の事前準備データとして RESAS 等を活用することで，視察やヒアリングの仮説設定の質の

向上等を目的としました． 

 分析対象に関しましては，まちづくりマップの事業所立地動向の中から，特徴的な変化が

見られた地域をこちらで調べまして，糸満市と相談した上で糸満市のベンチマーク先であ

る千葉県流山市と愛知県常滑市，セントレアの中部臨空都市を今回は調査いたしました． 

 （P4）実際の分析結果を見ていきます．こちらは糸満市が視察を検討している自治体とい

うことで，視察に行く前の事前情報の整理という位置付けで，今からお見せします資料を捉

えていただけたらと思います． 

 物流拠点として注目されている流山市ですが，住民誘致についても特徴的な取り組みを

しています．左側は人口マップですけれども，人口増減の推移を見ると，緑色の部分が社会

増減を示しておりまして，2005年以降人口増加率が急増していまして，近年では年間約 5000

人が流入しているようなところで，千葉県内で 1 位の人口増加率となっている自治体にな

ります．また，約 10年間で増えた 3万 5000人のうち，主力は 35～39歳の共働きの夫婦と

子供ということで，子育て世代の誘致に注力した結果となっております．右側の地図に関し

ましては，流山市は交通の便がよくて，物流施設等の立地に適しているということを表した

ものになります． 

 （P5）こちらのスライドは，流山市の具体的な取り組みについての説明です．RESASのデ

ータは用いておりません．ただ今後，糸満市が物流施設とまちづくりを効果的に進めるうえ

で好事例と言われている流山市の具体的な取り組みを紹介しました．内容について全ては

紹介できませんが，自治体でマーケティング課を初めて設置したり，民間と連携して農地か

ら物流施設への転用を実現したことも紹介させていただきました．その上で，こちらからの

仮説とアクションの提案として，まちづくり，住民誘致の視点から見た物流拠点の設置にお

いて，流山市担当者や民間事業者からの情報収集が重要ではないのかというところを提案

させていただきました． 

 （P6）続きまして，こちらは流山市の産業振興の視点からの説明資料です．左上は単純な

産業構造マップですけれども，左下の図の棒グラフは流山市の統計から取ってきた資料で

す．流山市において，2018 年の物流拠点設置以降，製造業の従業者数は，増加しているこ

とが分かります．また，事業所数は折れ線グラフのほうですが，2018 年まで減少傾向であ

ったところに歯止めがかかっています．こちらの要因として推察されるのが，物流施設の高

い機能です．要は生産・加工が可能な工場機能を持った物流施設が竣工したことで，減少傾

向にあった製造業が増加に転じたのではなかろうかという仮説や，物流拠点設置によって

発展した産業の実情を把握するためには実際，流山市の担当者や物流施設担当者からヒア

リングを行うことが重要なのではないかというところを，こちらのヒアリング項目例と併

せて提案させていただきました．その他，物流拠点設置によって懸念される課題についても，

交通への影響であったり，景観への影響というところは，RESAS，その他データでも公開さ

れている情報がなかったものですから，このような情報こそ，自分たちで取りに行くことが

重要ではないかというところで，こういった視点でのヒアリング視察も大事ではないでし

ょうかという提案をさせていただきました． 

 （P7）続いて，愛知県常滑市の中部国際空港（セントレア）を核とした，中部臨空都市の

事例です．こちらの事例の選定理由としましても，糸満市のベンチマーク先ということもあ

り，主に企業誘致の視点から調査しました．実際，愛知県と常滑市が合同で企業誘致を進め

ておりまして，進出企業数は 2020年 10月現在，計 52社ということで，実際に自治体がど

のような施策を行ったかを調査しました． 

 （P8）中部臨空都市周辺の産業別事業者数の動向について，RESAS のまちづくりマップを

活用しました．中部国際空港を中心として，おおむね 3km以内の範囲で 2011年から 2018年

において，事業所数が 2015年以降，販売・卸を中心にどっと大きくなっているところが分

かります．その他サービス業についても，微増という形で多くなっています．こちらは大き

なイオンモールがオープンしたことがきっかけと推察されます．実際，企業誘致の取り組み

として，自治体として奨励金や奨励制度，規制緩和があることも紹介しました．その上で，

こちらからの仮説とアクションの提案としまして，実際，誘致が進んで施策もあったところ

ではあるのですが，この奨励制度がどの程度企業誘致に寄与していたかという中身は，やは

り RESAS では分かりません．あくまで RESAS は結果を示すもので，そこのプロセスであっ

たり，規制緩和や奨励制度がどの程度寄与したかは，実際に当事者，愛知県や常滑市に聞き

に行くことが重要ではないかと提案させていただきました． 

 （P9）最後に，県外事例から見る国道 331号線開通による動向予測について，分析しまし

た．こちらの図の青い部分が国道 331号線で，大型幹線道路が近年開通しましたが，その後

の産業発展の可能性についてです． 

 （P10）こちらも先進事例調査ということで，宮崎県都農インターチェンジを例に説明さ

せていただきます．宮崎県都農インターチェンジは 2012 年に開設され，幹線道路が開通し
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組み合わせることで，ヒアリングの方向性や仮説の設定を具体化することは可能になるの
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ではと考えております．政策立案とは違った形かもしれませんが，このような RESASの使い

方もあるのではないかと考えて，今回発表させていただきました．最後に，糸満市の方々に

おかれましては今回，さまざまな面でご協力いただきまして，誠にありがとうございました．

以上で発表を終わらせていただきます．ご清聴ありがとうございました． 

 松原 松川様，どうもありがとうございました．それでは，現場からの報告ということで，

次に中海・宍道湖・大山圏域市長会の松本様より，ご報告お願いいたします． 

 松本 中海・宍道湖・大山圏域市長会事務局の松本と申します．本日はこのような機会を

いただきまして，誠にありがとうございます． 

 早速ですけれども，説明のほうに入りたいと思います．本日の報告につきましては，まず

圏域市長会を簡単にご説明させていただきまして，研修会の報告，今後の取り組みの 3点に

ついて，ご報告させていただきたいと思います． 

 （P3）まず 1点目，中海・宍道湖・大山圏域市長会は，島根県の松江市，出雲市，安来市，

鳥取県側の米子市，境港市の首長さんを構成員としまして，あとは鳥取県西部町村会の会長

さんをオブザーバーとして，平成 24年 4月に発足しております．事務局は各市から職員を

派遣して運営しています．こちらは地図で鳥取と島根の図を示しています．この圏域市長会

は，圏域の将来像を示した圏域の振興ビジョンを策定しまして，産業振興，観光振興，環境

の充実，連携と協働といった四つの基本方向を掲げ，圏域の一体的な発展に向けて取り組ん

でおりまして，特に圏域の経済界と一体となった広域連携事業を実施しているところでご

ざいます． 

 （P4）さらに，東京大学地域未来社会連携研究機構さんとの関わりにつきましては，2020

年（令和 2 年）2 月 17 日に連携協定を締結させていただきまして，多様な地域課題の解決

に向けたプロジェクトを実施することにさせていただいております． 

 （P5）圏域の状況です．現状の人口と産業について，簡単にご説明しておきますと，人口

につきましては他の地域と同様に少子高齢化等が進んでいますし，人口減少も進んでいる

ような状況でございます．社会増減につきましては微減となっておりますが，自然増減につ

きましては，出生数が減少し死亡数が増加していることから，大きく減少傾向となっている

ところです．また，社会増減につきましては，就職や進学による若者層の転出が多くなって

いる状況です． 

 （P6）産業につきましては，こちらの各地域との移輸出入収支額を比較しています．圏域

の収入と支出を比較したところ，赤字となっており，地域外にお金が出ていて，圏域内のお

金が十分に循環していない状況がうかがえるような状況になっております． 

 （P7）市長会ですけれども，この 10年間でどういうことに取り組んできたかと言います

と，例えば写真にも出ておりますが，インドや台湾との経済交流の促進をしたり，ビジネス

マッチングによる圏域内の企業の活性化，産学・医工連携によります新産業の創出や圏域観

光局，こちらは DMO ですけれども設立しまして，観光振興などを実施しているところでござ

います． 

 （P8）今後の方向，向かっていく先ですけれども，主要 4点をこちらのほうに掲げさせて

いただいています．引き続き，圏域内の企業のさまざまな支援や，圏域のブランド化，郷土

愛の醸成ですとか，インフラの整備促進を，今までと同様に圏域が連携しまして，進めてま

いりたいと考えております． 

 以上が市長会の簡単なご説明です．次に RESAS研修会についての説明をいたします． 

 （P9）まず，なぜ RESAS研修会をこの圏域でするに至ったかという経過についてですが，

市長会は設立してから 10 年が経過して，この 10 年間，広域連携による地方創生に関連す

るさまざまな事業をやってまいりました．人口の社会増減につきましては，均衡を保ってい

るような状況もございまして，取り組みの成果も見られますが，まだまだ解決すべき課題が

多くあります．さらなる圏域の発展を実現していくためには何が必要かと考えたときに，地

域をより具体的に見える化して，地域の特徴（強み），課題（弱み）といったところを的確

に把握して，さらにそれをきっちり分析する．（スライドには）「情報分析の能力向上」と

書いておりますが，そういったものを行いまして，エビデンスに基づいた施策決定のプロセ

スを強化する必要があると考えているところでございます．しかしながら現状，圏域の自治

体では RESAS の活用について，ばらつきがある状況もございますので，研修会を開催し，各

自治体の RESAS利活用の促進に取り組んだところでございます． 

 （P10）研修会におきましては，はじめに松原機構長さんに RESAS 操作法の簡単なレクチ

ャーをいただきまして，その後は各市において人口動態や産業構造の分析をしていただき，

各市の課題解決策といったものを提案し，意見交換を行ったところでございます． 

 その研修会で出た各市からの提案についてご説明いたします． 

 （P11）安来市さんは，まず市の課題として，例えば就学・就職を理由とした若年層の人

口流出が進んでいる状況や，2番目に産業としまして，これは強みでもあるのですが，製造

業が非常に盛んですが，そういった産業に依存しているという課題があるというご報告が

ありました． 

 （P12）課題の解決策としましては現在，安来市のほうでは，デジタル人材の育成に力を

入れている島根県立情報科学高等学校といった高等教育機関があったり，企業版ふるさと

納税を利用したデジタル人材の育成事業を実施したり，いちごの写真も載っていますけれ

ども，スマート農業といったところにも取り組んでおりまして，市全体として ICTを推進し

たまちづくりを進める機運が非常に高まっているという状況があるという報告がありまし

た．こういったものを活用しまして，若者が学んだ ITスキルを生かす場を創出し，若者の

市内定着を図ることと，主要産業，鉄鋼業以外の ICT産業を発展させるようなことを進めて

いきたいとご報告がありました． 

 （P15）続きまして，米子市は割愛させていただきまして，松江市さんは比較的，RESAS等

いろいろな分野の情報分析を進めているところでして，実際の分析に基づいた具体的な取

り組み事例について，ご報告をいただきました． 

 （P16）松江市さんにおかれましても，若者の流出は課題になっています．そのために，
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ではと考えております．政策立案とは違った形かもしれませんが，このような RESASの使い

方もあるのではないかと考えて，今回発表させていただきました．最後に，糸満市の方々に

おかれましては今回，さまざまな面でご協力いただきまして，誠にありがとうございました．

以上で発表を終わらせていただきます．ご清聴ありがとうございました． 

 松原 松川様，どうもありがとうございました．それでは，現場からの報告ということで，

次に中海・宍道湖・大山圏域市長会の松本様より，ご報告お願いいたします． 

 松本 中海・宍道湖・大山圏域市長会事務局の松本と申します．本日はこのような機会を

いただきまして，誠にありがとうございます． 

 早速ですけれども，説明のほうに入りたいと思います．本日の報告につきましては，まず

圏域市長会を簡単にご説明させていただきまして，研修会の報告，今後の取り組みの 3点に

ついて，ご報告させていただきたいと思います． 

 （P3）まず 1点目，中海・宍道湖・大山圏域市長会は，島根県の松江市，出雲市，安来市，

鳥取県側の米子市，境港市の首長さんを構成員としまして，あとは鳥取県西部町村会の会長

さんをオブザーバーとして，平成 24年 4月に発足しております．事務局は各市から職員を

派遣して運営しています．こちらは地図で鳥取と島根の図を示しています．この圏域市長会

は，圏域の将来像を示した圏域の振興ビジョンを策定しまして，産業振興，観光振興，環境

の充実，連携と協働といった四つの基本方向を掲げ，圏域の一体的な発展に向けて取り組ん

でおりまして，特に圏域の経済界と一体となった広域連携事業を実施しているところでご

ざいます． 

 （P4）さらに，東京大学地域未来社会連携研究機構さんとの関わりにつきましては，2020

年（令和 2 年）2 月 17 日に連携協定を締結させていただきまして，多様な地域課題の解決

に向けたプロジェクトを実施することにさせていただいております． 

 （P5）圏域の状況です．現状の人口と産業について，簡単にご説明しておきますと，人口

につきましては他の地域と同様に少子高齢化等が進んでいますし，人口減少も進んでいる

ような状況でございます．社会増減につきましては微減となっておりますが，自然増減につ

きましては，出生数が減少し死亡数が増加していることから，大きく減少傾向となっている

ところです．また，社会増減につきましては，就職や進学による若者層の転出が多くなって

いる状況です． 

 （P6）産業につきましては，こちらの各地域との移輸出入収支額を比較しています．圏域

の収入と支出を比較したところ，赤字となっており，地域外にお金が出ていて，圏域内のお

金が十分に循環していない状況がうかがえるような状況になっております． 

 （P7）市長会ですけれども，この 10年間でどういうことに取り組んできたかと言います

と，例えば写真にも出ておりますが，インドや台湾との経済交流の促進をしたり，ビジネス
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光局，こちらは DMOですけれども設立しまして，観光振興などを実施しているところでござ

います． 

 （P8）今後の方向，向かっていく先ですけれども，主要 4点をこちらのほうに掲げさせて

いただいています．引き続き，圏域内の企業のさまざまな支援や，圏域のブランド化，郷土

愛の醸成ですとか，インフラの整備促進を，今までと同様に圏域が連携しまして，進めてま

いりたいと考えております． 

 以上が市長会の簡単なご説明です．次に RESAS研修会についての説明をいたします． 

 （P9）まず，なぜ RESAS研修会をこの圏域でするに至ったかという経過についてですが，

市長会は設立してから 10 年が経過して，この 10 年間，広域連携による地方創生に関連す

るさまざまな事業をやってまいりました．人口の社会増減につきましては，均衡を保ってい

るような状況もございまして，取り組みの成果も見られますが，まだまだ解決すべき課題が
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に把握して，さらにそれをきっちり分析する．（スライドには）「情報分析の能力向上」と

書いておりますが，そういったものを行いまして，エビデンスに基づいた施策決定のプロセ

スを強化する必要があると考えているところでございます．しかしながら現状，圏域の自治

体では RESAS の活用について，ばらつきがある状況もございますので，研修会を開催し，各

自治体の RESAS利活用の促進に取り組んだところでございます． 

 （P10）研修会におきましては，はじめに松原機構長さんに RESAS 操作法の簡単なレクチ

ャーをいただきまして，その後は各市において人口動態や産業構造の分析をしていただき，

各市の課題解決策といったものを提案し，意見交換を行ったところでございます． 

 その研修会で出た各市からの提案についてご説明いたします． 

 （P11）安来市さんは，まず市の課題として，例えば就学・就職を理由とした若年層の人

口流出が進んでいる状況や，2番目に産業としまして，これは強みでもあるのですが，製造

業が非常に盛んですが，そういった産業に依存しているという課題があるというご報告が

ありました． 

 （P12）課題の解決策としましては現在，安来市のほうでは，デジタル人材の育成に力を

入れている島根県立情報科学高等学校といった高等教育機関があったり，企業版ふるさと

納税を利用したデジタル人材の育成事業を実施したり，いちごの写真も載っていますけれ

ども，スマート農業といったところにも取り組んでおりまして，市全体として ICTを推進し

たまちづくりを進める機運が非常に高まっているという状況があるという報告がありまし

た．こういったものを活用しまして，若者が学んだ ITスキルを生かす場を創出し，若者の

市内定着を図ることと，主要産業，鉄鋼業以外の ICT産業を発展させるようなことを進めて

いきたいとご報告がありました． 

 （P15）続きまして，米子市は割愛させていただきまして，松江市さんは比較的，RESAS等

いろいろな分野の情報分析を進めているところでして，実際の分析に基づいた具体的な取

り組み事例について，ご報告をいただきました． 

 （P16）松江市さんにおかれましても，若者の流出は課題になっています．そのために，
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主要産業の新規事業展開や UI ターン施策といったものの推進が必要になっているという分

析をされています．具体的に，そういった課題認識から「まつえ IT女子インターンシップ・

プログラム事業」という事業を実施したという報告がありました．これは県内在住の情報系

の学部，学科以外の女子学生を対象としまして，就職へのきっかけづくりとなるインターン

シップ・プログラムを行って，特に女性の市外流出に歯止めをかけたり，松江市さんの IT

産業の人材不足の解消を図ることを目的にして実施されたものでございます． 

 （P17）以上，5 市の職員からの発表を 2 市ほど紹介させていただきましたが，最後に松

原機構長より，まとめのコメントをいただいております．本圏域は大きな企業の業績により，

地域経済が大きな影響を受けていることが，今の産業分析のほうで分かってくるのではな

いかということと，リスク分散のために別種の企業誘致や中堅企業の育成といった取り組

みも重要ですし，また観光マップの活用や，RESASに特許関連の情報も掲載しているという

技術的な助言もいただきました．さらには，今回の研修に参加しておりましたのは，企画関

係の者が多かったので，商工，観光，農水産といった部門のさまざまな職員が連携して，課

題を研究し，施策を作り上げ，RESAS を活用した地方創生関連事業を作ってほしいというエ

ールをいただいたところでございます． 

 （P18）3 点目になりますけれども，今後の市長会の取り組みについて，簡単に報告させ

ていただきたいと思います．まず，社会情勢の変化によって，昨今，地域課題が変化してき

ています．この圏域でも広域連携によって，変化する地域課題に対してしっかり対応してい

こうというところでございますし，そういった取り組みを支えるために RESAS の利活用を

推進して，しっかりとした分析，効率・効果的な施策を立案していきたいと考えております． 

 （P19）実際，どのようなことをしていくかという点ですが，中海・宍道湖・大山圏域市

長会では，振興ビジョンを冒頭に説明いたしましたが，策定から 10年がたっておりますの

で，新たに取り組みの成果や課題を整理して，さらには新たに圏域が進むべき方向性を盛り

込むために改訂作業を進めているところです．この改訂につきましては，社会情勢の変化や

圏域の人口，産業，交通，インフラ，10年間の取り組みといったものを整理して，基本方向

や基本目標を設定しています．こういった分析を行うに当たっては，RESASも活用したとこ

ろです． 

 （P20）現状，改訂作業中ですけれども，このように「しごと創造」「賑わい創造」「ふ

るさと創造」「拠点創造」といった柱を軸に人口減少を克服し，さらなる圏域の発展を目指

していきたいということで今，改訂作業を進めているところでございます． 

 （P21）こちらは圏域のインフラ整備促進についても今，圏域市長会が中心となっていき

たいと考えております．これは振興ビジョンの基本目標にも掲げておりますが，現在，国土

交通省中国地方整備局さんに中心となっていただき，勉強会を設置していただくなどして

おります，圏域の発展を目指す圏域 8の字ルートです．中海・宍道湖をグルグル 8の字につ

なぐルートですけれども，圏域 8 の字ルートの整備促進に向けた機運が非常に高まってい

ます．これからの圏域の発展のためには，こういった高速道路のネットワークを将来にわた

って最大限に活用し，地域の活力向上につなげていくことが非常に重要であると考えてい

るところでございます． 

 （P22）そのために高速道路ネットワーク圏域 8の字ルートについて，圏域全体で具体的

な共通認識を深め，さらなる圏域のインフラ整備促進を図ることを目的として，来年度にな

りますが，8の字ルート研究会を設置していきたいと考えているところでございます．この

研究会では，圏域の高速道路ネットワークをどのように活用すべきか，また，高速ネットワ

ークをどのようにしていくかという検討を行っていきますが，その際に RESAS等，さまざま

なツールを活用しまして，圏域の見える化，強み，弱みをしっかり分析して，より効果的な

取り組みをしていきたいと思っておりますし，圏域が一体となって要望活動等にもつなげ

ていければと考えています． 

 （P23）おわりに，中海・宍道湖・大山圏域では，今まさに RESAS利活用にかかる種まき

をしたばかりの状況です．今後，継続的な取り組みを行いまして，大きな果実を育てていき，

この果実を十二分に活用し，誰もが住み続けたい，住んでみたいと思うような圏域をつくっ

ていきたいと考えているところでございます．大変短い時間ではございましたが，報告は以

上でございます．ご清聴ありがとうございました． 

 松原 松本様，どうもありがとうございました．これまでご報告いただいた方々は顔を出

していただきまして，残り時間は少なくなっていますけれども，今，質問が一つありました

ので読ませていただきます． 

 匿名希望の方ですが「自治体や現場の皆さまが，研修や実際の事業で RESASの操作や分析

をしてみて，操作性の部分や活用に関して，どのようなご意見がありましたでしょうか」と

いうご質問があります．どなたにお答えいただきましょう． 

 松川 沖縄局の RESAS調査員，松川です．出前講座も先日も行ったところですが，操作性

の部分や活用に関しての意見で，例えば本当に RESAS初心者向けの講座となりますと，やは

り RESAS の各種機能の「誰でも使える」という部分に関しては「すごく便利だ」「使いやす

い」という意見は大変よく耳にしております．ただ，自治体さんによっては，パソコンのマ

シンパワーが弱かったり，ネット環境の部分で，日常的な業務で RESASを使うに当たって，

スムーズにいかないこともまだまだ多いという意見も聞きます．特に，地図に表示されるメ

ッシュ機能であったり，花火図のようなところは，自治体の PCではマシンパワーがついて

いかない部分に，ちょっとストレスを感じてしまうという意見も聞いたりしました． 

 松原 松川様，どうもありがとうございます．中海・宍道湖・大山圏域の松本様はいかが

ですか． 

 松本 実際，RESAS を使って分析等は非常にしやすいかなというのが個人的な印象です．

ただ，これを今度その先にどうつなげていけばいいかというところが，やはりちょっとまだ

…．数値としては出てくるのですが，例えばマップにしても，その先の続け方が実際分から

ないところがございます．そういったところも，今日の研修でもさまざまなご意見いただき

ましたが，整備していただけると非常にありがたいかなと感じております． 

123122



主要産業の新規事業展開や UIターン施策といったものの推進が必要になっているという分

析をされています．具体的に，そういった課題認識から「まつえ IT女子インターンシップ・

プログラム事業」という事業を実施したという報告がありました．これは県内在住の情報系

の学部，学科以外の女子学生を対象としまして，就職へのきっかけづくりとなるインターン

シップ・プログラムを行って，特に女性の市外流出に歯止めをかけたり，松江市さんの IT

産業の人材不足の解消を図ることを目的にして実施されたものでございます． 

 （P17）以上，5 市の職員からの発表を 2 市ほど紹介させていただきましたが，最後に松

原機構長より，まとめのコメントをいただいております．本圏域は大きな企業の業績により，

地域経済が大きな影響を受けていることが，今の産業分析のほうで分かってくるのではな

いかということと，リスク分散のために別種の企業誘致や中堅企業の育成といった取り組

みも重要ですし，また観光マップの活用や，RESASに特許関連の情報も掲載しているという

技術的な助言もいただきました．さらには，今回の研修に参加しておりましたのは，企画関

係の者が多かったので，商工，観光，農水産といった部門のさまざまな職員が連携して，課

題を研究し，施策を作り上げ，RESAS を活用した地方創生関連事業を作ってほしいというエ

ールをいただいたところでございます． 

 （P18）3 点目になりますけれども，今後の市長会の取り組みについて，簡単に報告させ

ていただきたいと思います．まず，社会情勢の変化によって，昨今，地域課題が変化してき

ています．この圏域でも広域連携によって，変化する地域課題に対してしっかり対応してい

こうというところでございますし，そういった取り組みを支えるために RESAS の利活用を

推進して，しっかりとした分析，効率・効果的な施策を立案していきたいと考えております． 

 （P19）実際，どのようなことをしていくかという点ですが，中海・宍道湖・大山圏域市

長会では，振興ビジョンを冒頭に説明いたしましたが，策定から 10年がたっておりますの

で，新たに取り組みの成果や課題を整理して，さらには新たに圏域が進むべき方向性を盛り

込むために改訂作業を進めているところです．この改訂につきましては，社会情勢の変化や

圏域の人口，産業，交通，インフラ，10年間の取り組みといったものを整理して，基本方向

や基本目標を設定しています．こういった分析を行うに当たっては，RESASも活用したとこ

ろです． 

 （P20）現状，改訂作業中ですけれども，このように「しごと創造」「賑わい創造」「ふ

るさと創造」「拠点創造」といった柱を軸に人口減少を克服し，さらなる圏域の発展を目指

していきたいということで今，改訂作業を進めているところでございます． 

 （P21）こちらは圏域のインフラ整備促進についても今，圏域市長会が中心となっていき

たいと考えております．これは振興ビジョンの基本目標にも掲げておりますが，現在，国土

交通省中国地方整備局さんに中心となっていただき，勉強会を設置していただくなどして

おります，圏域の発展を目指す圏域 8の字ルートです．中海・宍道湖をグルグル 8の字につ

なぐルートですけれども，圏域 8 の字ルートの整備促進に向けた機運が非常に高まってい

ます．これからの圏域の発展のためには，こういった高速道路のネットワークを将来にわた

って最大限に活用し，地域の活力向上につなげていくことが非常に重要であると考えてい

るところでございます． 

 （P22）そのために高速道路ネットワーク圏域 8の字ルートについて，圏域全体で具体的

な共通認識を深め，さらなる圏域のインフラ整備促進を図ることを目的として，来年度にな

りますが，8の字ルート研究会を設置していきたいと考えているところでございます．この

研究会では，圏域の高速道路ネットワークをどのように活用すべきか，また，高速ネットワ

ークをどのようにしていくかという検討を行っていきますが，その際に RESAS等，さまざま

なツールを活用しまして，圏域の見える化，強み，弱みをしっかり分析して，より効果的な

取り組みをしていきたいと思っておりますし，圏域が一体となって要望活動等にもつなげ

ていければと考えています． 

 （P23）おわりに，中海・宍道湖・大山圏域では，今まさに RESAS利活用にかかる種まき

をしたばかりの状況です．今後，継続的な取り組みを行いまして，大きな果実を育てていき，

この果実を十二分に活用し，誰もが住み続けたい，住んでみたいと思うような圏域をつくっ

ていきたいと考えているところでございます．大変短い時間ではございましたが，報告は以

上でございます．ご清聴ありがとうございました． 

 松原 松本様，どうもありがとうございました．これまでご報告いただいた方々は顔を出

していただきまして，残り時間は少なくなっていますけれども，今，質問が一つありました

ので読ませていただきます． 

 匿名希望の方ですが「自治体や現場の皆さまが，研修や実際の事業で RESASの操作や分析

をしてみて，操作性の部分や活用に関して，どのようなご意見がありましたでしょうか」と

いうご質問があります．どなたにお答えいただきましょう． 
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 松原 山形大学の山田先生も各自治体と関わられる際に RESAS も使われていると思いま

すが，この点はいかがでしょうか． 

 山田 そのままで使っているような自治体さんはスムーズに使用されていますが，ちょ

っと掘り下げて「この生データを持ってきて加工してみましょうか」とか，「それを使って

新たな地図を作ってみましょうか」というように，少し踏み込んで利用しようとすると，逆

に簡易すぎる RESASの仕様が壁になってしまうところがあります．ただ，ほとんどの自治体

さんではそんなところまで掘り下げることはないので，今の仕様で十分ということもでき

ると思います． 

 松原 それがいいことなのかどうかということですよね．より分析として高めていこう

とすると，まだまだ RESAS のほうも改善していかなければいけない部分もあるということ

ですか． 

 山田 そうですね．先ほど，僕の報告でもお話ししましたけれども，もう少しカスタマイ

ズの自由度が高まると良いと思います．容易に操作できる反面，自由に動かせないところが

多いので，思うような形で出力しようとすると，別の地図作成ソフトにデータを乗せ直さな

ければいけなくなるようなところが出てくると思います． 

 松原 データをダウンロードして，何か分析ツールみたいなものと連携するような形で，

シームレスに使えるようになればよりいいのかなという感じでしょうか． 

 山田 そうですね． 

 松原 ありがとうございました．ほかにいかがでしょうか．実際に事務局のほうで作業さ

れている住吉さん，原田さんはいかがでしょうか．住吉さん，どうですか． 

 住吉 今日，私の発表自体もそういった RESAS の操作性という部分での指摘が中心でし

たが，やはりマシンパワーという点で言うと，機能をあまりにも充実させ過ぎると，かえっ

て今度はそこが落ちるということで，そこのバランスはかなり難しいのかなというのは，私

自身も使っていて思います．大学はパソコンや回線はある程度の水準が確保されています

ので，非常にいろいろな形で操作することはできるのですが，ウェブ上で完結するところの

メリットと，それから詳細な分析ができるという魅力の両立は，私自身もそれほどシステム

の側面に詳しいわけではないので，細かいことはなかなかコメントしにくいですけれども，

やはり RESAS がどちらを向いているのか．より掘り下げる方向を向いているのか，それとも

より広く使いやすいということを目指していくのかというところが，まずはそこの方針を

定めることが重要になってくるのかなとは思います． 

 松原 原田さん，いかがですか． 

 原田 私の発表の最後のほうにも申し上げましたが，RESAS は非常に手軽なツールで，分

かりやすく使えるのですが，分かりやすいがゆえに，どうしてもデータの作り方であったり，

個々のデータの特徴がないがしろにされているのかなとも思います．RESASを使っていただ

くことはもちろんいいのですが，RESASと合わせる形で，RESAS以前のそれぞれのデータの

特性，先ほど山田先生が詳しくご説明されていたように，例えば不動産取引なら不動産の一

物六価といった特徴を考えながら，そういった分析をしていただくというのが，RESAS をよ

り応用的に使っていただくための第一歩なのかなと私は思います． 

 松原 どうもありがとうございました．時間も限られておりますので，経済産業省，内閣

官房のお二人から，全体を聞かれてのコメント等，あるいは回答等いただければと思います． 

 菊田 素晴らしいシンポジウムで，さまざまなご意見聞かせていただいて，私たちもすご

く勉強になりました．ぜひ生かしていきたいと思います． 

 最後の質問のところは，そこは本当にすごく大事だなと思いました．実際に使っていらっ

しゃる方がどんなことを感じているのかなというところについては，ちゃんと踏まえて改

善をしていかないといけないのだろうなと思いますが，今日まさに住吉さんや原田さんか

ら「こういったところを変えていけば」という細かい具体的な提案もいただいていて，すご

く勉強になりました．こういったものをしっかりといい形で改善していければいいのだろ

うなと思います．住吉さんがおっしゃった「簡単に分かる方向を目指すのか，しっかりと分

析できるものを目指すのか」．これは芳田さんにお答えいただくのがいいのだろうと思いま

すけれども，非常に難しいところだと思います．最初のコンセプトはたぶん「簡単に分かる，

すぐ直感的に分かる」というところを重視していたのだと思いますが，データそのものもま

さにすごく増えてきています．政府統計のみならず，V-RESASで掲載しているのも，新しい

民間の集めたデータだったりするので，こういった新しい形のデータは，実は整理されて提

供されることがほとんどなかった．そうだとすると，そういった突っ込んで分析するための

基礎的なデータの提供元という役割も，もしかしたら今後出てくるのかもしれないと思い

ました．その方向性はなかなか一概には決めがたい．できれば二つとも追求して，二つとも

提供できることが理想だなということもちょっと思いました． 

 企業間取引のデータや不動産取引のデータは「具体的にこんなものもあるんだな」という

ことで，これも非常に勉強になりました．これに限らず，今あるデータに限らず，どんなデ

ータがあるのか，地方創生に生かせるのか．ここら辺は追求していかなければいけないと，

あらためて世界の広さを感じた次第です．今日は大変勉強になりました．ありがとうござい

ました． 

 松原 菊田様，どうもありがとうございました．芳田様，いかがでしょうか． 

 芳田 芳田です．ありがとうございます．最後のご指摘のところについては，非常に重要

だと思っていまして，菊田さんとも日々，意見交換をさせていただいているというのが現状

です． 

 RESAS は私から申し上げたとおり，もう７年目を迎えておりまして，いろいろな面で改善

をしなければいけない時期に来ていると思っております．そういう意味で言うと，住吉さん

がおっしゃったような「何のための RESAS なのか」というところは，しっかりとシーンを定

義した上で，どうするかというところが必要だろうと思っています． 

 その上では，やはり今の段階において，RESAS は自治体の方々に対して，簡易な方法で入

りやすく触っていただくというのが一つ，大きなメリットだと思っているので，これはあり
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つつも，そのデータを分析される方，これは民間であったり，先生方，学生の方々だったり

すると思いますが，そういう方が利用しやすく，しかも表現の仕方も今は Power BI や

Tableau など，いろいろな表現の仕方があると思います．そういった形で，RESAS 上で自分

でデータを使って，自分のデータも引っ張りながら，マッシュアップしながら表現ができる

ようなシステムを組んでいくといったこと，使う人のペルソナを見ながら使えるような

RESASであるにはどうしたらいいかということも考えていくべきだろうと思います．とは言

え，全方位網で全ての方に使ってもらうところも，またぼやけてしまうところがあると思い

ますので，どこに注力をしていくかということもよく考えながら，やっていきたいと思って

います． 

 いずれにしても来年度ぐらいから，そういったところの検討もさらに加速させていきた

いと思っておりますので，また引き続きご意見をいただきながら，われわれは内閣官房とも

一緒になりながら，RESASを進化させていきたい，このように思っております．最後のとこ

ろだけになってしまいましたけれども，私からは以上でございます．ありがとうございます． 

 松原 芳田様，ありがとうございました．私のほうで，少しまとめのほうに入らせていた

だきます．本来もうちょっと討論の時間があればと思っておりましたけれども，皆さま方に

非常に充実した報告をしていただきましたので，残り少なくなってきました． 

 先ほど，中海・宍道湖・大山圏域市長会の松本様からご紹介いただきましたけれども，私

ども東京大学地域未来社会連携研究機構では，市長会様から受託研究という形で今，人口減

少に対してどのように対応策を考えていくか．そこから派生しまして，先ほど出てきました

産業振興ビジョン，さらには 8の字ルートのような，経済産業省だけではなく国土交通省的

な課題に対しても RESASをどこまで使えるか，日々検討しているところであります．人口減

少に関しての過去，現状といったものの分析，それから先ほど挙げました松江や安来，米子

といったものを足し合わせるような形での圏域全体の人口の動向といったことは，RESASを

使って現状分析，過去からの推移などを検討できる． 

 そして今回，山形県の酒田・鶴岡地域や福井市，あるいは上越市といったところにも訪問

させていただいて，そこでの人口減少対策などを聞きましても，やはり RESASを使った形で

の分析はかなりされています．それを地方創生の政策に生かされている．あるいは観光など

のデータも使いやすいので，観光戦略に使われている．それから，移住・定住政策に使われ

ている．いろいろな形で人口マップの分析はかなり進んでいます． 

 ただ，やはり産業のほうになってきますと，例えば産業振興ビジョンをどのようにするか

ということになると，過去とか現状は分析されるのですが，企業誘致をどう進めるかとか，

今日，原田さんの報告にもありましたように，地域未来投資促進法のほうでまさに牽引企業

をどうするか．福田報告でもありましたように，未来企業自体の活力をどのように地域経済

に波及させていくかという話になってくると，まだまだ RESAS だけでは足りない部分もあ

ったりします．国土交通省的な道路を作ったり，施設を作ったりしたときの波及効果みたい

なものがどうなるのか．あるいは，地域全体にどのような効果を及ぼすのかということにな

ると，さらに深い分析，広い分析が必要になってくるかと思います． 

 そういう面では，今回「RESASを応用して」というテーマを設定させていただきましたけ

れども，応用の領域はまだまだ非常に開拓の余地があり，それだけやり甲斐があるとは思い

ますが，そういうようなことを今日，報告あるいは討論に参加いただいた方，それからたく

さんのお聴きいただいている方々と共に深めていければと思っております． 

 私，それから司会をしていただきました久保研究員は両名とも，3月末をもちまして退職

になります．私どもの地域未来社会連携研究機構が RESAS と関わることについては，バトン

タッチをしていくことになります．そういう面では私どものバトンタッチのバトンの先に

おります，地域未来社会連携研究機構の専任准教授であります鎌倉夏来先生から，最後に閉

会の言葉をいただければと思います． 

 鎌倉 突然登場しまして，すみません．鎌倉夏来と申します．先ほどご紹介がありました

とおり，松原先生と久保さんが今年度末で退職ということになっております．私は 2年ほど

前から地域未来社会連携研究機構の准教授として着任しており，今年度は産休などを取っ

ていた関係で参加できなかったのですが，来年度以降は RESAS のことはどうなるかまだ分

からないのですが，地域未来社会連携研究機構の仕事を引き継いでやっていきますので，今

後ともここで聞いてくださっている自治体の方々，大学関係の方々には，イベントのお知ら

せをしたり，いろいろお願いしたりすることがあるかもしれませんが，どうぞよろしくお願

いできればと思っております． 

 松原 今，閉会の辞を述べていただきましたけれども，それではそろそろいい時間になっ

てまいりました．まだまだ寒い日が続くようで，そしてコロナもまだまだ収まりませんけれ

ども，健康にご留意いただきまして，RESAS を活用，そして応用するような形での政策立案

といったことに一緒になって，一丸となって推進していけるような形で地域経済社会の活

性化に寄与できればと思っております． 

 お忙しいところ，ご参加いただきましてありがとうございました．これにて RESASのシン

ポジウムを閉会させていただきます．ありがとうございました． 
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ⅤⅤ  おおわわりりにに  

 
 本報告書は，東京大学地域未来社会連携研究機構が，2019 年度，2020年度に引き続き 2021

年度も，事務局を務めることになった「RESASを活用した政策立案支援オープンネットワー

ク」の活動を中心に，その成果と課題をまとめたものである.  

2014 年 9 月から始まった地方創生施策は，第 2 期に入り，国の「総合戦略」を受け，全

国の地方自治体では，「地方版総合戦略」の策定・改定が行われてきている．そうした作業

に，RESAS がどの程度活用されたか，こうした点についての検証は，ある程度時間が経過し

た段階でなされていくものと思われる．新型コロナウイルスの感染症拡大のために，昨年度

との比較には注意が必要だが、地域未来機構の事務局に寄せられた自治体からの問い合わ

せ件数は，必ずしも多くはなかった．とはいえ，寄せられた相談への対応については，他の

自治体にも参考になる有意義な経験を蓄積することができ，専門家の方々には，自治体の政

策立案との関わりや大学での授業における RESAS 活用事例について紹介いただくことがで

きた. 昨年度に引き続き今年度も，地域未来機構 RESAS 政策立案チームの 2 名には，地域

未来投資促進法の計画策定における RESAS の活用状況と RESAS の「マップ機能」の現状と

課題について，それぞれ分析・検討してもらい，両名の原稿を収録することにした． 

 また，2022年 2月 7日には，「RESASを応用した政策立案の現状と課題」をテーマに，オ

ンラインでの公開シンポジウムを開催することができ，150人以上の方々に参加いただいた. 

昨年度と同様に今年度も，北海道から沖縄まで，全国各地の自治体や国の出先機関，地方の

大学やシンクタンクなど，広範囲の方々に聞いていただいた．内訳は，地方自治体関係者が

79 名，国の関係者が 31 名，民間企業が 17 名，大学関係者が 8 名，その他 NPO や研究所の

関係者 18 名となっていた. シンポジウムは大変好評で，その記録を第Ⅳ章として収録し

ている.  

ここでは，本報告書を締めくくるにあたり，シンポジウムに参加された方からのアンケー

ト結果を引用しながら，RESASの今後の課題を指摘しておくことにしたい.  

 アンケートに回答いただいた方は 26 人と少なかったので参考程度となるが，RESAS の利

用頻度については，「利用したことはない」，「年に 1回」，「月に 1回」が，それぞれ 3割と

分かれた. 利用目的（複数回答）は，「業務上の分析」が 11で最多,「業務上の企画・説明」

が 6，「政策立案」が 5,「研究・学習」が 4,「教育」が 2の順であった.  

政策立案に活用するうえで,さらに必要だと考えるもの（複数回答）としては，「ウェブ上

でのマニュアル」が 13,「広く参加者を募るワークショップ」が 12,「現地での研修ワーク

ショップ」が 10,「専門的な模擬実習」が 10 と，回答がある意味では分散した．昨年度と

同様に「ウェブ上でのマニュアル」が上位に上がってきた点は，ウィズ・コロナの下での事

情があるとはいえ，DXの推進の上でも今後強化すべき事項であると思われる.  

 今回のシンポジウムでは，RESAS本体とともに,V-RESAS の紹介がなされたが，こうした複

数のデータベースを組み合わせて，政策立案を行っていくことが重要であると思われる. 

RESASでは，ベースとする統計の関係上，最新データが得られにくいものが多いものの，統

計数値がグラフ化されており，そのグラフを読み取ることで，地域特性を把握することが容

易にできる. これに V-RESAS のような最新の地域の状況を示すデータベースを併用するこ

とで，中長期と短期の政策立案に対応することが可能となる.  

 RESAS を活用して政策立案につなげていく方法は，未だ試行錯誤の状況にあるが，本報告

書で地域未来投資促進法について検討したように，具体的な産業立地政策や地方創生施策

などに，RESASがどのように活用されていくか，といった切り口からの分も重要だと考えら

れる。当該地域がどのような政策分野に取り組んでいるのかを踏まえ，それに対応したデー

タ分析のメニューを選択・実行し，類型内の類似自治体の政策を参照しながら，政策立案を

進めていくことが有効であるように思われる. 報告書ではまた，RESASの「マップ機能」の

現状と課題を取り上げているが，「マップ機能」の一層の充実を期待したい。東京大学地域

未来社会連携研究機構では，より的確な地域類型化の手法の確立に努めるとともに，政策分

野や地域類型に対応した豊富なデータ分析メニューと政策事例を蓄積・提供していくこと

を通じて，政策立案をより強力に支援していくこととしたい.  
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